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第１編 検討の概要 

 

１．１ 検討目的 

近年、防火対象物の大規模･複雑化等の高度利用が急激に進み、いわば一つの街を形成す

るような防火対象物が出現している。また、その管理や利用の形態も複雑・多様化が進んでい

ること等から、新技術を用いた消防用設備等を活用し、円滑に対応していくことが求められてい

るところである。このような状況を踏まえ、本作業部会では、新技術を用いた消防用設備等につ

いて、技術的な観点から検討を行うものである。 

 

１．２ 検討事項（平成２１年度） 

今年度は、これまで消防法第１７条第３項の規定により、総務大臣の認定を受け、通常用い

られる消防用設備等に代えて設置される特殊消防用設備等のうち、ハロゲン化物消火設備に

代えて用いられる「ＦＫ－５－１－１２を消火剤とする消火設備」と、駐車場において泡消火設備

に代えて用いられる「特定駐車場用閉鎖型泡消火設備」について、一定の技術的知見が蓄積

されたことから、基準化に向けた検討を行った。 

 

１．３ 検討体制 

本作業部会は、「予防行政のあり方に関する検討会」の「大規模防火対象物の防火安全対策

のあり方に関する検討部会」における作業部会として開催されるものである。 

作業部会の部会員は、以下のとおりである。 

 

新技術を用いた消防用設備等の性能規定化に関する作業部会 

役  職 氏  名 所  属 

部会長 須川 修身 諏訪東京理科大学 教授 

部会長代理 佐藤 研二 東邦大学理学部生命圏環境科学科 教授 

部会員 浅見 繁 
財団法人日本消防設備安全センター 

企画研究部長 

部会員 阿部 勝男 東京消防庁 参事兼予防課長 

部会員 伊藤 要 千葉市消防局 予防部指導課長 

部会員 井上 康史 
社団法人日本消火装置工業会 

ＳＣ５ＷＧ８作業部会主査 

部会員 佐藤 安彦 
社団法人日本消火装置工業会 事務局 

技術主幹 
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部会員 福田 孝行 
社団法人日本消火装置工業会 

技術委員会委員  

部会員 藤野 健治 
社団法人建築設備技術者協会 

技術委員会委員 

部会員 万木 良章 大阪市消防局 予防部保安・規制担当課長 

部会員 力久 修一 日本消防検定協会 消火・消防設備部長 

オブザーバー：日本消防検定協会 高橋 俊明、阿世賀 宏 

消火装置工業会 吉川 昭光、内山 裕三、田郷 太三 

消防庁担当 ：総務省消防庁予防課 設備専門官 渡辺 剛英、設備係長 塩谷 壮史 

総務事務官 種村 和孝 

 

１．４ 作業部会の開催状況 

 

第１回 平成２１年 ４月２０日 

第２回 平成２１年 ６月３０日 

第３回 平成２１年 ９月１８日 

第４回 平成２１年１１月３０日 
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第２編 ＦＫ－５－１－１２を消火剤とする消火設備 

 

ハロン消火剤は、高絶縁性、低毒性、高浸透性、低汚損性等の利点を有する消火剤であり、

コンピュータ室、通信機器室、駐車場等の防火対象物の消火システムなどに幅広く使用されてい

る。しかし、オゾン層を破壊する性質を有することから、平成１３年に消防法施行令（以下「令」と

いう。）が改正され、ハロン代替消火剤に関する基準が整備された。 
これら既存のハロン代替消火剤を大別すると、ハロゲン化合物系（ハロカーボン系）と不活性

ガス系（イナート系）の２種類があり、このうちハロゲン化合物系消火剤としては「ＨＦＣ－２２７ｅ

ａ」及び「ＨＦＣ－２３」（以下「ＨＦＣ消火剤」という。）がある。 
一方、これらのＨＦＣ消火剤についても地球温暖化係数（ＧＷＰ値）が高いことから、より環境

負荷の少ないハロン代替消火剤として「ＦＫ－５－１－１２」（ドデカフルオロ－２－メチルペンタン

－３－オン）が米国で開発され、全域放出消火設備用の消火剤としてＩＳＯ等で規格が定められ

ている。 
国内においても、消防法第１７条第３項の規定に基づく総務大臣の認定により、当該消火

剤を用いた消火設備が設置されるようになっている。 
これらの状況を踏まえ、本編では、ＦＫ－５－１－１２を消火剤とする消火設備について、基

準化に向けた検討を行った。 
なお、検討の詳細については、付属資料１を参照されたい。 

 

２．１ ＦＫ－５－１－１２を消火剤とする消火設備の構成 

ＦＫ－５－１－１２を消火剤とする消火設備（以下「ＦＫ－５－１－１２消火設備」という。）は、従

来のハロゲン化物消火設備と同様、消火剤貯蔵容器、配管、選択弁、噴射ヘッド、制御装置、音

声警報装置、手動起動装置及び蓄電池設備等で構成されている。（図２．１参照） 
システムの起動は、基本的には感知器による自動起動であるが、扉付近に設けられた別置き

の起動装置から手動でも行うことができ、起動後、高圧容器に窒素で加圧された消火剤（ＦＫ－５

－１－１２）必要量が、１０秒で放出される。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．１ 設備構成
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２．２ ＦＫ－５－１－１２消火剤の消火原理及び物性について 

ハロン代替消火剤の消火性能については、カップバーナー装置で測定された消炎濃度で評価

が実施されている（ハロン代替物質の消火性能評価に関する研究委員会報告書、平成７年）。そ

の燃料としては、ｎ－ヘプタンが使用されている。 
ＦＫ－５－１－１２の消炎濃度は４．８％で、これまでのハロン代替消火剤の中では最も低い

値になっている。各消火剤の消炎濃度を表２．１に示す。 
また、メーカーにおいて、実大規模で各種可燃物及び実際の車両を用いた実験が行われ、

消火性能の確認が行われている。 
 

表２．１ 各消火剤の消炎濃度 
 

 

種類 消火剤 消炎濃度（％） 

不活性ガス 

二酸化炭素 ２２．０ 

窒素ガス ３３．６ 

ＩＧ－５４１ ３５．６ 

ＩＧ－５５ ３７．８ 

ハロゲン化物 

ハロン１３０１ ３．４ 

ＨＦＣ－２３ １２．４ 

ＨＦＣ－２２７ｅａ ６．４ 

ＦＫ－５－１－１２ ４．８ 
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また、ＦＫ－５－１－１２の物性については、表２．２のとおりである。 
 

表２．２ ガス系消火剤の物性 

 ハロン代替消火剤 
ハロン 1301 二酸化炭素

消火剤名 FK-5-1-12 FM-200 HFC-23 

化学式 C6F12O C3HF7 CHF3 CF3Br CO2 

消火原理 
燃焼連鎖 

反応の抑制

燃焼連鎖 

反応の抑制

燃焼連鎖 

反応の抑制

燃焼連鎖 

反応の抑制 

酸素濃度の

希釈・冷却

分子量 316 170 70 149 44.01 

沸点（℃） 49.0 -16.4 -82.1 -57.8 -78.5 

貯蔵状態 
液体 

(N2 加圧) 

液体 

(N2 加圧) 
液体 

液体 

(N2 加圧) 
液体 

貯蔵圧力(MPa、20℃) 4.2 4.2 4.2 4.2 5.6 

放出時間(秒) 10 10 10 30 60 

消炎濃度（％）（ヘプタン） 4.5～4.8 6.4 12.4 3.4 22.0 

設計濃度（％） 5.8 7～7.7 16 5 34.0 

NOAEL（％） ※１ 10 9 50 5 --- 

LOAEL（％） ※２ >10 10.5 >50 7.5 --- 

オゾン破壊係数(ODP) 0 0 0 10 0 

地球温暖化係数(GWP) 1 2900 11700 5600 1 

            

※１ NOAEL：生理学上の又は毒性の悪影響が観察されない最高濃度で、急性暴露における心臓感応で評価される。 

※２ LOAEL：生理学上の又は毒性の悪影響が観察される最小濃度で、急性暴露における心臓感応で評価される。 
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２．３ 検討のポイント（ＦＫ－５－１－１２の気化性と設置対象） 

上記のとおり、ＦＫ－５－１－１２の消火原理、物性及び消防用設備の構成については、従来

のハロゲン化物消火設備と共通する点が多く、ＩＳＯ１４５２０－５規格でもＨＦＣ消火剤と同じ分類

のハロゲン化合物系消火剤として規定されていることから、設置対象についても基本的に同様と

してさしつかえないと考えられる。 

しかし、ＦＫ－５－１－１２の沸点は、４９℃と他の消火剤より高いことから、消火ガスが十分に

気化することを確認する必要がある。そこで、区画内温度が極端に低下することが想定されるも

のは、設置対象から除外するとともに、その判断が困難なものにあっては、実際に温度測定等を

行うことにより、設置対象として認めるか否かを判断することとした。 

 

２．３．１ ＨＦＣ消火剤を用いた消火設備の設置対象をベースとした検討 

ＨＦＣ消火剤を用いた消火設備の設置対象として規定されている場所について、各々の構

造要件から、区画内の温度が極端に低下する場合があるかどうかという観点から、ＦＫ－５－

１－１２の設置対象とすることが適当かどうか検討した。その概要は表２．３のとおりである。 

 

表２．３ 設置対象の検討 

設置対象（※） 設置対象の特徴 設置の可否について 

変圧器室、電気室、 

通信機器室等 

①室内に発熱体が存在 

②屋外に面する開口部が少ない 

③室内が温度管理されている 
設置可能 

非常用発電機室 

①室内に発熱体がない 
②屋外に面する開口部が少ない 

③機器の保守管理上、極端な低温環境に設

置されることが少ない 

実験等を行い、設置可

否を判断することが必要

自動車の修理の用に

供される部分 
用途上、室内の温度が極端に低下すること

が少ない 
設置可能 

駐車の用に供される 

部分 

駐車場の構造上、区画内温度が極端に低

下することが予想される自走式駐車場や、タ

ワー式の機械式駐車場等は、設置対象から

除外する。温度変化が少ないと思われる機

械式地下駐車場については設置対象に含

めるか検証する必要がある 

実験等を行い、設置可

否を判断することが必要

※設置対象としては、常時人のいない部分以外の部分又は防護区画の面積が１０００m2 以上若しくは体積が

３０００m3 以上のもの以外のものとする。 
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２．３．２ 非常用発電機室及び駐車の用に供される部分の検討 

上記２．３．１を踏まえ、非常用発電機室及び駐車の用に供される部分について、温度測定

実験やＦＤＳシミュレーション実験を行うことにより、区画内温度が極端に低下することがない

か確認し、設置対象に含めるか検討することとした。 

（１） 非常用発電機室 

寒冷地における冬季の温度測定実験（札幌市。平成２２年１月２５日～２月８日）の結果、

非常用発電機室内の室温がＦＫ－５－１－１２使用の目安である０℃を下回ることはなく、

室温は約６℃以上であった。また、より厳しい温度条件下でもＦＫ－５－１－１２消火剤が火

災時に有効に気化するか、ＦＤＳシミュレーションによる検証をあわせて実施した結果、有

効に気化すると判断できるデータが得られた。これらのことから、非常用発電機室を設置

対象に含めることとしてさしつかえないと考えられる。 

（２） 駐車の用に供される部分 

寒冷地における冬季の温度測定実験（札幌市。平成２２年１月２５日～２月８日）の結果、

機械式地下駐車場の室温が０℃を下回ることはなく、室温は約１０℃以上であり、十分に

気化するものと判断できることから、機械式地下駐車場を設置対象に含めることとしてさし

つかえないと考えられる。 

 

２．４ ＦＫ－５－１－１２消火設備の設置・維持に関する基本的な考え方 

本作業部会での調査・検討を踏まえ、ＦＫ－５－１－１２消火設備の設置・維持については、次

によることが適当である。 

(１) 設置対象  

自動車の修理の用に供される部分、駐車の用に供される部分（機械式地下駐車場に限

る。）、発電機（ガスタービンを原動力とするものを除く。）、変圧器その他これらに類する電気

設備が設置されている部分又は通信機器室で、常時人のいない部分以外の部分又は防護区

画の面積が１０００m2 以上若しくは体積が３０００m3 以上のもの以外のものとする。 

(２) 消火性能  

カップバーナー装置で測定された消炎濃度で評価することとし、その燃料としては、ｎ－ヘプ

タンを使用する。 

(３) 設置・維持の細目  
ハロゲン化物消火設備の例によることとする。特に、（同様に比較的沸点が高いハロン２４０

２の例により、）ＦＫ－５－１－１２消火剤が有効に拡散するよう、噴霧ヘッドは霧状に放射する

ものとする。 
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第３編 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 

 

防火対象物の屋内駐車場には、主に固定式の泡消火設備が設置されている。泡消火設備

は、５０～１００㎡の規模で放射区域を設定し、当該区域内に設置されている全てのフォーム

ヘッドから泡を一斉に放射し、火災を消火するものである。 
一方、平面式の駐車場等において、火災となった自動車等の防護対象物に対し、直近の閉

鎖型ヘッドが開放し、泡水溶液を局所的に放射して火災を消火する泡消火設備（以下「特定駐

車場用閉鎖型泡消火設備」という。）が開発され、日本消防検定協会の特定消防機器等性能

鑑定を受け、令第３２条の適用等により既に４００件以上設置されている。また、消防法第１７

条第３項に基づく総務大臣の認定により、通常の泡消火設備に代わる設備として設置される

ようになっている。 
こうした状況を踏まえ、本編では、特定駐車場用閉鎖型泡消火設備について、基準化に向

けた検討を行った。 
なお、検討の詳細については、付属資料２を参照されたい。 

 

３．１ 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の概要等 

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備について、その概要を整理するとともに、泡消火設備との

比較を行った。その結果は、表３．１及び表３．２並びに図３．１及び図３．２のとおりである。 
 

表３．１ 泡消火設備と特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の比較 
項 目 泡 消 火 設 備  特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 

消火剤 
フッ素系合成界面活性剤を

主成分としたもの 
フッ素系合成界面活性剤を主成分

としたもの 

放射する泡等の性状と

消火原理 

泡（発泡倍率５倍以上） 
⇒窒息作用、燃料の可燃性

蒸気遮断作用、冷却作用

①泡又は②泡と噴霧状の泡水溶液

の混合 
⇒窒息作用、燃料の可燃性蒸気遮

断作用、冷却作用 

放 射 範 囲  
５０～１００㎡の放射区域に

一斉放射。 
火源を中心に局所的に放射。 
 

感知と放射の仕組み 

感知は火災感知用ヘッドに

より行い、泡放射はフォー

ムヘッドから行う。感知部と

放射部が分かれている。 

閉鎖型泡水溶液ヘッドは感知と放

射を一体化したもので、閉鎖型スプ

リンクラーヘッドの１種感度相当の

感度で、早期に火災を感知し、当該

ヘッドから泡水溶液を放射する。 
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表３．２ 泡消火設備と特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の感知・放射に関する相違点 
泡消火設備は、火災感知用ヘッドで火災を

感知し、フォームヘッドから泡を放射する。放

射は図の点線で囲まれた放射区域内の全フ

ォームヘッドから放射する。 

 

閉鎖型スプリンクラーヘッドは、感知と放水

を１つのヘッドで行う。火源に近いヘッドが作

動し、放水を行う。 
 

 

閉鎖型スプリンクラー設備と同様に、閉鎖

型泡水溶液ヘッドは感知と放射を１つのヘッド

で行う。火源に近いヘッドが作動し、泡水溶液

の放射を行う。 
 

 

感知は、火災からの距離が遠いほど、また

感知部の感度が低いほど感知は遅くなり、泡

放射等（泡、水、泡水溶液）開始時の火災規模

が大きくなる。これを放射（放水）開始時の発

熱速度と点火からの時間で表すと、下のグラ

フのようになる。 
閉鎖型スプリンクラー設備と特定駐車場用

閉鎖型泡消火設備は、泡消火設備に比べて

早期に火災を感知し放射を開始するものが一

般的である。 

  
特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 

泡放射時等の発熱速度について 

泡消火設備 （参考） 閉鎖型スプリンクラー設備 
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図１ 泡消火設備のシステム構成例 
 

図３．１ 泡消火設備のシステム構成例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３．２ 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備のシステム構成例 
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３．２ 検討のポイント（想定すべき火災規模） 

３．２．１ 車両の燃焼試験等から推測される駐車場での火災シナリオ 

車両火災に関する文献等から一般的に車１台当りの燃焼性状は、盛期火災の発熱速度が

概ね２～３MW、自由燃焼試験から着火～燃え尽きまでの燃焼時間は概ね５０～６０分となるこ

とが知られている。また、複数車両を同時に燃焼させた試験報告の文献から、火元の車両か

ら隣接車両への延焼は概ね１０～１５分、前後の車両への延焼が約２５分との結果が報告さ

れている。 

平面駐車場で車両火災を想定した場合、火災の拡大は、出火した火元車両から左右車両

に着火、前後の車両に延焼し、車自体燃え尽きを考慮すると図３．３に示すような延焼拡大プ

ロセスとなる。このことから、着火延焼し、同時に燃焼している車両は、車両燃焼時間の推移

から駐車場内での盛期火災車両台数は５台と推定できる。（図３．３で盛期火災が重なるのは

車両②②③④④の５台） 

前記の条件から、この火災状況で消火設備による消火・抑制対応を行なわない場合、駐車

場区画内に開放される発熱量は、最大で２～３MW/台×５台＝１０～１５MW 程度と推測され

る。 

また、図３．３の火災シナリオａ～ｄの進行状況を重ね合わせると、火災成長曲線は図３．４

のように整理することができる。 
 

３．２．２ 従来の泡消火設備が設置されている部分に想定される火災規模 

平面駐車場に設置された泡消火設備は、火災時に区画５０～１００㎡で一斉放水する。この

条件から、一般車両（２０００cc クラス普通乗用車のサイズ：約１.７ｍ×４.７ｍ）を横列２列に配

置したと仮定し、東京都及び大阪市の条例で決められた駐車スペース１５㎡／台を適用すると、

最小に放水する区画５０㎡に収まる車両数は３台分で面積４５㎡となる。ここでガソリン漏洩に

よる車前面の車路部の流出火災を想定しても放水区画１００㎡に十分収まる。 

このことから、駐車場に設置された現行の泡消火設備は横列駐車で車３台分までの火災を

最大として消火抑制することを想定していると考えられる。 
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① 

②② 

③ 

④ ④ 

④ 

③

盛
期 

車一台の燃焼イメージ    

成
長
期 

車発熱速度 

１５   ４０   ６０   min      

１５  min      

２５  min      
時間[ｍｉｎ]     

発熱 

速度 

[MW]    

４０  min      

① 

①

②

② 

②

②

①

④ 

③

②

②

①

時間[ｍｉｎ]     

時間[ｍｉｎ]     

発熱 

速度 

[MW]    

発熱 

速度 

[MW]    

発熱 

速度 

[MW]     時間[ｍｉｎ]     

ａ．車一台目①で出火     

ｂ．車一台目①が盛期火災、隣接車両②に延焼拡大    

ｃ．車３台①②が盛期火災、前後車両③に延焼拡大    

ｄ．車①は衰退、車②③が盛期火災、前後隣接車両④に延焼拡大    

図３．３ 平面駐車場での車両火災シナリオ 
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３．２．３ 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備として想定すべき火災規模等 
（１）規定すべき火災規模 

従来の泡消火設備は放水範囲が車両３台を防護する条件で設置されていると考えられ

るところであり、特定駐車場用閉鎖型泡消火設備についても、同等の消火抑制性能を確

保することが適当と考えられる。特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の場合、火源に近いヘ

ッドから順次開放して消火を行うものであることから、３台以上の車両に延焼拡大しない条

件としては、図３．４「ｂ．消火性能」に示すように、出火車両から左右の車両に延焼したとし

ても出火車両の反対側まで拡大しないうちに消火する必要がある。 
（２）火災感知・消火抑制の条件 

火災感知は、被害軽減の観点から、なるべく早期に行うことが望ましいものである。一

方、消火抑制については、上記（１）を踏まえ、図３．４「ｂ．消火性能」に示すようにおおむ

ね車両２台の盛期火災を想定し、これに対応することのできる性能を確保することが適当

である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
３．３ 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の設置・維持に関する基本的な考え方 

３．３．１ 設置対象 

設置対象は、令第１３条第１項に規定する駐車の用に供される部分のうち、特定駐車場用

閉鎖型泡消火設備により、火災を有効に感知できる構造の駐車場とする必要がある。 

時間 [ｍｉｎ]     

図３．４  平面駐車場における火災成長曲線 

↑隣接車両着火  

車両４台 

８ ～ １ ２ Ｍ

車両５台 

１０～１５ＭＷ

車両１台 

２～３ＭＷ  

② 車両３台 

感知範囲 

車両３台 

６～９ＭＷ  

発熱速度 

[ＭＷ] 

４０  min      

車両６台 

１２～１８ＭＷ  

ｂ．消火性能   →  

①車両１台 

② 車両２台 

③車両４台 

④車両５台 

④車両６台 
駐車場内最大発熱速度 

車両２台 

４～６ＭＷ  

車１台当り発熱速度 ２～３ＭＷ とした火災成長曲線 

＊放水区画５０㎡  → 

（泡消火設備の消火範囲） 

泡消火設備の性能  

ａ．感知性能 
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具体的な例として、平面式駐車場の構造については、設置対象として一般的にさしつかえ

ないと考えられる。 

図３．５ 平面式駐車場 
車路および車両駐車部等により構成されるもので、機械等を用いず、駐車車両自らが自走

して車両駐車部に直接駐車するものをいう。 

 

 
また、機械式駐車場については、垂直循環式、多層循環式、水平循環式、エレベーター式、

平面往復式、多段式等の種類があるが、これまでの設置実績から多段式のものについて

は設置対象としてさしつかえないものが多いと考えられる。 

図３．６ 機械式駐車場（多段式） 
自動車を収納する台車（パレット）を上下２段から４段に積み重ねる方式。２段式の簡易的

なものやエレベータスライド方式の３層４段まであり、機械式駐車場の設置数の８０％を占め

る。 
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一方、これ以外のものについては、個別の構造等を勘案し、具体的に判断していくことが

必要である。 

 

３．３．２ 要求性能 

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、火災を初期の段階で消火・抑制する性能を有するも

のとする。 

（１） 想定火災 

駐車場における想定火災は、車両火災を前提とし、車両の各部分、荷台積載物からの

出火、燃料の流出による床面火災、隣接部分での出火等、過去の事故事例等から適切に

設定することが必要と考えられる。 

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の作動により消火抑制すべき火災規模としては、車両

１台の火災、かつ、隣接して駐車された車両に延焼拡大しない火災（隣接の車両に延焼し

たとしても盛期火災に拡大しない）の規模以下とし、車両以外の火災もこの規模以下とする

ことが適当である。 

（２） 感知性能 

感知性能は、上記（１）により設定した火災規模で、設備の持つ消火性能を超えない範

囲内で感知することが必要である。 

（３） 消火性能 

消火性能は、上記（２）により感知し、実際に放水する際の火災規模を消火できる性能

（放水範囲、放水量）を有する必要がある。また、車両２台の盛期火災に相当する火災規

模に対応できる性能を共通的に確保する必要がある。 

（４） 感知・消火性能の確認等 

・上記（１）及び（２）の性能が確保されていることを、火災実験、シミュレーション、既往の知

見等により、客観的に確認することが必要である。 

・ヘッドの仕様（感度、放射特性）と設置位置（高さ、ヘッド間隔等）は、上記確認の範囲内

とする必要がある。 

（５） 設置・維持の細目 

・設計同時開放個数は、特定駐車場で発生する火災を有効に感知し消火・抑制できる同時

開放個数を元に､必要に応じて安全率を考慮した個数であることが適当である。 

・放水時間は、火災を消火及び抑制するのに十分な時間（＊現行法令：泡消火設備は１０

分間放水）を確保する必要がある。 

・水源水量および泡消火薬剤の貯蔵量は、設計同時開放個数の閉鎖型泡水溶液ヘッドか

ら同時に放水した場合､上記放水時間に対応した量以上であること。 
・閉鎖型泡水溶液ヘッドで感知障害及び散水障害が起こる場合は、障害を避けるための

有効な手段を講じる必要がある。 

・上記のほか、基本的なシステム上の要件は泡消火設備の例によるほか、閉鎖型泡水溶

液ヘッドの設置等についてはスプリンクラー設備の例によることが適当である。 
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第４編 今後の対応について 

 

ＦＫ－５－１－１２を消火剤とする消火設備及び特定駐車場用閉鎖型泡消火設備については、

第２編及び第３編の検討結果を踏まえ、基準の整備を行うことが適当と考えられる。 

 



 

 

 

 

付 属 資 料 １ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 

FK-5-1-12 を消火剤とする消火設備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２２年３月 
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１． 設備概要 

FK-5-1-12 を消火剤とする消火設備（以下、「FK-5-1-12 消火設備」と呼ぶ）は、従来のハロゲン化物消

火設備と同じ構成となっている。主な機器構成は、消火剤貯蔵容器、配管、選択弁、噴射ヘッド、制御装置、

音声警報装置、手動起動装置及び蓄電池設備である。設備構成の例を、図１に示す。 

消火剤は、高圧容器に充てんし窒素で加圧したもので、必要消火剤量を 10 秒で放出する。システムの

起動は、基本的には感知器による自動起動であるが、扉付近に設けられた別置きの起動装置から手動

でも行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 設備構成 

 

２． 検討概要 

２.１  FK-5-1-12 消火剤について 

FK-5-1-12 は、ハロン代替消火剤として米国３Ｍ社で開発され、すでに全域放出消火設備用の消火剤

として国際的に認知されており、国際標準化機構の「ISO14520-5(抜粋)」(資料２)、米国防火協会基準の

「NFPA2001 規格」で基準化され、さらに米国環境保護庁 EPA の「SNAP」にリストアップされている。 

FK-5-1-12 の具体的な物性を表１に示す。 

また、他の消火剤物性を併記し比較表にした。日本国内では、消防庁予防課がとりまとめている「ハロ

ン等抑制対策検討会報告書（平成 19 年度）（抄）」（資料１）においてハロゲン化合物系の消火剤としてリ

ストアップしている。 
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表１ 各消火剤の比較表 

 

 ハロン代替消火剤  

消火剤名 FK-5-1-12 FM-200 HFC-23 ハロン 1301 二酸化炭素 

化学式 C6F12O C3HF7 CHF3 ＣF3Br ＣＯ２ 

消火原理 
燃焼連鎖 

反応の抑制 

燃焼連鎖 

反応の抑制 

燃焼連鎖 

反応の抑制 

燃焼連鎖 

反応の抑制 

酸素濃度の 

希釈・冷却 

分子量 316 170 70 149 44.01 

沸点（℃） 49.0 -16.4 -82.1 -57.8 -78.5 

貯蔵状態 
液体 

(N2 加圧) 

液体 

(N2 加圧) 
液体 

液体 

(N2 加圧) 
液体 

貯蔵圧力(MPa、20℃) 4.2 4.2 4.2 4.2 5.6 

放出時間(秒) 10 10 10 30 60 

消炎濃度（％）（ヘプタン） 4.5～4.8 6.4 12.4 3.4 22.0 

設計濃度（％） 5.8 7～7.7 16 5 34.0 

NOAEL（％） ※１) 10 9 50 5 --- 

LOAEL（％） ※２) >10 10.5 >50 7.5 --- 

オゾン破壊係数(ODP) 0 0 0 10 0 

地球温暖化係数(GWP) 1 2900 11700 5600 1 

            

＊1 NOAEL：生理学上の又は毒性の悪影響が観察されない最高濃度で、急性暴露における心臓感応で評価される 

＊2 LOAEL：生理学上の又は毒性の悪影響が観察される最小濃度で、急性暴露における心臓感応で評価される 
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消火剤の特性は、すでに消防法に記載されている化学的な消火効果を持つハロン代替消火剤と同じで、

次のような特徴を持っている。 
 

・ 全域放出用消火ガスである。 

・ クリーンな消火剤で、放出後に残滓がない。 

・ 液化ガスである。 

・ 非電導性である。 

・ オゾン層破壊係数（ODP）が 0 である。 
 

これらの特性からハロン抑制対策検討報告書では FK-5-1-12 は、現在ハロゲン化物消火剤として消

防法施行規則（以下、「規則」という。）第 20条に規定されている HFC-23や HFC-227eaと同じハロゲン化

合物系に分類されている。詳しい物性や製品に関する情報は「製品安全データシート」（資料３）及び

「Novec1230 物性表」（資料４）に記載されている。 

 

２.１.１ 消火性能 

ハロン代替消火剤の消火性能評価については、平成７年に「ハロン代替物質の消火性能評価に関

する研究委員会報告書（抄）」(資料５)により、カップバーナー装置で測定された消炎濃度で消火性能

の評価を実施することと結論づけられている。燃料は、特殊な指定可燃物や危険物を除く一般的な可

燃物の評価用として用いられるｎ－ヘプタンを使用する。FK-5-1-12 の消炎濃度は 4.8％で、ハロン

代替消火剤の中では一番低い値になっている。各消火剤の消炎濃度を表２に示す。 

また、実規模大の試験装置においても各種可燃物の消火性能を確認している(資料８)。車両につい

ては実際の車両を用いた実験を行い、消火性能を確認した(資料８)。 

 

表２ 各消火剤の消炎濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.１.２  消火剤量 

ハロン代替消火剤の体積１立方メートル当たりの消火剤量は、消火剤の濃度を元に算出され、濃度

の最低値は設計消火剤濃度、最高値は人に対する安全濃度で算出することとなっている。  

設計消火剤濃度は消炎濃度に 20％の安全率を考慮した値である。最高値は NOAEL 値を用いる。 

 

 

 

種類 消火剤
消炎濃度

（％）
二酸化炭素 22.0
窒素ガス 33.6
IG-541 35.6
IG-55 37.8

ハロン1301 3.4
HFC-23 12.4

HFC-227ea 6.4
FK-5-1-12 4.8

不活性ガス

ハロゲン化物
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体積１立方メートル当たりの消火剤の量(kg/m3)は、消火剤濃度から次の式を用いて計算される。 

Ｇ＝－LN(1-C/100)／ν 

Ｃ(%)：消火剤濃度 

ν(m3/kg)：消火剤の比容積 

ここで、それぞれの値を代入 

設計濃度は、消炎濃度に安全係数(1.2)を乗じた値(5.8%)となる。 

Ｇ＝ －LN(1-5.8/100)／0.0719＝0.84 

FK-5-1-12 の NOAEL 値は 10％であるので、上記と同様に計算する。 

Ｇ＝－LN(1-10/100)／0.0719=1.46 

 

以上のことから、FK-5-1-12 の消火剤量は、防護区画の体積１立方メートル当たり 0.84 ㎏以上 1.46 

㎏以下の割合で計算した量とする。 

また、同一の防火対象物に防護区画が２つ以上存在する場合には、それぞれの防護区画について

上記の例により計算した量のうち最大の量以上の量とすることは、HFC-227ea と同じである。 

 

２.１.３ 拡散性 

FK-5-1-12 消火剤は、沸点 49℃で常温において液体であるが、噴射ヘッドから霧状の液滴で放射

した場合、通常の設置環境においては直ちに空気と混合し拡散する。液滴の最大直径は液体の表面

張力によって決まることが一般的に知られており、FK-5-1-12 の表面張力は水の約 1/6 で、液滴の

直径は小さくなる。液滴が小さくなれば、全体としての表面積が増え、その上体積は小さくなるため非

常に気化しやすくなる。 

FK-5-1-12の拡散性については、海外規格のISO14520-5規格やNFPA2001規格と同様の

単一噴射ヘッドの放出実験を行い検証している(資料８)。また、複数の噴射ヘッドの拡散実験

についても実施し、濃度のバラツキがないことを確認している(資料８)。 

 

２.１.４  消火剤の安全性 

ハロン代替消火剤の安全性については、平成６年に「ハロン代替物質の毒性評価に関する研究委

員会報告書（抄）」(資料６)及び「ハロン代替消火剤の安全基準の確立に係る調査検討報告書（抄）」

(資料７)により検討された。その結果、設計濃度は NOAEL※を超えないと結論づけられており、

FK-5-1-12 についても適用できる。FK-5-1-12 の NOAEL 値は資料２に記載されており、濃度値は

10％となっている。 

また、消火剤自体は化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律において第一種特定化学物

質でも指定化学物質でもない「白物質」と判断されており、化学物質としての規制はない (資料８)。 

 

２.１.５ 分解ガス 

FK-5-1-12はハロゲン化合物系の消火剤であるのでHFC-227eaと同様消火時に分解ガスが発生

する(資料８)。発生する分解化合物は、ほとんどがフッ化水素（HF）で、消火時に発生するフッ化水素

濃度は HFC-227ea と同程度であった(資料８)。 
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２.２  設置対象について 

FK-5-1-12 消火剤は、ISO14520-5 規格でも HFC-227ea や HFC-23 と同じ分類のハロゲン化合物

系消火剤として規定されており、消火原理も同様であることから、設置対象についても基本的に同様

として差し支えないと考えられる。規則第 20 条第 4 項第 2 の 2 号に示されているハロン代替物質が

設置可能である対象物を表３に示す。 

一方、沸点が高いことから、低温時における気化性について、従来のハロン代替消火剤との相違

点として留意する必要がある。これに当たり、海外規格の ISO14520-5 規格や NFPA2001 規格には

FK-5-1-12 に関する温度要件はなく、海外ですでに表３と同様の防火対象物への設置実績があるが、

わが国の特殊事情として機械式駐車場、特にタワー式立体駐車場の取扱い等について検討が必要

と考えられる。 

具体的には、ハロゲン化物消火設備の必要条件として、規則第 19 条第 2 項第１号に噴射ヘッドに

ついて放射された消火剤が防護区画の全域に均一に拡散できるように設けることと定められていること

から、これに合致するかどうか、設置対象として規定される各用途ごとに検討を行った。 

 

表３ FK-5-1-12 の設置対象として想定される防火対象物又はその部分 

防火対象物又はその部分 

自動車の修理の用に供される部分、駐車の用に供

される部分、発電機（ガスタービンを原動力とするも

のを除く。）、変圧器その他これらに類する電気設

備が設置されている部分又は通信機器室 

常時人のいない部分で防護区画の面積が千平方

メートル未満又は体積が三千立方メートル未満の

もの 

 

 

２.２.１ 変圧器室、電気室、通信機器室等 

変圧器室、電気室、通信機器室等の防火対象物またはその部分は、①室内に熱源となる発熱する

機器が存在すること、②屋外に面した常時開放の開口部が少ないこと、③ほとんどが室内で温度管

理されていることがあり、容易に低温環境にならないと想定される。従って、FK-5-1-12 消火剤を使用

することができると考えられる。 

 

２.２.２ 発電機室 

発電機室（ガスタービンを原動力とするものを除く）のうち、非常用発電機にあっては常時は運転し

ていないため、発電機自体は発熱していない。しかし、①発電機室はビルの中に設けることが主で、

屋外に面した常時開放の開口部が少ないこと、②設置する部屋がさほど大きくないこと、③発電機の

内燃機関は水冷が主であり冷却水が凍結することを避けることから極端な低温環境には設置しない

こと、④火災時に自動起動装置（通常、定温式熱感知器を使用）が作動して消火剤を放射する時には、

火災の熱により室温が上昇していることから、FK-5-1-12 を使用することができると考えられる。 
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なお、上記①～③を確認するために実際の非常用発電機室における冬季の室温を実測した（資料

９）。測定場所は、北海道札幌市とし、測定は一年の中で一番気温が低い時期（１月２５日～２月５日）

に実施した。測定期間中の外気温最低値は約-12℃となったが、その場合でも非常用発電機室内は

約６℃で著しい低温にはならなかった。 

また、上記④を確認するために、火災による消火剤放出時の空間内の温度状況について標準的な

条件を設定し、ＦＤＳ※シミュレーションを行った(資料 10)。火災発生前の初期温度は、非常用発電機

室の室内温度の実測値が約６℃であるが、余裕を持った値とし、低温状態の-5℃と-10℃とした。計

算の結果、火災発生前の室温が-10℃の条件でも消火剤放射前の室内平均温度は 19～23℃になる

と想定されることから、FK-5-1-12 が十分気化可能な温度になっていると考えられる。 

※ＦＤＳ：「Fire Dynamic Simulator」の略で、米国標準技術局(NIST)建築火災研究所で開発された火災シミュレータ 

 

２.２.３ 自動車の修理の用に供される部分、駐車の用に供される部分 

自動車の修理の用に供される部分、駐車の用に供される部分においては、その構造によって異な

ってくるため、それぞれについて考察する。 

 

（１） 自走式立体駐車場 

自走式の立体駐車場は、現状では泡消火設備と粉末消火設備が主であることと、自走式であるた

め、出入口が屋外に面し外部に直接常時開口しているため温度が低下しやすいことから、地域や気

象条件によっては著しい低温環境になる可能性があり、均一に拡散しないおそれがある可能性を排

除できない。従って、今回の対象から除外することが相応しいと判断する。 

 

（２） 垂直循環式およびエレベータ式（タワー式）の機械式立体駐車場 

機械式駐車場で、垂直循環式およびエレベータ式（タワー式）立体駐車場は、①屋外に面した常時

開放の開口部はほとんどないが、②独立建屋が多いこと、③垂直方向に細長い構造であること、④

近年高さ 31ｍを越える高層の立体駐車場ができており大規模区画となることから、建築部内部に包

含される構造のものを除くと、外気温の影響を受けやすく著しい低温環境になる可能性があり、均一

に拡散しないおそれがある可能性を排除できない。従って、今回の対象から除外することが相応しい

と判断する。 

 

（３） 多層循環式、水平循環式、平面往復式の機械式地下駐車場 

ビルの地下等に設ける多層循環式、水平循環式、平面往復式の駐車場は、ビルの地下に設けるこ

とが主であり、構造は密閉されたラック倉庫に類似し、運転者は自動車をエレベータリフト等に止め、

自動的に駐車部分まで移動する構造である。これらの方式は、①ほとんどがビルの内部にあること、

②開口部が直接外気に面していることが少ないこと、③開口部が安全対策上常時閉鎖されているこ

と、など構造上の特徴から、著しい低温環境になる可能性は考えにくいこと、火災時で消火剤放射時

には火災の熱により室温が上昇することが予測されることから、均一に拡散しないおそれがないと考

えられる。このことから、この対象物については FK-5-1-12 消火剤を使用することができると考えられ

る。 

なお、ビルの地下等に設ける機械式駐車場について、実際の室内温度を冬季に調査した。測定場
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所は、北海道札幌市の機械式地下駐車場（２物件）とし、一年の中で一番気温が低い時期（１月２５日

～２月５日）に測定を実施した。測定期間中の外気温最低値は-12℃となったが、その場合でも区画

内は約１０℃で、著しい低温にならないことを確認した。 
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機械式地下駐車場 
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２.３  使用機器等 

FK-5-1-12 消火設備に使用する機器は、液体の消火剤を窒素で加圧している点、放出時間が 10 秒で

ある点、消炎濃度や設計濃度の値が近いことから消火設備の設計に関しては HFC-227ea とほぼ同じで

あることや窒素の加圧圧力が 4.2MPa であることから HFC-227ea と同じ機器を使用することが出来る。そ

れぞれの機器の要求仕様は次の通り。 

 

２.３.１ 区画構成 

FK-5-1-12 消火設備は、既存のハロゲン化物消火設備と同類の設備であり、火災時に区画を密

閉した後に消火剤を放射し、区画内を消火雰囲気にして消火するものである。このことから、密閉区

画を構成するために防護区画の換気装置は消火剤放出前に停止できる構造とすること、開口部は消火

剤放出前に閉鎖できる自動閉鎖装置を設けることが重要である。 

 

 

２.３.２ 貯蔵容器 

・ 防護区画以外の場所に設けること。 

・ 温度 40℃以下で温度変化が少ない場所に設けること。 

・ 直射日光及び雨水のかかるおそれの少ない場所に設けること。 

・ その見やすい箇所に、充てん消火剤量、消火剤の種類、製造年及び製造者名を表示すること。 

・ 貯蔵容器は、温度 20℃において、4.2MPa になるように窒素で加圧したものであること。加圧圧力は、

使用する配管のグレードから決まる数値である。FK-5-1-12消火設備は、 HFC-227eaと同グレ

ードの配管を用いるため、HFC-227ea と同圧力とした。 

・ 貯蔵容器の充てん比は、0.7 以上 1.6 以下であること。この値は、容器弁の安全装置の圧力から決

まる。数値は、ISO14520-5 と同じ値とした。 

・ 貯蔵容器等には、消防庁長官が定める基準に適合する安全装置を設けること 

・ 貯蔵容器には、消防庁長官が定める基準に適合する容器弁を設けること。 

 

２.３.３ 噴射ヘッド 

・ 放射された消火剤が防護区画の全域に均一に、かつ、速やかに拡散できるように設けること。 

・ 当該消火剤を霧状に放射するものであること。 

・ 消火剤の放射時間は、次に定める消火剤の量を 10 秒以内に放射できるものであること。この値は、

FK-5-1-12 は消火時に分解ガス（資料８）を発生するため、短時間に放出する必要がある。この

特性は HFC-227ea と同じであるため、HFC-227ea と同じ 10 秒放出とした。 

・ 噴射ヘッドの放射圧力は、0.3MPa 以上であること。この値は、HFC-227ea と同じ値とした。 

 

２.３.４ 配管及び継手等 

・ 専用とすること。 

・ 鋼管を用いる配管は、日本工業規格Ｇ3454 のSTPG370のうち呼び厚さでスケジュール 40以上のも

のに適合するもの又はこれと同等以上の強度を有するもので、亜鉛メッキ等による防食処理を施した
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ものを用いること。 

・ 銅管を用いる配管は、日本工業規格Ｈ3300 のタフピッチ銅に適合するもの又はこれと同等以上の強

度及び耐食性を有するものを用いること。 

・ 管継手及びバルブ類は、鋼管若しくは銅管又はこれらと同等以上の強度及び耐食性を有するもので

あること。 

・ 貯蔵容器等から噴射ヘッドまでの間に選択弁等を設けるものには、当該貯蔵容器等と選択弁等

の間に、消防庁長官が定める基準に適合する安全装置又は破壊板を設けること。 

・ 落差は、50 メートル以下であること。この値は、HFC-227ea と同じ値とした。 

 

２.３.５ 選択弁 

・ 選択弁は、防護区画以外の場所に設けること。 

・ 一の防火対象物に防護区画が二以上存する場合において貯蔵容器を共用するときは、防護区

画ごとに選択弁を設けること。 

・ 選択弁には選択弁である旨及びいずれの防護区画又は防護対象物の選択弁であるかを表示

すること。 

・ 消防庁長官が定める基準に適合するものであること。 

 

２.３.６ 起動ガス容器 

・ 起動用ガス容器は、24.5MPa 以上の圧力に耐えるものであること。 

・ 起動用ガスは窒素ガス又は二酸化炭素とすること。 

・ 起動用ガス容器の内容積は、１リットル以上とし、起動用ガスに窒素ガスを用いるものにあって

は充填圧力が温度 35℃において 3.5MPa 以上、14.7MPa 以下、二酸化炭素を用いるものにあっ

ては当該容器に貯蔵する量は、0.6kg 以上で、かつ、充てん比は、1.5 以上であること。 

・ 起動用ガス容器には、消防庁長官が定める基準に適合する安全装置及び容器弁を設けること。 

 

２.３.７ 制御盤 

・ 消防庁長官が定める基準に適合する当該設備等の起動、停止等の制御を行う制御盤を設けること。 

・ 起動装置の放出用スイッチ、引き栓等の作動により直ちに貯蔵容器等の容器弁又は放出弁を開放す

るものであること。（自動閉鎖装置等による防護区画形成に要する最低限の時間を除く） 

・ 操作回路、音響警報装置回路及び表示灯回路の配線は、規則第 12 条第１項第 5 号の例により設け

ること。 

 

２.３.８ 起動装置 

・ 自動式とし、手動起動装置を付置すること。 

・ 一の火災信号は自動火災報知設備の感知器から制御盤に、他の火災信号は消火設備専用に設ける

感知器から制御盤に入る方式とするか、又は、消火設備専用として設けた複数の火災信号が制御盤

に入る方式とし、ＡＮＤ回路制御方式に限定するものとする。 

・ 手動起動装置は、容易に操作できる箇所に設けること。 

・ 自動及び手動を表示する表示灯を設けること。 
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・ 自動手動の切替えは、かぎ等によらなければ行えない構造とすること。 

 

２.３.９ 警報装置等 

・ 音響警報装置は、音声による警報装置とすること。ただし、常時人のいない防火対象物にあっては、こ

の限りでない。 

・ 防護区画にいるすべての者に消火剤が放射される旨を有効に報知できるように設けること。 

・ 手動又は自動による起動装置の操作又は作動と連動して自動的に警報を発するものであり、かつ、消

火剤放射前に遮断されないものであること。 

・ 音響警報装置は、消防庁長官が定める基準に適合するものであること。 

・ 防護区画の出入口の見やすい箇所に消火剤が放出された旨を表示する充満表示灯を設けること。 

 

２.３.１０ 非常電源 

・ 自家発電設備、蓄電池設備又は燃料電池設備によるものとし、その容量は当該設備を有効に１時間

作動できる容量以上とするほか、規則第12条第１項第4号ロ、ハ、ニ及びホの規定の例により設ける

こと。 

 

２.３.１１ その他付帯設備等 

・ 当該防護区画内の圧力上昇を防止するための措置を講じること。 

・ 消火剤放射時の圧力損失計算は、消防庁長官が定める基準によること。 

・ 貯蔵容器等を収納する組枠、配管及び非常電源には、地震による震動等に耐えるための有効な措

置を講じること。 

・ 防護区画には、放射された消火剤及び燃焼ガスを安全な場所に排出するための措置を講じること。 

 

２.４  維持管理 

FK-5-1-12 を消火剤とする消火設備の維持管理については、使用する機器が HFC-227ea とほぼ同じ

機器が使えることから、従前のハロゲン化物消火設備と同じ扱いが出来る。ハロゲン化物消火設備の維

持管理に係わる通知は下記の通り。 

 

・ 平成 14 年 消防予第 282 号「消防用設備等の試験基準の全部改正について」 

・ 平成 14 年 消防予第 86 号「「消防法施行規則の規定に基づき、消防用設備等の種類及び点

検内容に応じて行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書を定める

件」等の改正について」 

・ 平成 16 年 消防庁告示第 9 号「消防法施行規則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消

防用設備等の種類及び点検内容に応じて行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果に

ついての報告書の様式を定める件」 

・ 平成 14 年 消防予第 172 号「消防用設備等の点検要領の全部改正について」 
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関連通知関係 

・ 平成７年 消防予第 89 号 「ガス系消火設備等に係る取り扱いについて」 

・ 平成 18 年 消防予第 500 号「消防用設備等に係る執務資料の送付について」 

・ 平成 14 年 消防予第 282 号「消防用設備等の試験基準の全部改正について」 

・ 平成 14 年 消防予第 86 号「「消防法施行規則の規定に基づき、消防用設備等の種類及び点

検内容に応じて行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書を定める

件」等の改正について」 

・ 平成 16 年 消防庁告示第 9 号「消防法施行規則の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消

防用設備等の種類及び点検内容に応じて行う点検の期間、点検の方法並びに点検の結果に

ついての報告書の様式を定める件」 

・ 平成 14 年 消防予第 172 号「消防用設備等の点検要領の全部改正について」 
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ハロン等抑制対策検討報告書（抄） 

（平成 19 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年 3 月 

 

 

 

 

 

 

ハロン等抑制対策検討会 

資料１
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第５章  ハロン代替消火剤の使用状況等 

 

１  ハロン代替消火剤の特性 

現在、ハロン代替の種々の消火剤の開発が精力的に行われている。ハロン代替消火剤を大

別すると、ハロゲン化合物系と不活性ガス系の２種類がある。 

これらのガスについては、消火性能、毒性等の研究が国内外で行われ、実用化されている

が、オゾン層破壊係数（ＯＤＰ）値が０で、かつ、ハロンと同等の消火性能等を有する新消

火剤は、現在開発されていない状況にある。 

（１）ハロン代替消火剤の種類と物理特性 

ア ハロゲン化合物系（ハロカーボン系） 

(ｱ) ＨＦＣ－２２７ea 

(ｲ) ＨＦＣ－２３ 

(ｳ) ＦＫ－５－１－１２ 

イ 不活性ガス系（イナート系） 

(ｱ) ＩＧ－５４１ 

(ｲ) ＩＧ－５５ 

(ｳ) ＩＧ－１００ 

表５－１   ハロン代替消火剤の化学式と物理特性 

     

名称 化学式 
蒸気圧 容器内圧 沸点 

℃ ＭＰａ・２０℃ ＭＰａ・２０℃ 

ハロン１３０１ ＣＦ３Ｂｒ 1.45 2．5／4．2 -58 

ＨＦＣ－２２７ｅａ Ｃ３Ｆ７Ｈ 0.39 2．5／4．2 -16 

ＨＦＣ－２３ ＣＨＦ３ 4.19 ４．Ｏ -82 

ＦＫ－５－１－１２  CF2CF2C ０．３２６０ｂａｒ  ４．２ 49 

   (O)CF(CF3)2  ２０℃  （＊）     

ＩＧ－５４１ Ｎ２  ５２％ － － -196 

  Ａｒ  ４０％       

  ＣＯ２ ８％       

ＩＧ－５５ Ｎ２  ５０％ － － -190 

  Ａｒ  ５０％       

ＩＧ－１００ Ｎ２ － － -196 

（Report of the Halon Fire Extinguishing Agents Technical Options Committee, December 1994 より参考） 

＊ ISO14520-5:2006(E) 
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（２）ハロン代替消火剤の特性 

ア ハロゲン化合物系 

次の特徴を有しているといわれている。 

(ｱ) 全域放出用消火ガスである。 

(ｲ) クリーンな消火ガスで、放出後に残滓がない。 

(ｳ) 液化ガスである。 

(ｴ) 非導電性である。 

(ｵ) オゾン層破壊係数（ＯＤＰ）が０である。 

ＨＦＣ－２２７ｅａは、一般的に窒素で加圧して貯蔵されているが、ＨＦＣ－２３は、

窒素による加圧の必要はない。 

これらについては、ハロン１３０１より、放出濃度が高いので、通常の貯蔵形態にお

いて貯蔵に要する空間は、ハロン１３０１より大きくなることが多い。また、ハロン

１３０１と同じ消火条件下では、フッ化水素等の腐食性・毒性を有する分解生成物を多

く発生する傾向にある。 

ハロゲン化合物系の消火原理は、現時点ですべて解明されているわけではないが、物

理効果（酸素濃度の低下、冷却）と化学効果（燃焼連鎖反応の抑制）が組合わさったも

のといわれている。なお、ハロン１３０１は、主として化学効果（燃焼連鎖反応の抑制）

による消火である。 

イ 不活性ガス系 

次の特徴を有しているといわれている。 

(ｱ) 全域放出用消火ガスである。 

(ｲ) クリーンな消火ガスで、放出後に残滓がない。  

(ｳ) 非導電性である。 

(ｴ) オゾン層破壊係数（ＯＤＰ）が０である。 

消火の作用としては、室内の酸素濃度を継続的に燃焼できないレベルまで下げること

により、火災を抑制するものである。 

一般的に、ハロン１３０１やハロゲン化合物系のものより放出濃度は高く、また、通
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表５－２ ハロン代替消火設備の評価状況 

     

消火剤の種別 
評 価 件 数 

設備・個別評価 基本類型評価 

ハロゲン化物系 

 

HFC-227ea(FM-200)    １２２      ９ 

HFC-23(FE-13)  ７５０  ８ 

不活性ガス系 

 

 

IG-541(ｲﾅｰｼﾞｪﾝ)    ２９５   ２１ 

IG-55(ｱﾙｺﾞﾅｲﾄ)        ２９       ０   

IG-100(窒素)    ７０６      ２５ 

合 計 １，９０２     ６３ 

 

６ ハロン代替消火剤を用いる消火設備の消防法令への本則化 

（１）消防法施行令第 13条に規定する不活性ガス消火設備等について 

ハロン代替消火剤の設置・維持に係る知見が評価制度を通じて十分に集積されたものに

あっては、一般基準化することとし、平成１３年１月２４日に消防法施行令（以下、「令

」という。）の改正を行い、平成１３年３月末までに消防法施行規則（以下「規則」とい

う。）の改正が行われた。（平成１３年４月１日施行）。これにより、この基準に適合す

るハロン代替消火剤を用いるガス系消火設備は、法令による設置・維持 が行われている。 

ただし、ハロン代替消火剤を用いる消火設備を、法令で規定されている部分以外の部分

に設置しようとする場合には消火剤の消火特性、安全性を鑑み当該部分の建築構造、空間

の形状、人員の状況、避難経路等を踏まえ、避難安全性、消火の確実性について、個々の

防火対象物の実情に応じ、十分検討・評価するものとする。評価された消火設備は、令３

２条の特例の適用となり設置することができることとされた。 

なお、危険物施設においては、一般基準化はされておらず、個々に危険物の品名、数量、

貯蔵取扱いの形態等と当該場所における危険物を含む火災に適応するかについて、個別に

評価を行っている。 

（２）消防法第 17条第３項に規定する特殊消防用設備等について 

消防法第 17条第３項に基づき特殊消防用設備等として総務大臣が認定した新たに開発
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されたハロン代替消火設備は平成２０年２月 28日現在、表５－３のとおりである。 

表５－３ハロン代替消火設備の認定状況 

消火剤の種別 
認 定 件 数 

（設備・個別評価） 

ハロカーボン系 ﾄﾞﾃﾞｶﾌﾙｵﾛ-2-ﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀﾝ-3-ｵﾝ ２ 

合 計 ２ 

 

７ 新消火剤のリスト 

ハロン代替となる新消火剤は、種々の候補が挙げられている。国際標準化機構（ＩＳＯ）

の１４５２０－５（２００６年版）、米国防火協会基準（ＮＦＰＡ２００１）（２００４年

版）及び米国環境保護庁（ＥＰＡ）（２００３年）にリストされているガス系消火剤をそれ

ぞれ表５－４、表５－５及び表５－６に示す。 

 

表５－４    ISO   14520-5 

    

消火剤の種別 名    称 化 学 式 商 品 名 

  CF3I    Trifluoroiodomethane  CF3I   Triodide 

HFC Blend A       NAF S-Ⅲ 

   HFC-123   Dichlorotrifluoroethane  CHCｌ2CF3   

   HFC-22   Chlorodifluoromethane  CHCｌF2   

   HFC-124   Chlorotetrafluoroethane  CHClFCF3   

    Isopropeny-1-methycyclohexene  C10H16   

  HFC 125   Pentafluoroethane  CHF2CF3 FE-25 

  HFC 236fa   Hexafluoropropane  CF3CH2CF3 FE-36 

  HFC227ea   Heptafluoropropane  CF3CHFCF3 FM200,FE-227 

  HFC-23   Trifluoromethane  CHF3 FE-13 

  IG-01   Argon  Ar Argotec 

  IG-100   Nitrogen  N2 NN100 

  IG-55    (N2+Ar) 
Argonite 

 

  IG-541    (N2+Ar+CO2) Inergen 

  FK-5-1-12   Dodecafluoro-2-methylpentan-3-one  CF３CF2C Novec1230 

     (O)CF(CF3)2   
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表５－５    NFPA2001 

   

消火剤の種別 名     称 化学式 

  FC-3-1-10   Perfluorobutane  C4F10 

  FK-5-1-12  Dodecafluoro-2-methylpentan-3-one  CF３CF2C 

     (O)CF(CF3)2 

  HFC Blend A     

   HFC-123   Dichlorotrifluoroethane  CHCｌ2CF3 

   HFC-22   Chlorodifluoromethane  CHCｌF2 

   HFC-124   Chlorotetrafluoroethane  CHClFCF3 

    Isopropeny-1-methycyclohexene  C10H16 

  HFC-124   Chlorotetrafluoroethane  CHClFCF3 

  HFC 125   Pentafluoroethane  CHF2CF3 

  HFC227ea   Heptafluoropropane  CF3CHFCF3 

  HFC-23   Trifluoromethane  CHF3 

  HFC 236fa   Hexafluoropropane  CF3CH2CF3 

  FIC-13I1 Trifluoroiodide   CF3I 

  IG-01   Argon  Ar 

  IG-100   Nitrogen  N2 

  IG-55    (N2+Ar) 

  IG-541    (N2+Ar+CO2) 

 

 

 

表５－６    ＥＰＡ 

(Significant New Alternatives Policy) 

    

消火剤の種別 
化学式又は 

商品名 
消火剤の種別 

化学式又は 

商品名 

  HCFC-22   CHClF2   Ｃ３Ｆ８   CEA-308 

  HCFC-124   CHClFCF3   C4F10   CEA-410 

  HCFC Blend A   NAF  Ⅲ   SF6   

  HFC-125   FE -25   CF3I   Triodide 

  HFC-134a     IG-01   Argotec 

  HFC-227ea   FM200,FE-227   IG-100   NN100 

  HFC-23   FE-13   IG-55   Arugonite 

  HFC236fa   FE-36   IG-541   ingen 

  HFC227-BC    C6-perfluoroketone   Novec1230 

  HFC-125   NAF  S-125 (1,1,1,2,2,4,5,5,5-   

     with   nonafluoro-4-   

o.1% d-limonene   (trifluoromethyl)   

  Halotron Ⅱ     -3-pentanone)   
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資料４ 

 

 
 
 

Novec1230 物性表 

 

 

項目 物性 項目 物性 

化 学 式     CF３CF２C(O)CF(CF３)２ 貯 蔵 状 態         液 体（N２加圧） 

分 子 量     316.04 ｎ-ﾍﾌﾟﾀﾝに対する消炎濃度（％） 4.8 

沸  点     (℃) 49.2 凝固点（℃） -108 

臨界温度 (℃) 168.66 液体の比熱（ｋJ/ｋｇ℃）at 25℃ 1.103 

臨界圧力 (ＭPa) 1.86 
気体の比熱（ｋJ/ｋｇ℃） 

ａｔ 25℃、1ａｔｍ 
0.891 

比 容 積     (ｍ３/kg) 

at 20℃ 
0.0719 沸点における気化熱（ｋJ/ｋｇ） 93.2 

飽和蒸気圧力(ＭPa) 

at 20℃ 
0.0326 

液体の熱伝導率（W/ｍ℃） 

aｔ 25℃ 
0.059 

オゾン層破壊指数 

(ODP値) 
0 液体の粘性 at 25℃ 0.524 

温暖化指数（GWP値） 1 
比絶縁耐力 aｔ 25℃､1ａｔｍ

（N2=1.00） 
2.3 

充 填 比 の 範 囲         0.7 ～ 1.6 水の溶解性 ａｔ 21℃ （ppm） ＜0.001 
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第４章 ハロン代替消火設備の毒性に係る一般評価手法の検討

４．１ ハロン代替消火剤として用いる物性の毒性に係る評価（原体ガスの評価）

４．１．１ ハロカーボン系消火剤（原体ガス）についての毒性評価

一般にハロカーボン系消火剤は新物質であり、毒性評価は、以下のような評価が必要

である。

ア 新化学物質として「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律 （昭和 年」 48

法律第 号）により分解・濃縮度試験、スクリーニング毒性試験等のデーター審117

査により新物質として安全物質、特定化学物質等に分類されている（安全でない物

質も含まれる ）ので、これらのデーターで安全性を評価する必要がある。。

イ 、 及び による評価LC LOAEL NOAEL５０

（ア）原体ガスの吸入毒性は、一般に 、 及び で評価され、用語LC LOAEL NOAEL５０

は次のように定義されている。

NOAEL no observed adverse effect level

生理学の又は毒性の悪影響が観察されない最高濃度で心臓の感応で評価

される。

LOAEL lowest observed adverse effect level

生理学の又は毒性の悪影響が観察される最小濃度で心臓の感応で評価さ

れる。

LC concentration causing death in 50%50

％致死濃度（一般に暴露１時間値）50

（イ） 、 及び について、国内で現在使用されている２種類と以LC LOAEL NOAEL５０

下の関連文書を対象として調査した。

ａ 国連環境計画（ ）のハロン技術オプション委員会（ ）関連UNEP HTOC

年５月版1999

ｂ 米国環境保護局（ ）における 関連EPA SNAP LIST

年６月版1999

ｃ 全米防火協会（ ）クリーン消火剤消火設備基準（ ）NFPA NFPA2001

年版1996

ｄ （ 年改正案）NFPA 2001 1999

表 の 、 、 については、 文書、 の関連文4.1.1 LC NOALE LOAEL UNEP HTOC EPA５０

書及び 等で公表されており、表 の消火剤についてはあらためて毒性NFPA2001 4.1.1
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に関する証明は要しないと思慮される。

表 、 、 一覧4.1.1 LC NOALE LOAEL５０

消火剤の種類 又は （容量％） （容量％）LC NOAEL LOAEL５０

（％）ALC

FC-3-1-10 80.0 40.0 40.0> >

HCFC Blend A 64.0 10.0 10.0>

HCFC-124 23.0 29.0 1.0 2.5～

HFC-125 70.0 7.5 10.0>

HFC-227ea 80.0 9.0 10.5>

HFC-23 65.0 50.0 50.0> >

HFC-236fa 18.9 10.0 15.0>

FIC-1311 12.8 0.2 0.4>

Halon 1301 80.0 5.0 7.5(参考) >

４．１．２ イナート系消火剤（原体ガス）についての毒性評価

ア イナート系消火剤（ 、 、 ）については、窒素、アルゴン、二酸IG-100 IG-541 IG-55

化炭素のいずれかの単体ガスまたは２以上の混合ガスであり、窒素、アルゴンにつ

いては毒性はなく、 については８％の二酸化炭素を含有しているが、設計放IG-541

出濃度で放出した場合約 の濃度に希釈され二酸化炭素の 値 (４1/3 IDLH 4000ppm

。 、 、％)以下となる また イナート系消火剤の放出時の酸素濃度は ～ ％であり12 13

酸素濃度の 相当 相当 （ （ 年版 ）としていNOAEL =12%, LOAEL =10% NFPA2001 1996 ）

ることから、この範囲で使用する場合、安全範囲にあり、また、次の 相当LOAEL

及び 相当により評価されている。NOAEL

二酸化炭素の人体に対する影響についての情報は 「二酸化炭素消火設備の安全、

対策について （平成８年９月 日付け消防予第 号、消防危第 号）に示さ」 20 193 117

れている。

イ 相当及び 相当による評価LOAEL NOAEL

国内で現在使用されている３種類と以下の関連文書を対象として調査した。

ａ 国連環境計画（ ）のハロン技術オプション委員会（ ）関連UNEP HTOC

年５月版1999

ｂ 米国環境保護局（ ）における 関連EPA SNAP LIST
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年６月版1999

ｃ 全米防火協会（ ）クリーン消火剤消火設備基準（ ）NFPA NFPA 2001

年版1996

ｄ （ 年改正案）NFPA 2001 1999

表 の 、 相当については、 文書、 の関連文書4.1.2 NOALE LOAEL UNEP HTOC EPA

及び 等で公表されており、表 の消火剤についてはあらためて毒性にNFPA2001 4.1.2

関する証明は要しないと思慮される。

表 及び 相当4.1.2 NOAEL LOAEL

消火剤の種類 ( ) ( )NOAEL % LOAEL %相当 容量 相当 容量

IG-01 43.0 52.0

IG-541 43.0 52.0

IG-55 43.0 52.0

IG-100 43.0 52.0
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４．２ ハロン代替消火剤を用いた消火システムの毒性に係る評価

４．２．１ ハロカーボン系消火剤（ 、 ）の燃焼生成ガスの毒性評価HFC-227ea HFC-23

（１）ハロカーボン系消火剤で消火した場合に発生する有毒な分解生成物についての評価

をどのように行っているかについて、主要な生産国である米国とヨーロッパ等の状況

について関係機関にメールにより問い合わせ、その回答を得た。その結果、ハロカー

ボン系消火剤の有害な分解生成物の評価を行っているとする回答はなかった。各機関

の回答は以下のとおりである。

ハロン代替消火剤の主要生産国である米国の状況

関係機関の回答

（ ） 、 。ア 米国環境保護局 は 人の健康及び地球環境の広範な範囲を審査しているEPA

しかしながら、毒性については原体ガスについてのみであり、分解生成物について

は評価をしていない。

イ （ ）は、消火器に使用するハロン代替消火剤がＥＰＡのUL Underwriters Laboratory

承認を得たかどうか（ リストにリストアップされたかどうか）を審査する。SNAP

ウ は、消火器に使用するハロン代替消火剤が の承認を得たかどうかFMRC EPA

（ リストにリストアップされたかどうか）を審査するのみで、それ以上はこSNAP

の問題に立ち入らない。

（ ） 、「 。エ 全米防火協会 の回答の要旨は 分解生成物は吸入すると安全ではないNFPA

においが安全に対する警告である 」であった。。

オ 英国 研究所からの回答では、ハロン代替消火剤９種類を使用した消火実験LPC

（区画容積 ｍ ）では、同じ火災規模のハロン を使用した消火実験におけ100 1301３

10000ppmるふっ化水素の発生濃度の数倍を発生すること、及び消火に失敗すると

に達する危険があることを述べている。

（２）ハロカーボン系消火剤（ ， ）の燃焼生成ガスの毒性評価HFC227ea HFC-23

文献調査および今回行った燃焼生成ガス発生実験からも明らかなように、消火時に

はハロカーボン系消火剤から有毒なふっ化水素及びふっ化カルボニルが安全とされる

吸入濃度をはるかに超えて発生する。

ハロカーボン系の消火剤を使用した場合、このことは避けられず、むしろ、ふっ化

水素、ふっ化カルボニルの吸引を絶対に避け、消火後は、室内の燃焼生成ガス中のふ

っ化水素等を安全濃度まで下げ、かつ、外部に排出するガスが人に危害を加えないよ

うに処置できる排出装置を設ける必要がある。また、燃焼生成ガスが安全濃度に下が

ったことを確認してから入室する必要がある。

（３）文献調査および今回行った燃焼生成ガス発生実験からも明らかなように、火災規模
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が小さい段階で感知し、消火剤を短時間に放出する設備設計を行い、ふっ化水素等

の燃焼生成ガスの発生濃度を最小限に押さえる必要がである。このことにより消火

剤放出時に区画内の温度上昇が抑えられ内圧上昇の低減にも有効である。

ア 火災規模の小さい段階で感知する。

イ ハロカーボン系消火剤消火設備の放出時間は 秒以内とする。10

ウ ハロカーボン系消火剤消火設備の設計濃度は、カップバーナー消炎濃度の１．

２倍以上とする。

（４） （ 年版）の改正情報NFPA 2001 1996

調査の過程で （クリーン消火剤の設備基準 年版）の改訂作業が行NFPA 2001 1996

われており、改正原案が 年に、現在の基準にない燃焼分解生成物の情報に関す1998

る記載がなされその改正原案に対する改正案が 年５月に発行され現在審議され1999

ている。この改正案には、ふっ化水素等の分解生成物の発生濃度と毒性情報が含まれ

ている（資料３－２，３－３ 。現時点における米国の消火機器に関する基準の中に）

は、燃焼生成物毒性に関する情報、評価等は含まれていない。改正の審議における毒

性に係る部分は以下のとおりである。

改正原案で提案されている毒性情報に係る部分

「表 ( )は、ふっ化水素の毒物学上の影響に関する情報を備える。A-1-5.1.2 b

ふっ化水素に対する は、一般的な公共に対して上限暴露水準を表し、かERPGs

つ、 分及び１時間の緊急暴露時間に対して適用可能である。10

３種類の は、各々暴露時間に対して開発された。ERPGs

は、それ以下の濃度で、ほとんど全ての人が、生命危機の健康への影響ERPG3

を経験することなく又は展開することなく記述の時間の間、暴露されることのでき

ると考えられる最大大気濃度を表す。

は、それ以下の濃度で、ほとんど全ての人が、回復不可能な又は他の一ERPG2

連の健康への影響、あるいは防護活動をとる人の能力を弱める兆候を体験すること

なく又は展開することなく記述の時間の間、暴露されることのできると考えられる

最大大気濃度を表す。

は、それ以下の濃度で、ほとんど全ての人が、軽い一時的な健康への悪ERPG1

影響以外の体験をしないで、又は不快な臭気をはっきりと自覚しないで記述の時間

の間、暴露されることのできると考えられる最大大気濃度を表す。
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表 ( ) ふっ化水素に関する毒性情報A-1-5.1.2 b

分 １時間10

ERPG3 170 ppm 50 ppm

ERPG2 50 ppm 20 ppm

ERPG1 2 ppm 2 ppm

｣

改正原案に対する改正提案されている毒性情報に係る部分

｢Ａ．背景とふっ化水素の毒性

ふっ化水素の蒸気は、フロロカーボン消火剤の分解生成物として及びふっ素重合

体の燃焼で火災において作られる。

ふっ化水素暴露の顕著な毒性の影響は、接触する部分で生じる。吸入ルートによ

って、顕著な堆積物が殆ど鼻の前方の部位に、もし充分な暴露濃度が成し遂げられ

るならば下部呼吸器官系（気道及び肺）の延長する後部に生ずると予想される。

ふっ化水素の接触する部分で引き起こす損傷は、広範囲な組織の損傷と炎症で細

胞の死滅によって特徴づけられる。 ～ のふっ化水素濃度にラットを１950 2600ppm

時間暴露させた１日後の組織の損傷は、もっぱら鼻の前方の部分に限定された

( )。気管又は肺の中に影響は見いたされなかった。DuPont 1990

約 の高い濃度において、人間の呼吸パターンは鼻を主とした呼吸から口200ppm

を主とした呼吸に変化すると予想される。この呼吸パターンの変化は、呼吸器官系

に入るふっ化水素の沈殿物のパターン、上部呼吸器官系（鼻呼吸）又は下部呼吸器

官系（口呼吸）のいずれかを決めるであろう。 ( )の研究において、ラッDalby 1996

トは鼻のみによる又は口のみによる呼吸によって暴露された。口呼吸のみのモデル

において、ラットは、気管の中に置かれたチューブを通して、それによって上部呼

吸器官系を通過することにより幾種類かのふっ化水素濃度で暴露された。この暴露

方法は、人が鼻を通じて呼吸しないであろうが下部呼吸器官系にふっ化水素の沈殿

物を最大にするような口を通じて吸入するであろう最悪の暴露を予想するために控

えめな研究法であることを考慮している。

6400ppm 1700ppm 10鼻吸入モデルにおいて、約 又は に対するラットの２分又は

分の暴露は、同様の影響、言い換えれば死亡なしであるが鼻の顕著な細胞の損傷を

作り出す。対照的に口呼吸モデルにおいて、記録される毒性の差ははっきりしてい

た。

約 の濃度で 分間暴露及び約 で２分間暴露の後、死亡が明ら1800ppm 10 8600ppm

かであった。下部吸入気管系の重大な炎症もまた明らかであった。
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同様に、約 で２分間の暴露は、死亡及び重大な鼻の損傷を生みだした。4900ppm

しかしながら、 で 分間の暴露の後又は で２分間の暴露の後、死950ppm 10 1600ppm

亡は観察されず最小限度の刺激が観察された。

他のいくらかの毒性研究は、比較的長い時間、例えば 、 又は 分間の実験15 30 60

動物で行われている。これらの研究の最近の全てにおいて、ふっ化水素の影響は、

全ての検体を通じて一般に同様の、言い換えるとふっ化水素の濃度が増加すると呼

吸器官系の激しい刺激であった。

これらは、人間で上部の気道及び目の刺激が生ずる約３ の刺激の境界値でppm

あると思われる。約５ で長い暴露において、皮膚の赤みもまた発生する。試ppm

験暴露された人において、数分間 で軽い鼻の刺激（主観的な反応）に耐え32ppm

たと報告されている （ ）。 Machle 1934

、 。約３ １時間の人間の暴露は かすかな目と上部呼吸器官系の刺激を生じるppm

約１分の暴露において までの暴露濃度の均等な増加及び低下で、皮膚、122ppm

目及び呼吸器官系の刺激が生じる （ ）。 Machle and Kitzmiller 1935

( )は、例えば人間のふっ化水素の影響を予測する手段として危険毒Meldrum 1993

DTL Haber性負荷 の概念を提案した これらの著者は確実な化学物質の毒性影響が（ ） 。

の法則（ × ）に従う傾向にある論拠を展開した。ふっ化水素の吸入に対するC t= k

人間の反応に関して有効データーがＤＴＬを設定するための基礎を備えるためには

不充分な考慮であった。このため、人間の反応のモデルを設定するために有効な動

物死亡データーを使うことが必要であった。その は、動物の暴露母集団の１DTL

。 、 、％の死亡の見込みを基礎にしている 動物の死亡データーの分析を基礎に 著者は

ふっ化水素に対する が であると決定した。この研究法は実験動DTL 12000ppm-min

物の死亡データーで合理的、かつ、矛盾しないと思われるにもかかわらず、人間で

死亡しない影響に関し、この関係の予想性質が証明されていない。

Ｂ．潜在的な人間への影響と危険分析シナリオ

ふっ化水素の一層高い濃度に対する暴露は、例えば消防士のような普通の健康な

人と健康を損なっている人々との間に区別を持つことが危険分析に関して重要であ

る。

ふっ化水素のより高い濃度に対する暴露は、健康な人ではより一層耐えられると

予想されるが、一方で、同じ濃度で待避行動を弱める影響は、健康を損なっている

人々に生ずるかもしれない。それゆえ次の議論の中での仮定は、いろいろの濃度と

暴露時間で記述される影響が健康な人に対するものである。
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体の組織への刺激は 「刺激なし」から「厳しい、深く突き抜ける」刺激の一連、

を表現する。刺激の関連において「かすか 「軽い 「中位 、及び「激しい」の」、 」、 」

使用は、この影響を量化するための試みを表す。しかしながら、人間の個体の広い

変異性と感応性で、ふっ化水素に対する暴露からの刺激の度合いの差が生じると予

想される。

例として、いくらかの人は、他の人が中位の刺激に帰するような濃度に対して軽

い刺激を経験するかもしれない。

以下、 分間までの濃度において、上部呼吸器官系及び目の刺激が生じ50ppm 10

ると予想される。これらの低濃度において、待避を弱める影響は、健康な人におい

て予想されない。ふっ化水素が ～ に増えるとき、刺激の増加が予想され50 100ppm

る。

～ 分間の短い間、皮膚、目及び呼吸器官系の刺激が生じよう。 ～ 分10 30 30 60

、 、 、 、間 で待避を弱める影響が生じ始め １時間以上での連続暴露は100ppm 200ppm

医療の介在なしには死に至らしめよう。ふっ化水素の濃度が増加するとき、刺激の

厳しさが増加し、遅れてあらわれる機能的な影響もまた増加する。ふっ化水素の濃

度が約 ～ で、人間が吸入形態が口呼吸に移行すると予想される。それ100 200ppm

、 。 、 、ゆえ より激しい肺の刺激が予想される を超える濃度では 呼吸の苦痛200ppm

深部の肺の刺激及び機能的な影響が起こりうる。これらのより高い濃度での連続的

な暴露は、医療の処置なしでは死亡するかもしれない。

フロロカーボン消火剤からのふっ化水素の発生は、潜在的な危険を表す。前述の

議論において、暴露の期間は ～ 分間について示された。ふっ化水素が発生す10 60

る火災状況において実際の暴露時間は、 分より短く、殆どの場合５分より短い10

と予想さる。 ( )が示したように、約 、２分間のふっ化水素に対しDalby 1996 600ppm

て暴露している口呼吸ラットは、影響なしであった。同様に、約 、 分間300ppm 10

のふっ化水素に対して暴露している口呼吸ラットは、死亡又は呼吸の影響に至らな

かった。それゆえ、 分より短い時間に同様の濃度に暴露される人間は、そのよ10

うな濃度に生き残れることが推測できる。しかしながら、これらのデーターをオー

バーな解釈で用いることは注意が必要である。

人間が 分より短い時間これらの高濃度で生き残れることができるとする毒性10

データーが提案されるかもしれないが、肺機能の低下している人々又は心臓肺病を

持つ人々はふっ化水素の影響に反応しやすいかもしれない。

更に平均的な健康な人において、上部呼吸器系及び目の刺激が予想され、かつ、

待避が弱められよう。
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健康な人におけるふっ化水素の潜在的な人間に対する健康影響

２分暴露

・＜ かすかな目と鼻の刺激50 ppm

・ ～ 軽い目と上部呼吸器系の刺激50 100 ppm

・ ～ 中位の目と上部呼吸器系の刺激；かすかな皮膚の刺激100 200 ppm

・＞ 身体全部の表面の中位の刺激；濃度の増加は退避行動を弱200 ppm

めるかもしれない。

５分暴露

・＜ 軽い目と鼻の刺激50 ppm

・ ～ 増した目と鼻の刺激；かすかな皮膚の刺激50 100 ppm

・ ～ 皮膚、目及び呼吸器系の中位の刺激100 200 ppm

・＞ 組織表面のはっきりした刺激；濃度の増加で退避行動を弱200 ppm

めることを生じるであろう。

分暴露10

・＜ はっきりとした目、皮膚及び上部呼吸器系の刺激50 ppm

・ ～ 身体全体の表面の中位の刺激50 100 ppm

・ ～ 身体全体の表面の中位の刺激；退避行動を弱める影響のよ100 200 ppm

うなもの。

・＞ 退避行動を弱める影響が生じるだろう ；濃度が増加する200 ppm 。

ことは医療の介在なしでは死亡するかもしれない。

職業上の暴露限界は ふっ化水素に対し設定されている その限界は 米、 。 、 （ACGIH

国政府産業衛生専門家会議）によって設定される。

しきい限界値（ ）は、１日に８時間の作業又は１週間に 時間の作業に対TLV 40

する普通の健康な作業者の暴露を表す。ふっ化水素に関して、設定されている限界

値は３ であり、上限限界、例として作業日の間、いかなる時間においても超ppm

えるべきでない大気中濃度を表す。この限界は、刺激を防止し、かつ、繰り返しと

長期間の暴露での機能的な影響を生じることを防止することを意図している。これ

及び類似の （時間加重平均値）は、緊急状態の間のフロロカーボンの消火活TWA

動の使用に対して関連して考慮されない。しかしながら、これらの限界は、ふっ化

水素の高レベルが発生する場所における清掃手順で考慮される必要があろう。

の に関する契約で、米国産業衛生学会（ ）の緊急対応計画ガイACGIH TLV AIHA

ドライン（ ）は、化学物質の突発事態の放出に対して設定されている限界値ERPG
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。 、 。を表す これらの限界値は 例えば健康への危害を受ける人を考慮して設定される

限界値は、化学物質の破壊的な放出に対し計画される緊急対応の要員を評価ERPG

するために設定されている。それらは、繰り返しの活動に対する安全限界として使

用するために開発されていない。しかしながら、消火活動の使用とふっ化水素の発

生の場合において、これらの限界値は のような時間加重平均値よりは適切でTLV

ある。 限界値は、緊急計画の使用に対して３種類のレベルから構成され、ふERPG

っ化水素に対し代表的に１時間値と 分値が設定されている。10

１時間限界値に関して、 （２ ）は、においの知覚を基礎にしていて、ERPG1 ppm

やわらかいわずかな刺激が報告されている３ の濃度以下である。ppm

装着マスク等の軽減の手段が取られるべき濃度である。このレベルは、待避行動

を弱めることなく又は回復不可能な健康への影響生じない、かつ、 ( )及Machle 1934

び ( )によって得られた人間の刺激データーを主として基礎にしている。Largent 1960

（ ）は、動物データーを基礎にしており、殆ど全ての人に対し死亡ERPG3 50ppm

しない最大値である。このレベルは、影響されやすい人に対し死亡にいたらせる。

ふっ化水素に関し、 分値が設定され、ふっ化水素蒸気が発生する場所における10

ERPG3 170ppm ERPG2 50ppm ERPG1火災においての緊急計画で使用され､ ＝ 、 ＝ 、

＝２ である 」ppm 。

改正原案は後述の （米国産業衛生学会）の基準そのものであり、改正原案AIHA

に対する改正案は暴露時間を短くした更に緩和した案になっている。 のふっAIHA

化水素の 分値が 年に決定されており の改正には少なかERPG 10 1999 NFPA 2001

らず影響を受けるものと考えられる。

（５）毒性ガスに関する他の安全基準

諸外国においても消防機器関連の規格、基準には毒性ガスの安全基準は見つけだ

すことができなかったが、米国において、軍事及び宇宙の短期吸入規格、労働安全

上の毒性ガスの安全推奨基準及び化学工場等の事故における緊急対応計画ガイドラ

インが存在する。

ａ） （国立科学アカデミー・調査研究審査会）が基準化している軍事及NAS-NRC

び宇宙の短期吸入規格の （ 年公布）EEL 1964

国防省の要求で制定され、 （航空宇宙局 、 （原子力委員会 、NASA AEC） ）

（沿岸警備隊）等が検討に参加している。 （資料２）U.S.CG
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ふっ化水素の （緊急暴露限界）EEL

暴露時間（分） （緊急暴露限界）EEL

10 20ppm

30 10ppm

60 ppm８

NIOSH IDLHｂ） （国立職業安全衛生研究所）が基準化している

が基準化している （防護マスクを使用することなく、健康への後NIOSH IDLH

遺症がなく、避難行動を妨げることなく避難できる限界濃度）で暴露時間 分30

を基礎としているが、 分は余裕という考え方である。30

この 値は、有毒ガスの作業環境の中で簡易防毒マスクを装着していて作IDLH

業中に、簡易防毒マスクの故障等で効力がなくなっても簡易防毒マスクなしに安

全に緊急脱出することを保証する基準である。資料４－２は 年に改正され1995

IDLH IDLH 30ppm 30ppmた 値を示したもので ふっ化水素は ＝ と規定している、 。

を超える濃度環境では、簡易防毒マスクではなく、故障した場合のために補助吸

入装置等の２重の吸入装置を要求する仕組みになっている。 の考え方は、IDLHs

に関連する文書として から公表されている （資料４－１）IDLHs NIOSH 。

よりCriteria for a recommended standard Occupational Exposure To Hydrogen Fluoride

のふっ化水素に対する防毒マスクの選定NIOSH

１ ８時間 （加重平均）濃度まで ３ 装備なしTWA ppm

２ ～ 濃度まで30ppm

① 工業サイズふっ化水素キャニスター付き全面ガスマスク

② 全面フェースピース付き、カートリッジ及びふっ化水素防護フィル

ター付き化学カートリッジ吸入器

③ 全面フェースピース付き、フード付き又は覆い付きヘルメット付き

供給又は圧力供給式Ｃタイプ空気供給型吸入器

３ ～ 濃度まで300ppm

全面フェースピース付き供給又は圧力供給式Ｃタイプ空気供給型吸

入器と補助の自己保有（ボンベ等）圧力供給量タイプ等呼吸装置の組

み合わせタイプ
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４ 以上300ppm

① 全面フェースピース付き、圧力供給又は能動的な圧力タイプ付き

自己保有（ボンベ等）呼吸装置

② 補助の全面フェースピース付き、圧力供給又は能動的な圧力タイ

プ付き自己保有（ボンベ等）呼吸装置を備えた連続空気供給服

OSHA TWAふっ化水素について通常の作業環境では 職業安全衛生局 の基準で（ ）

許容濃度（１日８時間、週 時間許容濃度）３ としている。日本においても40 ppm

労働安全衛生法第 条関連で作業環境評価基準（告示）においてふっ化水素評価65

基準３ としている。ppm

値は、職業上環境上の緊急時の安全な脱出のための基準値であるが、消火IDLH

により有毒ガスが発生した場合の再入室等の基準値として適当と考えられる。

また、 を公表している の見解として、 では、 ～ 分の暴IDLH NIOSH 50ppm 30 60

露で人は死亡するかもしれないとする見解を示している。

（資料４－３）

） （ ） （ ）ｃ 米国産業衛生学会 が規定している 緊急対応計画ガイドラインAIHA ERPGs

は、化学工場等の事故等での救助に対応するためのレベル基準を設けていAIHA

る。 で１時間暴露値としてレベル１、２、３の三段階に区分され、ふっ化水ERPGs

素についても基準が設けられ次のように規定している。

（ 年最新版）1997

： １時間暴露値ERPG3 50ppm

それ以下の濃度では、ほとんど全ての人が生命の危機的な健康への影響の経

験又は展開なしに１時間までの間、暴露されることができると信じられる最大

大気濃度
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： １時間暴露値ERPG2 20ppm

それ以下の濃度では、ほとんど全ての人が回復不可能な若しくは他の激しい

健康への影響の経験又は展開なしにあるいは防護動作をとる人の能力を阻害す

ることなく１時間までの間、暴露されることができると信じられる最大大気濃

度

： ２ １時間暴露値ERPG1 ppm

それ以下の濃度では、ほとんど全ての人が軽い若しくは一時的な悪い健康へ

の影響以外の経験をすることなく又ははっきりと不快な匂いを知覚することな

く１時間までの間、暴露されることができると信じられる最大大気濃度

また、追補で 年に 分値として次の基準値が定められている。1999 10

分 と根拠 （ 年制定）10 ERPGs 1999

－３（１０分 ： （ ／ｍ ）ERPG 170ppm 139.4mg） ３

それ以下の濃度で生命の危機的な健康への影響を経験又は展開することなく、

ほとんど全ての人が 分間まで暴露されることができると信じられる最大大気10

濃度は である。これは、 で気管カニューレされたラットに対す170ppm 1700ppm

る 分暴露（高い感応モデル）が死亡に対するしきい値であったが一方で10

分間に対する鼻呼吸ラットの暴露が死亡に至らなかったことの観察7014ppm10

を基礎としている。

（ 分 ： （ ／ｍ ）ERPG-2 10 50ppm 41mg） ３

それ以下の濃度で、ほとんど全ての人が回復不可能な若しくは他の激しい健

康への影響の経験又は展開なしにあるいは防護動作をとる人の能力を著しく阻

害する兆候なしに 分間までの間、暴露されることができると信じられる最10

大大気濃度は である。この値は、人体暴露データー及び短期間の動物50ppm

暴露研究を基礎としている。それは、マウスの の１／３に一致する。RD ５０

マウスは明確にふっ化水素に対して最も感応的な種である。

この値の控えめなことは、石油環境研究リサーチ（ ）によって報告さPERF

れるデーターによって証明されることができる。 研究は、２種類の暴露PERF

モデルを使用した。第１に、ラットは鼻のみの暴露を受けた。
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第２に、暴露は、上部呼吸システムの通常の除去（防護）機能をバイパスす

るカニューレを通したラットモデルを使用した気管及び下部呼吸システムへ向

けられた。

この修正で得られた増加した感応が証明された。カニューレを通したラット

モデルを使用したふっ化水素 への 分の暴露は、下部吸入気管の刺1764ppm 10

激（上皮の組織の急性の壊死及び炎症）及び 匹中の１匹の死亡のはっきり20

した証拠に帰する。

しかしながら、鼻呼吸ラットでは、 の高いレベルの 分間暴露で死7014ppm 10

亡はなかった。更に 分間 のレベルのカニューレを通したラットの暴10 950ppm

露で、下部呼吸気管のほんの最小量の刺激が見出された。それゆえ、この暴露

レベルは、激しい刺激に対するしきい値として採用され、 分暴露に関して10

の のために支持された。50ppm ERPG-2

（ 分 ： ２ （ ｍｇ／ｍ ）ERPG-1 10 ppm 1.6） ３

それ以下の濃度で、ほとんど全ての人が軽い匂いの覚知又は軽い刺激より一

層激しい健康への影響の経験又は展開なしに 分間までの間、暴露されるこ10

とができると信じられる最大大気濃度は２ である。なぜならば、ふっ化水ppm

素は刺激物であり、刺激の影響は、反応に対するしきい値を持つ。これは 分60

に関する推奨されるレベルと同じレベルであり、そのことは までのレ4.6ppm

ベルに対する複合６時間暴露を受けた被実験者の報告及び回復可能な刺激のみ

の報告を基礎とした。

この結論は、 人の被実験者のグループが までの暴露を受け、軽い20 6.8ppm

回復可能な刺激の影響のみを示した報告により一層支持された。

ここで重要なのは殆どの人が後遺症の残らないであろうと信じられると規定し

ている である。他の有毒ガスと異なり 分値を取り入れているが、動物ERPG2 10

実験のデーターが記載されているものの人体に対しての検証は動物実験データー

からの予測に終始している。

事故が起こってしまった場合の不測の事態の緊急対応計画ガイドラインである

ので、予測の数値で可とするのかもしれない。

年において の の見直し作業に担当する委員長の解説文書に1998 AIHA ERPGs
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よると、 分暴露の は、外挿法によっていると記述している。10 ERPG

（資料５－３）

ｄ）毒性に関する安全基準の比較

軍事及び宇宙の短期吸入規格、労働安全上の毒性ガスの安全推奨基準及び化学

工場等の事故におる緊急対応計画ガイドライン及び 改正案におけるふNFPA2001

っ化水素の暴露限界に関する規格等の比較

規格等の種類 暴 露 時 間

分 分 分60 30 10

軍事及び宇宙における短期吸

NRC ppm 10ppm 20ppm入規格（推奨基準） ( ) ８

（米国）EEL

安全衛生規則関係の防毒マス

クの選択基準( )OSHA

３～ の作業環境の場30ppm

30ppm合、簡易マスクで可能故障し

てもマスク無しで死亡、後遺

症又は避難行動を妨げること

IDLHなく脱出できる濃度

（米国）

産業衛生学会( )緊急対応AIHA

20ppm 50ppmガイドラインマスクなしで死

亡又は後遺症が無いと信じら

れる濃度 （米国）ERPG-2

改正案NFPA2001

20ppm 50ppm毒性情報として含まれる （米。

ERPG-2国）

健康な人の情報として含まれ ２分暴露 ５分暴露 分暴露10

50 200ppm 50 200ppm 50 200ppmる。 ～ ～ ～
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ｅ）ふっ化水素の人体暴露のデーター

呼吸器官、吸入速度等の関係で動物実験のデーターが人体に対して同じ数値で

適用できないことはよく知られている。マウスと比較した場合、人体は吸入速度が

倍速いことも指摘されている（資料６－１ 。現代においては高濃度の人体暴露50 ）

試験は不可能であるが、過去において人体暴露のデーターとして次のものが存在す

る。

ふっ化水素の人体暴露データー

の職業上の推奨安全基準ふっ化水素文書 抜粋 （資料 ）NIOSH 29

暴露濃度 暴露時間と症状

２人が１分間耐えた最大濃度。結膜と呼吸の刺激が記録されたが122ppm

耐えられた。

２人、１分間暴露 結膜の刺激、記録される鼻の刺激、広い空気61ppm

の通過における不快、味のはっきりした感覚

２人、数分間暴露 不快、鼻と目の痛みはマイルドである。酸っ32ppm

ぱい味（３分としている文献もある ）。

１日６時間、週５日、 日間暴露 ごくわずかな目と鼻の刺激4.7ppm 25

平均 わずかな皮膚の紅斑

１日６時間、週５日、 日間暴露 ごくわずかな目と鼻の刺激4.2ppm 50

平均 わずかな皮膚の紅斑

１日６時間、週５日、 日間暴露 ごくわずかな目と鼻の刺激わ3.4ppm 10

平均 ずかな皮膚の紅斑

１日６時間、週５日、 日間暴露 ごくわずかな目と鼻の刺激2.7ppm 30

平均 わずかな皮膚の紅斑

１日６時間、週５日、 日間暴露 ごくわずかな目と鼻の刺激2.6ppm 15

わずかな皮膚の紅斑
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ｆ）ふっ化水素暴露動物実験データー

の職業上の推奨安全基準ふっ化水素文書 抜粋 （資料 ）NIOSH 29

実験動物 暴露濃度 暴露時間 検体 影 響ppm hour

50ﾓﾙﾓｯﾄ 死亡4320 0.25 10 5/10 LC

器官及び組織の浮腫又は雲状腫瘍ﾓﾙﾓｯﾄ ～3000 0.08 0.25 3

ﾓﾙﾓｯﾄ ～ 死亡659 0.5 1.0 5

ﾓﾙﾓｯﾄ ～ 死亡250 0.5 1.0 5

ﾓﾙﾓｯﾄ ～ ﾏｲﾙﾄﾞな目と呼吸の刺激61 0.08 0.25 3

49 2.0 5 5/5ﾓﾙﾓｯﾄ 死亡

ﾓﾙﾓｯﾄ 死亡31 24.0

ﾓﾙﾓｯﾄ ～ ﾏｲﾙﾄﾞな目と呼吸の刺激29 0.08 0.25 3

ﾓﾙﾓｯﾄ ( ) 肺の出血、肺胞の滲出物19 309 6-8h/day 1

肝臓の変質

ﾓﾙﾓｯﾄ ( ) 死亡19 160 6-8h/day 1

ﾓﾙﾓｯﾄ ( ) 死亡19 134 6-8h/day 1

ﾓﾙﾓｯﾄ 不自然な呼吸、目の刺激10 120.0

10 186.0 6h/day 21 2/21 14/21ﾓﾙﾓｯﾄ ( ) 死亡 体重減と貧血

ﾓﾙﾓｯﾄ ( ) 病理学上の変化なし3 186.0 6h/day 20

器官及び組織の浮腫又は雲状腫瘍ﾗﾋﾞｯﾄ ～3000 0.08 0.25 3

ﾗﾋﾞｯﾄ ～ 死亡659 1.5 3.0 5

ﾗﾋﾞｯﾄ ～ 死亡250 1.5 3.0 5

ﾗﾋﾞｯﾄ ～ ﾏｲﾙﾄﾞな目と呼吸の刺激61 0.08 0.25 3

ﾗﾋﾞｯﾄ 身体疲労49 3.0 5

31 180.0 6h/day 18 4/18ﾗﾋﾞｯﾄ ( ) わずかな肺の出血

ﾗﾋﾞｯﾄ 肝臓と腎臓損傷29 41.0 1

ﾗﾋﾞｯﾄ ～ ﾏｲﾙﾄﾞな目と呼吸の刺激29 0.08 0.25 3

19 309 6-8h/day 8 8/8ﾗﾋﾞｯﾄ ( ) 肺の白血球の浸潤物

2/8肝臓の脂肪変質

腎臓の管状変質と壊死

10 186.0 6h/day 15 2/15 13/15ﾗﾋﾞｯﾄ ( ) 死亡 体重減と貧血

ﾗﾋﾞｯﾄ ( ) 病理学上の変化なし3 186.0 6h/day 16

10 186.0 6h/day 4 1/4 3/4鳩 ( ) 死亡 体重減と貧血

鳩 ( ) 病理学上の変化なし3 186.0 6h/day 3
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50ﾗｯﾄ 死亡18180 0.08 10 5/10 LC

50ﾗｯﾄ 4950 0.08 10 LC呼吸の苦痛、結膜と鼻の刺激 死亡10/10 5/10

50ﾗｯﾄ 2680 0.25 10 LC呼吸の苦痛、結膜と鼻の刺激 死亡10/10 5/10

50ﾗｯﾄ 2040 0.50 10 LC呼吸の苦痛、結膜と鼻の刺激 死亡10/10 5/10

50ﾗｯﾄ 1310 1.00 10 LC呼吸の苦痛、結膜と鼻の刺激 死亡10/10 5/10

ﾗｯﾄ ( ) 死亡31 180.0 6h/day 29

ﾗｯﾄ ( ) 足の皮下出血9 180.0 6h/day 15

6250 0.08 15 5/15ﾏｳｽ 死亡

ﾏｳｽ ( ) 死亡31 180.0 6h/day 18

猿 ( ) 腎臓組織の変質と炎症19 309 6-8h/day 1

31 180.0 6h/day 4 4/4犬 ( ) 変質的睾丸変化

3/4肺の中程度の出血と浮腫

犬 ( ) 陰嚢の潰瘍31 180.0 6h/day

9 180.0 6h/day 5 1/5犬 ( ) 肺の出血部分

ふっ化水素 分値文書 抜粋 （資料５－１）AIHA ERPGs 60

種 ふっ化水素 暴露時間 結 果ppm

モルモット 時間 死亡せず220 0.5

ラビット 時間 死亡せず1220 0.5

モルモット 以下 ５時間 死亡せず120

ラビット 以下 ５時間 死亡せず120

モルモット 時間 死亡せず30 41

ラビット 時間 死亡せず、肺の早期繊維症30 41

ラット １時間 死亡せず1087

マウス １時間 死亡せず263

ふっ化水素 分値文書 抜粋 （資料５－１）AIHA ERPGs 60

種 暴露期間 結 果

LC 18200ppmラット ５分 ＝５０

LC 12400ppm５分 ＝１０

LC 11500ppm５分 ＝０

LC 6247ppmマウス ５分 ＝５０

LC 2400ppm５分 ＝０
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LC 5100ppmラット ５分 ＝５０

15 LC 2600ppm分 ＝５０

30 LC 2000ppm分 ＝５０

60 LC 1300ppm分 ＝５０

LC 18400ppmラット ５分 ＝５０

15 LC 8340ppm分 ＝５０

30 LC 3640ppm分 ＝５０

60 LC 2030ppm分 ＝５０

RD 151ppmマウス 指定なし ＝５０

＝ ％まで吸入率を減少させるに必要な濃度RD 50５０

ふっ化水素 分値 抜粋 （資料５－２）AIHA ERPGs 10

1764ppm 10 20 1/20ﾗｯﾄ(鼻ﾊﾞｲﾊﾟｽ呼吸) 分 死亡

ﾗｯﾄ(鼻ﾊﾞｲﾊﾟｽ呼吸) 分 下部呼吸器官の刺激950ppm 10

ﾗｯﾄ 分 死亡せず7014ppm 10

ふっ化水素の動物の吸入毒性（急性毒性）データー（ＬＣ ＝５０％致死濃度）５０

動物の吸入毒性（急性毒性）ＬＣ 値５０

①ラット（ 分） 化学物質安全性データー（上原陽一監修）60 1276ppm

産業中毒便覧（後藤、池田、原編集）

AIHA 10 ERPGsふっ化水素 分

年1999

1395ppm AIHA 60 ERPGsふっ化水素 分

年1997

～ デュポン・ハスケル研究所1000

2300ppm David P.kelly

参照文献（５）1310ppm NIOSH

342ppm AIHA 60 ERPGsふっ化水素 分
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年1997

②マウス（ 分） 化学物質安全性データー（上原陽一監修）60

産業中毒便覧（後藤、池田、原 編集）500ppm

342 David P.kelly～ デュポン・ハスケル研究所

501ppm HSE 1993 Meldrum誌 年

501ppm AIHA 10 ERPGsふっ化水素 分

年1999

③猿 （ 分） 産業中毒便覧（後藤、池田、原 編集）60 1780ppm

1778ppm David P.kellyデュポン・ハスケル研究所

1774ppm AIHA 10 ERPGsふっ化水素 分

年1999

④ラット（ 分） 参照文献（５）30 2040ppm NIOSH

⑤ラット（ 分） 参照文献（５）15 2680ppm NIOSH

15 8247ppm HSE 1993 Meldrum⑥マウス（ 分） 誌 年

⑦モルモット 産業中毒便覧（後藤、池田、原 編集）4327ppm

（ 分) 参照文献（５）15 NIOSH

⑧ラット（５分） 参照文献（５）18200ppm NIOSH

⑨ラット（５分） 参照文献（５）4950ppm NIOSH

ＬＣ （１００％致死濃度） （資料５－３)１００

250ppm David P.kelly①モルモット デュポン・ハスケル研究所

（ 分）60

666ppm David P.kelly②ラビット デュポン・ハスケル研究所

（ 分）90
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４．２．２ イナート系消火剤（ 、 、 ）の燃焼生成ガスの毒性評価IG541 IG55 IG100

イナート系消火剤の燃焼生成ガスの評価を行った文献は調査の範囲では見いだせなか

った。今回行ったクリブ模型の燃焼生成ガス発生実験の扉を閉鎖した状態での自由燃焼

試験において、 を越える一酸化炭素が発生している。4000ppm

イナート系消火剤は、窒素、アルゴン、二酸化炭素を１つ又はそれ以上を使用したも

のであり、窒素、アルゴンは分解生成物を発生しない。火災時の二酸化炭素、一酸化炭

素及び窒素酸化物の発生は、消火剤を放出しなくても火災燃焼物と大気が反応して生ず

るものであり、本質的に消火剤の燃焼生成物の毒性に属さないが、燃焼物の自由燃焼時

の発生濃度と比べ消火剤を放出した場合に高濃度となると仮定した場合は、消火剤の影

。 、響による燃焼生成ガスの発生と考えられる 今回行った燃焼生成ガス発生実験において

燃焼物の自由燃焼時の発生濃度と比べ消火剤を放出消火した場合の二酸化炭素、一酸化

炭素及び窒素酸化物の発生濃度は低いことが明らかになり、消火剤の放出による燃焼生

成ガスの発生増加はほとんどないものと判断できる。

は毒性のある二酸化炭素を８％含んでおり、消火時に放出された場合約３％にIG-541

希釈され、同じ条件で消火試験を行った 及び の二酸化炭素の発生濃度に単IG-100 IG-55

純に約３％を加算した二酸化炭素の濃度になると予想される。今回行った燃焼生成ガス

発生実験において、消火後の二酸化炭素の濃度は予想どおり 及び に比べ単IG-100 IG-55

純に約３％加算されることが確認された。

燃焼物から発生する燃焼生成ガスは、火災の本質的なものであり、消火後は、換気に

より室内の燃焼生成ガス濃度が安全濃度に低下してから入室する必要がある。

IDLH 1200ppm一酸化炭素

二酸化炭素 (４％)IDLH 4000ppm
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第８章 ハロン代替消火剤の安全基準のあり方

前章までで、ハロン代替消火剤の物性等に関する文献調査、ハロン代替消火設備の設

置状況、ハロン代替消火剤の毒性及び消火性能に係るこれまでの取り扱いについて述べ

るとともに、消火時に発生する有害物質等に関する研究結果を示した。これらの検討結

果を踏まえ、本章では、ハロン代替消火剤の安全基準のあり方について取りまとめた。

８ １ 基本的な考え方.
ハロン代替消火剤については、その消火性能と原体ガスの毒性の評価に係る基本的な

考え方が消防研究所により取りまとめられており、ハロン代替消火剤を使用した消火設

、 、 、 、 、 、備については 消火剤の評価に加え 設備場所の用途 使用形態 空間容積 設置方法

放出方法等総合的な評価をした上で判断することとされた。これにより、平成７年から

（財）日本消防設備安全センターにおいて消火システムの評価が行われている。

今回、新たに燃焼生成ガス等に関する調査研究の一環として の火災室内におけ60m3

る燃焼生成ガス発生実験を行った結果、ハロカーボン系消火剤については、文献等によ

り指摘されてきた通り、火災の規模によっては許容濃度をはるかに超える有毒なガスが

発生することが確認されるとともに、火源面積 のヘプタン火災を で消火0.2m HFC-232

した際には、区画内圧力が約 の正圧から約 の負圧まで変動するこ300mmH O 60mmH O2 2

とが明らかになった。また、イナート系消火剤についても、火源面積 のヘプタン0.3m2

火災消火時に酸素濃度が許容レベルを下回り、区画内の圧力が約 ～ 上昇100 200mmH O2
した。

ハロン代替消火剤の安全基準を整備するにあたっては、これらの科学的知見を考慮し

たものとすることが重要である。具体的には、ハロン代替消火設備が想定する火災シナ

リオの範囲を明確にするとともに （財）日本消防設備安全センターにおいて実施され、

てきた評価内容の内、燃焼生成ガス、低酸素濃度、区画内圧力変動に係る安全対策を見

直すことが必要である。

ハロカーボン系消火剤とイナート系消火剤では、危険性の種類が同一ではないことか

ら、安全基準は、各々の消火剤の特性を考慮した上で決定されるべきであり、一律に同

一の基準を設定するのは合理的ではない。一方、今回の実験で観測された区画内圧力の

、 、 、著しい変動は 二酸化炭素 ハロン消火剤についても起こり得ると推測されることから

これらの知見を考慮した安全基準をガス系消火設備全体について整備する必要があり、

引き続き調査・研究を行う必要がある。

今後、さらに新しい科学的知見が見い出されることにより、新たな安全上の課題が出

現する可能性もあることを考慮し、柔軟に見直し等の対処ができるような安全基準とす

べきである。

ハロン代替消火剤を使用した消火設備の安全基準を含む技術基準については、現在ま

での評価によって得られた知見や今回の調査研究により得られた知見等に基づき、策定

されるべきものである。従って個別事案についても、本来、事前の評価がなくても、安

全かつ的確な設置が可能となるべきである。このためには、限定的に適用されかつ運用
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される技術基準となっていることが不可欠である。なお、この技術基準が適用できない

ものにあっては、従来通り個別事案毎の事前評価が妥当である。

８ ２ 適用範囲.
（１）放出方式

ア 全域放出方式

ハロン代替消火剤は、全域放出方式の消火設備としてのニーズが最も大きく、現

在までの使用実績もすべて全域放出方式である。基準化に先立ち多様な側面からの

検討がなされる必要性を考慮すると、当面の基準化については、全域放出方式に限

定するのが妥当である。

イ 局所放出方式（固定式）の適応性

局所放出方式の消火設備としてのハロン代替消火剤の使用は、防護対象物の種類

によっては可能であると考えられる。しかしながら現在までのところ、安全基準を

含む技術基準を整備するのに充分な調査研究等はなされていない。社会の要請に応

じて今後検討されるべき課題である。

ウ 移動式消火設備としての適応性

今回の実験は全域放出方式で実施されたが、得られた結果の中には、移動式の消

火設備としてのハロン代替消火剤の適応性を検討する上での重要な知見も含まれ

る。すなわち、ハロカーボン系消火剤の分解により発生するふっ化水素等の有毒な

燃焼生成物の濃度は、初期の火災であっても、火源付近では第２章で紹介した許容

濃度を大きく上回ることが今回の実験より容易に推定される。従って、移動式の消

火設備としてのハロカーボン系消火剤の一般的な使用は避けるべきであり、使用す

る場合にあってはその特性を十分に承知した上で、消火作業者に危険がおよばない

ような対策をとるなど、慎重な配慮が必要となる。

（２）防火対象物の用途

ハロン代替消火設備を設置する場合にあっては、防火対象物の使用者が、当該ガス

系消火設備に関する知識、発生する有毒物質の危険性等の情報を熟知している必要が

ある。これを徹底するには、防火対象物の使用者が限定されることが必要であり、基

準の対象となる防火対象物は、管理の徹底が充分に確保される用途に限定されるべき

である。共同住宅等、管理の徹底が容易でない防火対象物ならびに、不特定多数の者

が出入りする防火対象物は、一般基準化をしたものの適用範囲とすることには適さな

い。

（３）設置場所の用途

ハロン代替消火設備の設置場所の用途は、もともとハロゲン化物（ハロン）消火設

備の設置対象であった電気室、通信機械室、発電機室、危険物施設等の内、原則とし

て危険物を貯蔵、あるいは取り扱う場所を除くもの、ならびにその他の用途の中で、

スプリンクラー消火設備、泡消火設備、粉末消火設備等で防護することが不適当なも

のに限定されるべきである。さらに、技術基準が対象とする設置場所は、通常無人で
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あるか、あるいは特定の人だけしか入らないよう管理が徹底できるものに限定される

べきである。また、ハロカーボン系のハロン代替消火設備の設置は、誤放出による有

毒物質の発生を避けるため、火気・高温熱源等が存在する可能性のない場所に限定さ

れるべきである。

（４）可燃物の種類

ハロン代替消火剤による消火に適応する可燃物の種類については、特定すべきであ

、 、 。ると考えるが 今回の調査研究により得られた知見のみでは 特定することは難しい

また、実験の結果、可燃物の種類、火災規模によっては、著しい区画内圧力の変動と

いう現象も観測されたことから、さらに、これらの現象の解明、安全性の確認を行う

必要がある。

（５）その他の適用範囲

基準化にあたっては、ハロン代替消火設備を設置する防火対象物について区画の最

大数、空間容積の限度等の適正な範囲を特定すべきであると考えられるが、今回の調

査研究により得られた知見のみでは、特定することは難しい。ハロカーボン系消火剤

を用いた消火設備にあっては、今回の調査・研究の結果から、初期消火に失敗した場

合や延焼時に、放出され火炎中で分解する薬剤の総量が多くなる程、燃焼生成ガスに

よる危険性が広範囲に及ぶことが推定されるため、特に慎重な検討が必要である。イ

ナート系にあっては、空間容積が区画内圧力等の挙動に与える影響について確認を行

う必要がある。

８ ３ 設計に関する要件.
（１）設計濃度

設計濃度を定めるにあたっての重要な項目の１つである原体ガスの毒性について

は、基本的な考え方が平成７年に消防研究所により取りまとめられ、これに基づきハ

ロン代替消火設備の評価が行われてきた。技術基準の整備にあたっては、原体ガスの

毒性に関する従来の考え方を踏襲する必要がある。なお、最近、米国環境保護局より

新しい知見が公表されており、この考え方の導入についても検討の必要がある。

（２）消火濃度

設計濃度の基準値となる消火濃度は、カップバーナー法による消炎濃度を採用する

のが適当と考えられる（平成７年の消防研究所の消火性能評価の基本的考え方によ

る 。今後、消炎濃度の測定値の信頼性をより向上させるため、予燃時間、消火剤濃）

度増加速度等、試験方法の詳細が基準化されるべきである。また、固体可燃物に対す

る消火濃度を決定するための、試験方法の確立が望ましい。

（３）安全係数および放出時間

設計濃度を算出するための安全係数ならびに消火剤の放出時間は、各々の消火剤の

特性に応じ、燃焼生成ガス及び低酸素濃度の危険性、その他多様なリスクを考慮し、
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、 、 、かつ設置場所の用途 使用形態等の条件を勘案して 合理的に決定されるべきであり

基準化にあたっては、今回得られた科学的知見を踏まえた上で、総合的に決定する必

要がある。

（４）起動方式

ガス系消火設備の起動装置は 「手動式とし、ただし、常時人のいない防火対象物、

その他手動によることが不適当な場所に設けるものにあっては、自動式とすることが

できる 」とされている。。

しかしながら今回の調査研究により、ハロン代替消火設備の場合、火災の発見が遅

れ火災が拡大した状況で使用すると、燃焼生成ガスの発生、酸素濃度の低下等による

危険性が著しく増大することがわかった。このため、区画内が通常無人であるか或い

は特定の人だけしか入らないことを前提に、自動起動を原則とし、入室の際に手動起

動に切り替えられるものとするべきである。また、無人／有人の別に関わらず、放出

時に区画内に人がいないよう徹底できることに加え、できる限り早期に消火剤を放出

できるシステムとすることが必要である。

８ ４ 有毒物質および低酸素濃度に係る安全対策.
（１）早期感知および遅延時間のあり方

消火剤の放出により発生する有毒な燃焼生成ガスの量を低減するには、早期に火災

を感知し、かつ、素早く消火剤を放出することが最も重要である。イナート系消火剤

による酸素濃度の低下も、やはり早期に火災を感知し、かつ、消火することにより危

険度を軽減することができる。消火剤の放出が遅れた場合の影響および誤放出の影響

を比較検討し、消火剤の性質および防護区画の使用形態に応じた合理的な感知器の選

択がなされることが望ましい。一方、消火剤の放出により発生する燃焼生成ガスの曝

露を防止するためには、退避のための遅延時間を確保しなくてはならない。一般基準

化される設備にあっては、無人もしくは特定の人だけしか防護区画に入らないよう徹

底することを前提に、遅延時間を最小限度に設定するべきである。設備全体の設計に

ついても、余計な遅延時間を必要とするシステムは避けるよう考慮する必要がある。

（２）燃焼生成ガスの排出時における有毒物質の許容濃度等

消火後、火災室内に充満した燃焼生成ガスを排出するにあたっては、周囲に危険を

及ぼさないよう充分な配慮がなされる必要がある。このため、排気ガス中に含まれる

有毒物質の許容濃度に関する基準を設けるべきである。さらに、火災の想定、感知方

式、起動方式等から判断し、許容濃度を越える燃焼生成ガスの発生が予想される場合

にあっては、次の対策について考慮すべきである。

火災室内に充満した有毒な燃焼生成ガスを安全に排出するための装置をあらかじめ

備えていることが必要である。また、有毒ガス濃度を測定できる計器を備えておく必

要があるとともに、排気ガス中に含まれる有毒物質の濃度を基準値以下に低減させる

ための措置が講じられる必要がある。
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８ ５ 区画内圧力の上昇および低下に係る事項.
（１）区画の構造に関する要件

ハロン代替消火設備を設置する防護区画は、放出後に区画内の消火剤濃度を一定に

保つため、ならびに消火剤或いは燃焼生成ガスの漏えいを低減するため、充分な気密

性を有することが要求される。一方、消火剤放出時に生じる区画内圧力の変動によっ

て防護区画が破壊に至ることのないように、防護区画の強度を充分に確保する必要が

ある。今回の の火災室内における燃焼生成ガス発生実験の結果、防護区画の容60m3

積に対する相対的火災規模が大きい場合には、従来の耐圧強度では不充分な場合があ

ることが見い出された。区画内圧力は、消火剤の種類、放出方法、可燃物の種類、火

災規模等により多様な挙動を示すと予測される。特に扉、窓がラス、シャッター等の

耐圧強度については、正圧・負圧の両方に対し、充分な安全対策が講じられる必要が

ある。

（２）避圧口

消火剤放出時に防護区画の最小耐圧以上に室内圧が上昇しないよう、区画にはあら

かじめ避圧口を設置しておく必要があり、既に評価項目の一つとなっている。しかし

ながら、今回の の火災室内における燃焼生成ガス発生実験の結果、防護区画の60m3

容積に対する相対的火災規模が大きい場合には、従来の避圧口の設計式では不充分で

あることが見い出された。今後、基準化に先立ち、従来のハロン代替消火設備が想定

する火災シナリオ、消火シナリオの範囲を明確にするとともに、この範囲を超える火

災シナリオを考慮する必要がある場合は、合理的な避圧口の設計方法の検討が必要と

なる。

８ ６ その他.
、 、本委員会が実施した燃焼生成物発生実験により 火災が著しく拡大した状況における

イナート系消火剤放出による酸素濃度の許容濃度を下回る低下、ならびにハロカーボン

系およびイナート系消火剤放出時の区画内圧力の著しい上昇あるいは低下という挙動

が、新たな安全上の課題として浮上した。今後、さらに新しい科学的知見が見い出され

ることにより、新たな安全上の課題が出現する可能性もあることを考慮すれば、パッケ

ージ型消火設備を含む全設備について、設置場所、消火剤の種類、薬剤量等の設置実績

の把握を可能とする体制を構築し、これを将来に渡り継続的に維持することが重要であ

る。さらに、ハロン代替消火設備の技術水準の向上を図るため、誤放出を含む放出に関

する情報の十分な開示のために、ハロン代替消火設備の使用事例に関するデータベース

を構築する必要がある。





 資料８ 

 
 
 
 
 
 
 
 

ドデカフルオロ-2-メチルペンタン-3 オン（FK-5-1-12）を 

消火剤とする消火設備に係わるあり方検討会報告書（抄） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２１年３月 
 
 
 
 
 

社団法人 日本消火装置工業会

資料８
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３．１ 本委員会での検討事項 

 
本委員会では、この技術基準をもとに次の項目について検討する。 
 

(a) 本消火剤固有の設計値 
(b) 設置用途と防護区画の面積及び体積 
(c) 使用する機器の認証の種類 
(d) 現在のガス系評価委員会で指摘されている内容の反映 
 
(e) 設置維持義務 
(f) 消防長等への届出及び検査 
(g) 点検及び報告義務 
(h) 消防長等の設置維持命令 
(i) 消防設備士の独占業務 
(j) 独占対象消防用設備等に係る工事着手の届出 
(k) 設備等技術基準適合検査義務 

 
このうち(e)から(k)については、機器及びシステム設計がＨＦＣ－２２７ｅａのものがそのまま

流用出来るためＨＦＣ－２２７ｅａと同様の取り扱いをしても良いかの確認を行うものとする。 
 

２． 検討結果 
３．４項に示した各項目について検討した結果を、ＦＫ－５－１－１２を消火剤とする消火設備

の技術基準に示す。また、比較のためにハロゲン化物消火設備の施行規則を併記し、違いがわかる

ようにした。なお、現在のガス系評価委員会で指摘されている内容も反映した内容となっている。 
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施 行 規 則 第 二 十 条 
 

全 域 放 出 方 式 の ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 の 噴 射

ヘ ッ ド は 、 前 条 第 ２ 項 第 一 号 の 規 定 の 例 に よ る ほ

か 、 次 の 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ ら な け れ ば な ら

な い 。 

（ 放 射 さ れ た 消 火 剤 が 防 護 区 画 の 全 域 に 均 一

に 、 か つ 、 速 や か に 拡 散 す る こ と が で き る よ う に

設 け る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ２ 項 第 一 号 ） ） 
 

一 （ 省 略 ） 
 

二 噴 射 ヘ ッ ド の 放 射 圧 力 は 、 次 の イ 又 は ロ に

定 め る と こ ろ に よ る こ と 。 

イ （ 省 略 ） 

ロ ト リ フ ル オ ロ メ タ ン （ 以 下 こ の 条 に お い て

「HFC-23 」 と い う 。 ） を 放 射 す る ハ ロ ゲ ン 化 物 消

火 設 備 に あ っ て は 0.9 メ ガ パ ス カ ル 以 上 、 ヘ プ タ

フ ル オ ロ プ ロ パ ン （ 以 下 こ の 条 に お い て

「HFC-227ea 」 と い う 。 ） を 放 射 す る ハ ロ ゲ ン 化

物 消 火 設 備 に あ っ て は 0.3 メ ガ パ ス カ ル 以 上 で

あ る こ と 。 
 

三 消 火 剤 の 放 射 時 間 は 、 次 の イ 又 は ロ に 定 め

る と こ ろ に よ る こ と 

イ （ 省 略 ） 

ロ HFC-23 又 は HFC-227ea を 放 射 す る も の

に あ っ て は 、 第 ３ 項 第 一 号 ロ に 定 め る 消 火 剤 の 量

を 10 秒 以 内 に 放 射 で き る も の で あ る こ と 。 
 

四 消 防 庁 長 官 が 定 め る 基 準 に 適 合 す る も の

で あ る こ と 。 
 

２ （ 省 略 ） 
 

３ ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 剤 の 貯 蔵 容 器 又 は 貯 蔵

タ ン ク （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 貯 蔵 容 器 等 」 と い

う 。 ） に 貯 蔵 す る 消 火 剤 の 量 は 、 次 の 各 号 に 定 め

る と こ ろ に よ ら な け れ ば な ら な い 。 
 

一 全 域 放 出 方 式 の ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に

あ っ て は 、 次 の イ 又 は ロ に 定 め る と こ ろ に よ る こ

と 。 
 

 

ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ） 

 

全 域 放 出 方 式 の FK-5-1-12 を 消 火 剤 と す る 消

火 設 備 の 噴 射 ヘ ッ ド は 次 に 定 め る と こ ろ に よ

り 設 け な け れ ば な ら な い 。 
 

放 射 さ れ た 消 火 剤 が 防 護 区 画 の 全 域 に 均 一

に 、 か つ 、 速 や か に 拡 散 で き る よ う に 設 け る

こ と 。 
 

（ 消 火 剤 放 射 前 の 区 画 内 温 度 は 、 温 度 零 度 以

上 で あ る こ と 。 ） 
 
 
 
 
 

噴 射 ヘ ッ ド の 放 射 圧 力 は 、0.3 メ ガ パ ス カ ル 

以 上 で あ る こ と 。 
 
 
 
 
 
 
FK-5-1-12 を 消 火 剤 と す る 消 火 設 備 に あ っ て

は 、 消 火 剤 の 放 射 時 間 は 、 次 に 定 め る 消 火 剤

の 量 を 10 秒 以 内 に 放 射 で き る も の で あ る こ

と 。 
 
 
 

消 防 庁 長 官 が 定 め る 基 準 に 適 合 す る も の で あ

る こ と 。 
 
 
 
 
 

 

ド デ カ フ ル オ ロ- 二- メ チ ル ペ ン タ ン- 三 オ ン

（FK-5-1-12 ） を 消 火 剤 と す る 消 火 設 備

に 適 用 さ れ る 技 術 基 準 
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HFC-227ea 

HFC-23 

消 火 剤 の 種 別 

0.55 以 上 0.72 以 下 

0.52 以 上0.80 キ ロ グ ラ ム 以

下  

防 護 区 画 の 体 積 １ 立 方 メ ー

ト ル 当 た り の 消 火 剤 の 量 

 

イ （ 省 略 ） 
 

ロ HFC-23 又 は HFC-227ea を 放 射 す る も の

に あ っ て は 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 消 火 剤 の 種 別

の 区 分 に 応 じ 、 同 表 下 欄 に 掲 げ る 量 の 割 合 で 計 算

し た 量 と す る こ と 。 

 

二 （ 省 略 ） 

三  全 域 放 出 方 式 又 は 局 所 放 出 方 式 の ハ ロ

ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に お い て 、 同 一 の 防 火 対 象 物

又 は そ の 部 分 に 防 護 区 画 又 は 防 護 対 象 物 が 二

以 上 存 す る 場 合 に は 、 そ れ ぞ れ の 防 護 区 画 又 は

防 護 対 象 物 に つ い て 前 二 号 の 規 定 の 例 に よ り

計 算 し た 量 の う ち 最 大 の 量 以 上 の 量 と す る こ

と 。

 

四 （ 省 略 ） 
 
 

４ 全 域 放 出 方 式 又 は 局 所 放 出 方 式 の ハ ロ ゲ

ン 化 物 消 火 設 備 の 設 置 及 び 維 持 に 関 す る 技 術 上

の 基 準 の 細 目 は 、 前 条 第 ５ 項 第 三 号 及 び 第 十 八 号

の 規 定 の 例 に よ る ほ か 、 次 の と お り と す る 。 
 

（ 防 護 区 画 の 換 気 装 置 は 、 消 火 剤 放 射 前 に 停 止

で き る 構 造 と す る こ と 。 ） 
 
 

一 （ 省 略 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ） 

 
 
 

貯 蔵 容 器 に 貯 蔵 す る 消 火 剤 の 量 は 、FK-5-1-12

を 消 火 剤 と す る 消 火 設 備 に あ っ て は 、 次 に 掲

げ る 量 の 割 合 で 計 算 し た 量 と す る こ と 。 
 
 

防 護 区 画 の 体 積 １ 立 方 メ ー ト ル 当 た り0.84 ㎏

以 上 1.46 ㎏ 以 下 の 割 合 で 計 算 し た 量 と す る

こ と 。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全 域 放 出 方 式 の FK-5-1-12 を 消 火 剤 と す る 消

火 設 備 に お い て 、 同 一 の 防 火 対 象 物 に 防 護

区 画 が 二 以 上 存 す る 場 合 に は 、 そ れ ぞ れ の

防 護 区 画 に つ い て 前 号 の 規 定 の 例 に よ り 計

算 し た 量 の う ち 最 大 の 量 以 上 の 量 と す る こ

と 。 
 
 
 
 
 
FK-5-1-12 を 消 火 剤 と す る 消 火 設 備 の 設 置 及

び 維 持 に 関 す る 技 術 上 の 基 準 の 細 目 は 、 次 の

と お り と す る 。 
 
 

防 護 区 画 の 換 気 装 置 は 、 消 火 剤 放 射 前 に 停 止

で き る 構 造 と す る こ と 。 
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指 定 可 燃 物 を 貯

蔵 し 、 又 は 取 り

扱 う 防 火 対 象 物

又 は そ の 部 分 

自 動 車 の 修 理 の

用 に 供 さ れ る 部

分 、 駐 車 の 用 に

供 さ れ る 部 分 、

発 電 機 （ ガ ス タ

ー ビ ン を 原 動 力

と す る も の を 除

く 。 ） 、 変 圧 器 そ

の 他 こ れ ら に 類

す る 電 気 設 備 が

設 置 さ れ て い る

部 分 又 は 通 信 機

器 室 

鍛 造 場 、 ボ イ ラ

ー 室 、 乾 燥 室 そ

の 他 多 量 の 火 気

を 使 用 す る 部 分

又 は ガ ス タ ー ビ

ン を 原 動 力 と す

る 発 電 機 が 設 置

さ れ て い る 部 分 

防 火 対 象 物 又 は

そ の 部 分 

ハ ロ ン 二 四 〇 二 、 ハ ロ ン 一

二 一 一 又 は ハ ロ ン 一 三 〇

一 

そ の 他 の も の 

常 時 人 の い な

い 部 分 以 外 の

部 分 又 は 防 護

区 画 の 面 積 が

千 平 方 メ ー ト

ル 以 上 若 し く

は 体 積 が 三 千

立 方 メ ー ト ル

以 上 の も の 

ハ ロ ン 一 三 〇 一 

消 火 剤 の 種 別 
ハ ロ ン 一

三 〇 一 、

Ｈ Ｆ Ｃ―

二 三 又 は

Ｈ Ｆ Ｃ―

二 二 七 ｅ

ａ 

ハ ロ ン 一

三 〇 一 

 

二 の 二  全 域 放 出 方 式 の ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火

設 備 に 使 用 す る 消 火 剤 は 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ

る 当 該 消 火 設 備 を 設 置 す る 防 火 対 象 物 又 は そ

の 部 分 の 区 分 に 応 じ 、 同 表 下 欄 に 掲 げ る 消 火 剤

と す る こ と 。 

 
 
 
 
 
 
 

ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ） 

自 動 車 の 修

理 の 用 に 供

さ れ る 部 分 、

駐 車 の 用 に

供 さ れ る 部

分 、 発 電 機

（ ガ ス タ ー

ビ ン を 原 動

力 と す る も

の を 除 く 。 ） 、

変 圧 器 そ の

他 こ れ ら に

類 す る 電 気

設 備 が 設 置

さ れ て い る

部 分 又 は 通

信 機 器 室 

防 火 対 象 物 又 は そ の 部 分 

常 時 人 の

い な い 部

分 で 防 護

区 画 の 面

積 が 千 平

方 メ ー ト

ル 未 満 又

は 体 積 が

三 千 立 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

FK-5-1-12 

消 火 剤 の 種

別 

 

全 域 放 出 方 式 の FK-5-1-12 消 火 剤 は 、 次

の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 当 該 消 火 設 備 を 設 置 す

る 防 火 対 象 物 に 応 じ 、 同 表 下 欄 に 掲 げ る 消

火 剤 と す る こ と 。 
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二 の 三 （ 省 略 ） 
 

二 の 四 全 域 放 出 方 式 の ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設

備 を 設 置 し た 防 火 対 象 物 又 は そ の 部 分 の 開 口 部

は 、 次 の イ 又 は ロ に 定 め る と こ ろ に よ る こ と 。 
 

イ （ 省 略 ） 
 

ロ  HFC23 又 は HFC-227ea を 放 射 す る も の

に あ っ て は 、 前 条 第 ５ 項 第 四 号 ロ の 規 定 の 例 に よ

る こ と 。 

（ 窒 素 、IG-55 、IG541 を 放 射 す る も の に あ っ

て は 、 消 火 剤 放 射 前 に 閉 鎖 で き る 自 動 閉 鎖 装 置 を

設 け る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 四 号 ロ ） 
 
 

三 貯 蔵 容 器 等 の 充 て ん 比 は 、 … … … …  ハ ロ

ン 1301 及 びHFC227ea に あ っ て は 0.9 以 上 1.6

以 下 、HFC23 に あ っ て は 1.2 以 上 1.5 以 下 で あ

る こ と 。 
 

四 貯 蔵 容 器 等 は 、 前 条 第 ５ 項 第 六 号 の 例 に よ

る ほ か 、 次 の イ か ら ハ ま で に 定 め る と こ ろ に よ

る 。 
 

（ 貯 蔵 容 器 は 、 次 の イ か ら ハ ま で に 定 め る と こ

ろ に よ り 設 け る こ と 。 ） 

（ イ 防 護 区 画 以 外 の 場 所 に 設 け る こ と 。 ） 

（ ロ 温 度 四 十 度 以 下 で 温 度 変 化 が 少 な い 場

所 に 設 け る こ と 。 ） 

（ ハ 直 射 日 光 及 び 雨 水 の か か る お そ れ の

少 な い 場 所 に 設 け る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 六 号 ） 
 

イ 貯 蔵 容 器 等 に は 、 消 防 庁 長 官 が 定 め る 基 準

に 適 合 す る 安 全 装 置 を 設 け る こ と 。 
 
 
 
 
 
 
 
 

ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
FK-5-1-12 を 消 火 剤 と す る 消 火 設 備 を 設 置

し た 部 分 の 開 口 部 は 、 消 火 剤 放 出 前 に 閉 鎖 で

き る 自 動 閉 鎖 装 置 を 設 け る こ と 。 
 
 
 

貯 蔵 容 器 の 充 て ん 比 は 、0.7 以 上 1.6 以 下 で

あ る こ と 。 
 
 
 

貯 蔵 容 器 等 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。 
 
 
 
 
 

防 護 区 画 以 外 の 場 所 に 設 け る こ と 。 

温 度 四 十 度 以 下 で 温 度 変 化 が 少 な い 場 所

に 設 け る こ と 。 

直 射 日 光 及 び 雨 水 の か か る お そ れ の 少 な

い 場 所 に 設 け る こ と 。 
 
 

貯 蔵 容 器 等 に は 、 消 防 庁 長 官 が 定 め る 基 準

に 適 合 す る 安 全 装 置 を 設 け る こ と 。 
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ロ （ 省 略 ） 
 

ハ そ の 見 や す い 箇 所 に 、 充 て ん 消 火 剤 量 、 消

火 剤 の 種 類 、 最 高 使 用 圧 力 （ 加 圧 式 の も の に 限

る 。 ） 製 造 年 及 び 製 造 者 名 を 表 示 す る こ と 。 
 
 

五 畜 圧 式 の 貯 蔵 容 器 等 は 、 温 度 20 度 に お い

て 、 … … … ハ ロ ン 1301 又 は HFC-227ea を 貯 蔵

す る も の に あ っ て は 2.5 メ ガ パ ス カ ル 又 は 4.2 メ

ガ パ ス カ ル と な る よ う に 窒 素 ガ ス で 加 圧 し た も

の で あ る こ と 。 
 

六  （ 省 略 ） 
 

六 の 二 ( 省 略) 
 
 

七 配 管 は 、 次 の イ か ら ホ ま で に 定 め る と こ ろ

に よ る こ と 。 
 

イ 専 用 と す る こ と 。 
 

ロ 鋼 管 を 用 い る 配 管 は 、 … … … ハ ロ ン 1301

又 は HFC-227ea に 係 る も の に あ っ て は 日 本 工 業

規 格 Ｇ3454 の STPG370 の う ち 呼 び 厚 さ で ス ケ

ジ ュ ー ル 40 以 上 の も の に 、HFC-23 に 係 る も の

に あ っ て は 日 本 工 業 規 格 Ｇ3454 の STPG370 の

う ち ス ケ ジ ュ ー ル 80 以 上 の も の に 適 合 す る も の

又 は こ れ と 同 等 以 上 の 強 度 を 有 す る も の で 、 亜 鉛

メ ッ キ 等 に よ る 防 食 処 理 を 施 し た も の を 用 い る

こ と 。 
 

ハ 銅 管 を 用 い る 配 管 は 、 日 本 工 業 規 格 Ｈ3300

の タ フ ピ ッ チ 銅 に 適 合 す る も の 又 は こ れ と 同 等

以 上 の 強 度 及 び 耐 食 性 を 有 す る も の を 用 い る こ

と 。 
 

（ ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ） 

 
 
 

そ の 見 や す い 箇 所 に 、 充 て ん 消 火 剤 量 、 消 火

剤 の 種 類 、 製 造 年 及 び 製 造 者 名 を 表 示 す る こ

と 。 
 
 

貯 蔵 容 器 は 、 温 度 20 度 に お い て 、4.2 メ ガ パ

ス カ ル に な る よ う に 窒 素 で 加 圧 し た も の で あ

る こ と 。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

配 管 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る こ と 。 
 
 

専 用 と す る こ と 。 
 

鋼 管 を 用 い る 配 管 は 、 日 本 工 業 規 格 Ｇ3454 の
STPG370 の う ち 呼 び 厚 さ で ス ケ ジ ュ ー ル 40

以 上 の も の に 適 合 す る も の 又 は こ れ と 同 等 以

上 の 強 度 を 有 す る も の で 、 亜 鉛 メ ッ キ 等 に よ

る 防 食 処 理 を 施 し た も の を 用 い る こ と 。 
 
 
 
 

銅 管 を 用 い る 配 管 は 、 日 本 工 業 規 格 Ｈ3300 の

タ フ ピ ッ チ 銅 に 適 合 す る も の 又 は こ れ と 同 等

以 上 の 強 度 及 び 耐 食 性 を 有 す る も の を 用 い る

こ と 。 
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ニ 管 継 手 及 び バ ル ブ 類 は 、 鋼 管 若 し く は 銅 管

又 は こ れ ら と 同 等 以 上 の 強 度 及 び 耐 食 性 を 有 す

る も の で あ る こ と 。 
 

ホ 落 差 は 、50 メ ー ト ル 以 下 で あ る こ と 。 
 
 

八 貯 蔵 容 器 （ 畜 圧 式 の も の で そ の 内 圧 力 が １

メ ガ パ ス カ ル 以 上 と な る も の に 限 る 。 ） に は 、 消 防

庁 長 官 が 定 め る 基 準 に 適 合 す る 容 器 弁 を 設 け る こ

と 。 
 
 
 

九  （ 省 略 ） 
 

十 選 択 弁 は 、 前 条 第 五 項 第 十 一 号 イ か ら ハ

ま で の 規 定 の 例 に よ る ほ か 、 消 防 庁 長 官 が 定 め

る 基 準 に 適 合 す る も の で あ る こ と 。 
 

 
 
 

（ イ 一 の 防 火 対 象 物 又 は そ の 部 分 に 防 護

区 画 又 は 防 護 対 象 物 が 二 以 上 存 す る 場 合 に お

い て 貯 蔵 容 器 を 共 用 す る と き は 、 防 護 区 画 又 は

防 護 対 象 物 ご と に 選 択 弁 を 設 け る こ と 。 ） 

（ ロ 選 択 弁 は 、 防 護 区 画 以 外 の 場 所 に 設 け

る こ と 。 ） 

（ ハ 選 択 弁 に は 選 択 弁 で あ る 旨 及 び い ず

れ の 防 護 区 画 又 は 防 護 対 象 物 の 選 択 弁 で あ る

か を 表 示 す る こ と 。 ） 
( 第 十 九 条 第 五 項 第 十 一 号) 
 
 

十 一  貯 蔵 容 器 等 か ら 噴 射 ヘ ッ ド ま で の 間

に 選 択 弁 等 を 設 け る も の に は 、 当 該 貯 蔵 容 器 等

と 選 択 弁 等 の 間 に 、 消 防 庁 長 官 が 定 め る 基 準 に

適 合 す る 安 全 装 置 又 は 破 壊 板 を 設 け る こ と 。 
 
 
 
 
 

ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ） 

 

管 継 手 及 び バ ル ブ 類 は 、 鋼 管 若 し く は 銅 管 又

は こ れ ら と 同 等 以 上 の 強 度 及 び 耐 食 性 を 有 す

る も の で あ る こ と 。 
 

落 差 は 、50 メ ー ト ル 以 下 で あ る こ と 。 
 
 

貯 蔵 容 器 に は 、 消 防 庁 長 官 が 定 め る 基 準 に 適 合

す る 容 器 弁 を 設 け る こ と 。 
 
 
 
 
 
 

選 択 弁 は 、 次 の 規 定 の 例 に よ る ほ か 、 消 防

庁 長 官 が 定 め る 基 準 に 適 合 す る も の で あ る

こ と 。 
 
 
 
 
 

一 の 防 火 対 象 物 に 防 護 区 画 が 二 以 上 存 す る

場 合 に お い て 貯 蔵 容 器 を 共 用 す る と き は 、

防 護 区 画 ご と に 選 択 弁 を 設 け る こ と 。 
 

選 択 弁 は 、 防 護 区 画 以 外 の 場 所 に 設 け る こ

と 。 

選 択 弁 に は 選 択 弁 で あ る 旨 及 び い ず れ の 防

護 区 画 又 は 防 護 対 象 物 の 選 択 弁 で あ る か を

表 示 す る こ と 。 
 
 
 

貯 蔵 容 器 等 か ら 噴 射 ヘ ッ ド ま で の 間 に 選 択

弁 等 を 設 け る も の に は 、 当 該 貯 蔵 容 器 等 と

選 択 弁 等 の 間 に 、 消 防 庁 長 官 が 定 め る 基 準

に 適 合 す る 安 全 装 置 又 は 破 壊 板 を 設 け る こ

と 。 
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十 二 起 動 ガ ス 容 器 は 、 前 条 第 五 項 第 十 三 号

の 規 定 の 例 に よ り 設 け る こ と 
 
 
 
 
 

（ イ 起 動 用 ガ ス 容 器 は 、 二 十 四 ・ 五 メ ガ パ

ス カ ル 以 上 の 圧 力 に 耐 え る も の で あ る こ と 。 ） 

（ 起 動 用 ガ ス 容 器 の 内 容 積 は 、 一 リ ッ ト ル 以

上 と し 、 当 該 容 器 に 貯 蔵 す る 二 酸 化 炭 素 の 量

は 、 〇 ・ 六 キ ロ グ ラ ム 以 上 で 、 か つ 、 充 て ん 比

は 、 一 ・ 五 以 上 で あ る こ と 。 ） 

（ 起 動 用 ガ ス 容 器 に は 、 消 防 庁 長 官 が 定 め る

基 準 に 適 合 す る 安 全 装 置 及 び 容 器 弁 を 設 け る

こ と 。 ） 
( 第 十 九 条 第 五 項 第 十 三 号) 
 
 

十 二 の 二 起 動 装 置 は 、 次 の イ 又 は ロ に 定 め る

と こ ろ に よ る こ と 。 
 
 

イ （ 省 略 ） 
 

ロ HFC-23 又 は HFC-227ea を 放 射 す る も の

に あ っ て は 、 前 条 第 ５ 項 第 十 四 号 ロ 及 び 第 十 六 号

の 規 定 の 例 に よ り 設 け る こ と 。 
 
 

（ 不 活 性 ガ ス 消 火 設 備 に あ っ て は 、 自 動 式 と

す る こ と 。 ） 
( 第 十 九 条 第 五 項 第 十 四 号 ロ) 
 
 

（ 自 動 式 の 起 動 装 置 は 、 イ か ら ニ ま で に 定 め る

と こ ろ に よ る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 十 六 号 ） 
 
 

ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ） 

 

起 動 ガ ス 容 器 は 、 次 の 規 定 の 例 に よ り 設 け

る こ と 
 
 
 
 

起 動 用 ガ ス 容 器 は 、 二 十 四 ・ 五 メ ガ パ ス カ

ル 以 上 の 圧 力 に 耐 え る も の で あ る こ と 。 

起 動 用 ガ ス 容 器 の 内 容 積 は 、 一 リ ッ ト ル 以

上 と し 、 起 動 用 ガ ス は 窒 素 ガ ス 又 は 二 酸 化

炭 素 と す る こ と 。 

起 動 用 ガ ス に 窒 素 ガ ス を 用 い る も の に あ っ

て は 充 填 圧 力 が 温 度 三 五 度 に お い て 三 ・ 五

メ ガ パ ス カ ル 以 上 、 一 四 ・ 七 メ ガ パ ス カ ル

以 下 、 二 酸 化 炭 素 を 用 い る も の に あ っ て は

当 該 容 器 に 貯 蔵 す る 量 は 、 〇 ・ 六 キ ロ グ ラ

ム 以 上 で 、 か つ 、 充 て ん 比 は 、 一 ・ 五 以 上

で あ る こ と 。 
 

起 動 用 ガ ス 容 器 に は 、 消 防 庁 長 官 が 定 め る

基 準 に 適 合 す る 安 全 装 置 及 び 容 器 弁 を 設 け

る こ と 。 
 
 
 

起 動 装 置 は 次 に 定 め る と こ ろ に よ る こ と 。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自 動 式 と す る こ と 。 
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（ イ 起 動 装 置 は 、 自 動 火 災 報 知 設 備 感 知 器 の

作 動 と 連 動 し て 起 動 す る も の で あ る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 十 六 号 イ ） 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ ロ 起 動 装 置 に は 、 次 の( イ) か ら( ハ) ま で に 定

め る と こ ろ に よ り 自 動 手 動 切 換 え 装 置 を 設 け る こ

と 。 ） 

（( イ) 容 易 に 操 作 で き る 箇 所 に 設 け る こ と ） 

（( ロ) 自 動 及 び 手 動 を 表 示 す る 表 示 灯 を 設 け

る こ と 。 ） 

（( ハ) 自 動 手 動 の 切 替 え は 、 か ぎ 等 に よ ら な

け れ ば 行 え な い 構 造 と す る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 十 六 号 ロ ） 
 
 
 
 
 

十 三 音 響 警 報 装 置 は 、 前 条 第 ５ 項 第 十 七 号 の 規

定 の 例 に よ り 設 け る こ と 。 た だ し 、 ハ ロ ン1301 を

放 射 す る 全 域 放 出 方 式 の も の に あ っ て は 、 音 声 に よ

る 警 報 装 置 と し な い こ と が で き る 。 
 

（ 音 響 警 報 装 置 は 、 次 の イ か ら ニ ま で に 定 め る と

こ ろ に よ る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 十 七 号 ） 
 

（ イ 手 動 又 は 自 動 に よ る 起 動 装 置 の 操 作 又 は

作 動 と 連 動 し て 自 動 的 に 警 報 を 発 す る も の で あ り 、

か つ 、 消 火 剤 放 射 前 に 遮 断 さ れ な い も の で あ る こ

と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 十 七 号 イ ） 
 

ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ）   

 

起 動 装 置 は 、 一 の 火 災 信 号 は 自 動 火 災 報 知 設 備

の 感 知 器 か ら 制 御 盤 に 、 他 の 火 災 信 号 は 消 火 設

備 専 用 に 設 け る 感 知 器 か ら 制 御 盤 に 入 る 方 式

と す る か 、 又 は 、 消 火 設 備 専 用 と し て 設 け た 複

数 の 火 災 信 号 が 制 御 盤 に 入 る 方 式 と し 、 Ａ Ｎ Ｄ

回 路 制 御 方 式 に 限 定 す る も の と す る 。 
 
 
 
 
 
 

容 易 に 操 作 で き る 箇 所 に 設 け る こ と 。 
自 動 及 び 手 動 を 表 示 す る 表 示 灯 を 設 け る こ

と 。 
自 動 手 動 の 切 替 え は 、 か ぎ 等 に よ ら な け れ

ば 行 え な い 構 造 と す る こ と 。 
 
 
 
 
 
 

音 響 警 報 装 置 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る こ と 。 
 
 
 
 
 
 
 

手 動 又 は 自 動 に よ る 起 動 装 置 の 操 作 又 は 作 動 と

連 動 し て 自 動 的 に 警 報 を 発 す る も の で あ り 、 か

つ 、 消 火 剤 放 射 前 に 遮 断 さ れ な い も の で あ る こ

と 。 
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（ ロ 音 響 警 報 装 置 は 、 防 護 区 画 又 は 防 護 対 象 物

に い る す べ て の 者 に 消 火 剤 が 放 射 さ れ る 旨 を 有 効

に 報 知 で き る よ う に 設 け る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 十 七 号 ロ ） 
 

（ ハ 全 域 放 出 方 式 の も の に 設 け る 音 響 警 報 装

置 は 、 音 声 に よ る 警 報 装 置 と す る こ と 。 た だ し 、 常

時 人 の い な い 防 火 対 象 物 に あ っ て は 、 こ の 限 り で な

い 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 十 七 号 ハ ） 
 

（ ニ 音 響 警 報 装 置 は 、 消 防 庁 長 官 が 定 め る 基 準

に 適 合 す る も の で あ る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 十 七 号 ニ ） 
 
 

十 四 全 域 放 出 方 式 の も の に は 、 次 の イ 又 は ロ に

定 め る と こ ろ に よ り 保 安 の た め の 措 置 を 講 じ る こ

と 。 
 

イ ハ ロ ン2402 、 ハ ロ ン1211 又 は ハ ロ ン1301

を 放 射 す る も の に あ っ て は 、 次 の( イ) か ら( ハ) ま で に

定 め る と こ ろ に よ る こ と 。 
 
( イ) 起 動 装 置 の 放 出 用 ス イ ッ チ 、 引 き 栓 等 の 作

動 か ら 貯 蔵 容 器 等 の 容 器 弁 又 は 放 出 弁 の 開 放 ま で

の 時 間 が20 秒 以 上 と な る 遅 延 装 置 を 設 け る こ と 。

た だ し 、 ハ ロ ン1301 を 放 射 す る も の に あ っ て は 、

遅 延 時 間 を 設 け な い こ と が で き る 。 

（ 不 活 性 ガ ス 消 火 設 備 に あ っ て は 起 動 装 置 の

放 出 用 ス イ ッ チ 、 引 き 栓 等 の 作 動 に よ り 直 ち に 貯

蔵 容 器 等 の 容 器 弁 又 は 放 出 弁 を 開 放 す る も の で あ

る こ と ） 。 （ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 十 六 号 ハ ） 
 
( ロ) （ 省 略 ） 
 
( ハ)  防 護 区 画 の 出 入 口 等 の 見 や す い 箇 所 に 消

火 剤 が 放 出 さ れ た 旨 を 表 示 す る 表 示 灯 を 設 け る こ

と 。 
 

ロ HFC-23 又 は HFC-227ea を 放 射 す る も の

に あ っ て は 、 イ( ハ)  の 規 定 の 例 に よ る こ と 。 
 

ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ） 

 

音 響 警 報 装 置 は 、 防 護 区 画 に い る す べ て の 者 に

消 火 剤 が 放 射 さ れ る 旨 を 有 効 に 報 知 で き る よ う

に 設 け る こ と 。 
 
 

音 響 警 報 装 置 は 、 音 声 に よ る 警 報 装 置 と す る こ

と 。 た だ し 、 常 時 人 の い な い 防 火 対 象 物 に あ っ

て は 、 こ の 限 り で な い 。 
 
 
 
 

音 響 警 報 装 置 は 、 消 防 庁 長 官 が 定 め る 基 準 に 適

合 す る も の で あ る こ と 。 
 
 

全 域 放 出 方 式 の FK-5-1-12 を 消 火 剤 と す る 消

火 設 備 に あ っ て は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ り 保

安 の た め の 措 置 を 講 じ る こ と 。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

起 動 装 置 の 放 出 用 ス イ ッ チ 、 引 き 栓 等 の 作 動 に

よ り 直 ち に 貯 蔵 容 器 等 の 容 器 弁 又 は 放 出 弁 を

開 放 す る も の で あ る こ と 。 

（ 自 動 閉 鎖 装 置 等 に よ る 防 護 区 画 形 成 に 要 す

る 最 低 限 の 時 間 を 除 く ） 
 
 

防 護 区 画 の 出 入 口 の 見 や す い 箇 所 に 消 火 剤 が

放 出 さ れ た 旨 を 表 示 す る 表 示 灯 を 設 け る こ と 。 
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十 四 の 二 全 域 放 出 方 式 の も の に は 、 消 防 庁 長

官 が 定 め る 基 準 に 適 合 す る 当 該 設 備 等 の 起 動 、 停

止 等 の 制 御 を 行 う 制 御 盤 を 設 け る こ と 。 
 
 
 
 
 
 
 

十 五 非 常 電 源 及 び 操 作 回 路 等 の 配 線 は 、 前 条

第 ５ 項 第 二 十 号 及 び 第 二 十 一 号 の 規 定 の 例 に よ

り 設 け る こ と 。 
 

（ 非 常 電 源 は 、 自 家 発 電 設 備 、 蓄 電 池 設 備 又 は

燃 料 電 池 設 備 に よ る も の と し 、 そ の 容 量 を 当 該 設

備 を 有 効 に １ 時 間 作 動 で き る 容 量 以 上 と す る ほ

か 、 第 十 二 条 第 １ 項 第 四 号 ロ 、 ハ 、 ニ 及 び ホ の 規

定 の 例 に よ り 設 け る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 二 十 号 ） 
 

（ 操 作 回 路 、 音 響 警 報 装 置 回 路 及 び 表 示 灯 回 路

（ 次 条 及 び 第 21 条 に お い て 「 操 作 回 路 等 」 と い

う 。 ） の 配 線 は 、 第 十 二 条 第 １ 項 第 五 号 の 規 定 の

例 に よ り 設 け る こ と 。 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 二 十 一 号 ） 
 
 

十 六 消 火 剤 放 射 時 の 圧 力 損 失 計 算 は 、 消 防 庁

長 官 が 定 め る 基 準 に よ る こ と 。 
 
 
 
 
 

十 六 の 二 全 域 放 出 方 式 の ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火

設 備 （HFC-23 又 は HFC-227ea を 放 射 す る も の

に 限 る 。 ） を 設 置 し た 防 護 区 画 に は 、 当 該 防 護 区

画 内 の 圧 力 上 昇 を 防 止 す る た め の 措 置 を 講 じ る

こ と 。 
 
 
 
 
 
 

ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ） 

 

全 域 放 出 方 式 の FK-5-1-12 を 消 火 剤 と す る 消

火 設 備 に あ っ て は 、 消 防 庁 長 官 が 定 め る 基 準

に 適 合 す る 当 該 設 備 等 の 起 動 、 停 止 等 の 制 御

を 行 う 制 御 盤 を 設 け る こ と 。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

非 常 電 源 は 、 自 家 発 電 設 備 、 蓄 電 池 設 備 又 は

燃 料 電 池 設 備 に よ る も の と し 、 そ の 容 量 は 当

該 設 備 を 有 効 に １ 時 間 作 動 で き る 容 量 以 上 と

す る ほ か 、 施 行 規 則 第 十 二 条 第 １ 項 第 四 号 ハ

及 び ニ の 規 定 の 例 に よ り 設 け る こ と 。 
 
 

操 作 回 路 、 音 響 警 報 装 置 回 路 及 び 表 示 灯 回 路

の 配 線 は 、 施 行 規 則 第 十 二 条 第 １ 項 第 五 号 の

例 に よ り 設 け る こ と 。 
 
 
 
 

消 火 剤 放 射 時 の 圧 力 損 失 計 算 は 、 消 防 庁 長 官

が 定 め る 基 準 に よ る こ と 。 
 
 
 
 
 

当 該 防 護 区 画 内 の 圧 力 上 昇 を 防 止 す る た め の

措 置 を 講 じ る こ と 。 
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十 七 （ 省 略 ） 
 
 

十 八 貯 蔵 容 器 等 、 加 圧 ガ ス 容 器 、 配 管 及 び 非

常 電 源 に は 、 第 十 二 条 第 １ 項 第 九 号 に 規 定 す る 措

置 を 講 じ る こ と 。 
 

（ 貯 水 槽 、 加 圧 送 水 装 置 、 非 常 電 源 、 配 管 等 （ 以

下 「 貯 水 槽 等 」 と い う 。 ） に は 地 震 に よ る 震 動 等

に 耐 え る た め の 有 効 な 措 置 を 講 じ る こ と 。 

（ 第 十 二 条 第 １ 項 第 九 号 ） 
 
 

（ 不 活 性 ガ ス 消 火 設 備 を 設 置 し た 場 所 に は 、 そ

の 放 出 さ れ た 消 火 剤 及 び 燃 焼 ガ ス を 安 全 な 場 所

に 排 出 す る た め の 措 置 を 講 じ る こ と 。 ） 

（ 第 十 九 条 第 ５ 項 第 十 八 号 ） 
 
 
 

５ （ 省 略 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ ハ ロ ゲ ン 化 物 消 火 設 備 に 関 す る 基 準 

（ 施 行 規 則 第 二 十 条 ） 

 
 
 
 

貯 蔵 容 器 等 を 収 納 す る 組 枠 、 配 管 及 び 非 常 電

源 に は 、 地 震 に よ る 震 動 等 に 耐 え る た め の 有

効 な 措 置 を 講 じ る こ と 。 
 
 
 
 
 
 
 

防 護 区 画 に は 、 放 射 さ れ た 消 火 剤 及 び 燃 焼 ガ

ス を 安 全 な 場 所 に 排 出 す る た め の 措 置 を 講 じ

る こ と 。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ド デ カ フ ル オ ロ- 二- メ チ ル ペ ン タ ン- 三 オ ン

（FK-5-1-12 ） を 消 火 剤 と す る 消 火 設 備

に 適 用 さ れ る 技 術 基 準 
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巻末参考資料 
 

ＦＫ－５－１－１２の評価を行った実験例等を下記に示す。 
 
１．人に対する消火剤の影響 

ＦＫ－５－１－１２は、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（昭和４８年法律

第１１７号、化審法）第４条第１項の規定に基づき、同項第３号に該当する（第一種特定

化学物質でも指定化学物質でもない「白物質」）と判断されており、化学物質としての規

制はない。 

 

２． 消火性能及び拡散性能等 

２．１ 実験１ 

実規模区画(5ｍ×5ｍ×4ｍ)における消火実験を行い、消火性能を確認した。各可燃物

は問題なく消火した。ＨＦ濃度及びＣＯ濃度を測定し、単位体積当たりの火災規模と各

濃度について整理し、HFC-227eaの場合と比較した。ＨＦ濃度は、火災規模に比例し、そ

の値はHFC-227eaと同等又はそれ以下と判断できた。ＣＯ濃度は火災規模によらずほぼ一

定で、その値は両消火剤とも同等であった。 

また、各コーナー及びバッフル上下に小火皿を置いた状態で消火確認を行い、拡散性を

検証した。 

・ 可燃物：ＰＥケーブル（φ12mm×600Lmm、22本）、クリブ、n-ヘプタン  

・ 立会者：総務省消防庁、消防研究所、東京消防庁、名古屋市消防局、大学関係者、

日本消防設備安全センター       （敬称略） 

 
２．２ 実験２ 

実規模区画(5ｍ×5ｍ×4ｍ)における消火実験を行い、消火性能を確認した。ケーブル

については天井付近に設置した状態で消火実験を行った。放射後の濃度を室内の上段、

中段、下段で測定したが、どのポイントもほぼ同じで濃度のバラツキがないことが確認

された。 

・ 可燃物：ＰＥケーブル（φ12mm×600Lmm、22本）、クリブ、n-ヘプタン  

・ 立会者：総務省消防庁     （敬称略） 

 
２．３ 実験３ 

実規模区画(4.8ｍ×4.8ｍ×4.0ｍ)における消火実験を事務所想定で行い、消火性能を

確認した。煙感知器（１種、２種、３種）が作動すると想定される放射計の数値以上に

なった時点で手動により放出を行い、消火することを確認した。放射後の濃度を室内の

上段、中段、下段で測定したが、大きな濃度ムラは見られなかった。 

・ 可燃物：机（鉄板組立、側面化粧板は合成樹脂）、パソコン、ＣＲＴ、キーボード、

書類、段ボール、椅子（合板、ウレタン）、ごみ箱（合成樹脂）  
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２．４ 実験４ 

駐車場における車両火災に関するFK-5-1-12の消火性能を実規模区画(5ｍ×5ｍ×4ｍ)

で確認した。火災箇所はエンジンルーム内と車内の２箇所を想定した。車両には被覆配

線用ビニール、ゴム類、合成樹脂類などの可燃物が存在するが、複数の可燃物が燃焼し

ている状態で消火実験を行うことにより、車両火災に関する総合的な消火性能が確認で

きたと考えられる。 

 
２．５ 実験５ 

大規模区画(8ｍ×12.5ｍ×5.0ｍ、500m3)における消火実験を複数のノズルを用いて各

コーナー上下に小火皿を置いた状態で消火確認を行い、拡散性を検証した。放射後の濃

度を室内の上段、中段、下段で測定したが、どのポイントもほぼ同じで濃度のバラツキ

がないことが確認された。 
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資料９ 

機械式地下駐車場等における室内温度について 

 

 

１． 概要 

FK-5-1-12 消火剤について、寒冷地にある機械式地下駐車場及び非常用発電機室（以下、

「機械式地下駐車場等」という。）などに設置した場合に適切に気化できるか検証するため、実

際の室内温度を冬季に調査した。その結果、機械式地下駐車場においては外気温が-12℃で

あっても室内温度は 9～10℃で、非常用発電機室においては外気温が-12℃であっても室内温

度は約 6℃であった。このことから、いずれの区画も室内温度は著しい低温にならないことを確

認した。 
 

２． 対象物 

(1) 機械式地下駐車場･･････２箇所 

(2) 非常用発電機室････････２箇所 
 

３． 地域 

北海道札幌市 
 

４． 測定時期 

2010 年 1 月 25 日から 2 月 5 日（札幌市において一年の中で一番気温が低い時期） 
 

５． 測定器他 

・ 計測器・・・・・・・ポータブル式デジタル温度記録計 

・ 計測ｲﾝﾀｰﾊﾞﾙ・・・・１ｈ（24 点／日×１２日＝２８８点） 

・ 測定点・・・・・・・２点 
 

６． 測定結果 

測定結果を６－１から６－４に示す。また、測定温度の最低値を表１に示す。 

 

表１ 測定結果（気温最低値） 

実験結果 
外気温最低値 室内平均最低値 

（℃）※1) （℃） 

地下駐車場① -11.9 9.7 

地下駐車場② -11.9 8.8 

発電機室① -11.9 16.3※2) 

発電機室② -11.9 6.3 

※1) 外気温は札幌市における気象庁の測定結果を引用した。 

※2) 発電機室①は、24h 空調換気していた。 

資料９
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６－１．地下駐車場① 

・ 区画の大きさ：幅 16.2m×長さ 13.7m×高さ 7.3mH 

・ 区画の体積：1837m3 

・ 換気量：5710m3／h、換気回数３.１回 

・ 種類：水平循環式 

・ 収容台数：30 台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－１ 温度測定位置 

 

 

 

 

 

 

①測定高さ１．５ｍ

②測定高さ６．２ｍ

温度記録計 
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グラフ６－１－１ 測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ６－１－２ 測定結果（室内平均と外気温） 

区画内温度記録
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※外気温は札幌市における気象庁の測定結果を引用した 

※外気温は札幌市における気象庁の測定結果を引用した 
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グラフ６－１－３ １日の外気温の最低値と室内温度の最低値の関係 
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６－２．地下駐車場② 

・ 区画の大きさ：幅 13.5m×長さ 44.9m×高さ 6.4mH 

・ 区画の体積：2938m3 

・ 換気量：7200m3／h、換気回数２.５回 

・ 種類：平面往復式 

・ 収容台数：38 台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－２ 温度測定位置 

①測定高さ５．３ｍ

②測定高さ１．５ｍ

温 度 記 録
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グラフ６－２－１ 測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ６－２－２ 測定結果（室内平均と外気温） 
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※外気温は札幌市における気象庁の測定結果を引用した 
 
 

※外気温は札幌市における気象庁の測定結果を引用した 
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グラフ６－２－３ １日の外気温の最低値と室内温度の最低値の関係 
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６－３．非常用発電機室① 

・ 区画の大きさ：幅 7.9m×長さ 6.1m×高さ 7.3mH 

・ 区画の体積：353m3 

・ 換気量：2771m3／h、換気回数７.８回（空調換気） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－３ 温度測定位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①測定高さ１．５ｍ

②測定高さ４．８ｍ

温度記録計 
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グラフ６－３－１ 測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ６－３－２ 測定結果（室内平均と外気温） 
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※外気温は札幌市における気象庁の測定結果を引用した 
 
 
 

※外気温は札幌市における気象庁の測定結果を引用した 
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グラフ６－３－３ １日の外気温の最低値と室内温度の最低値の関係 
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６－４．非常用発電機室② 

・ 区画の大きさ：幅 7.5m×長さ 6.0m×高さ 8.0mH 

・ 区画の体積：360m3 

・ 換気量：1100m3／h、換気回数３.１回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－４ 温度測定位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②測定高さ１．５ｍ

①測定高さ４．５ｍ

温度記録計 
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グラフ６－４－１ 測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ６－４－２ 測定結果（室内平均と外気温） 
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グラフ６－４－３ １日の外気温の最低値と室内温度の最低値の関係 
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資料１０ 

 

非常用発電機室における火災時の室内温度シミュレーション 

 

 

１．概要 

非常用発電機室で火災が発生し感知器作動後に消火剤を放出する場合の感知器作動時間と、消

火剤放出後の室内平均温度のシミュレーションを行った。室内の初期温度は低温の場合とし、-5℃と

-10℃の 2 ケースについて行った。 

その結果、感知器は火源直上の最も作動が早くなる位置に配置した場合でも、初期温度が-5℃およ

び-10℃の場合には、火災発生後 9～15 秒程度で感知器が作動し、この時の室内平均温度は 10～

21℃になることが分かった。また、遅延時間 5 秒を加えた消火剤を放出する直前の平均室温は、19～

23℃になることが分かった。 

このことから、発電機室で火災が発生した場合には、火災発生前が-10℃の低温条件であっても消

火剤放射前の室内平均温度は FK-5-1-12 が十分気化可能な温度になっていると判断する。 

 

２．発電機室における計算条件 

計算条件は次の通り 

 

・ 対象区画：非常用発電機室 

・ 床面積：１４．１ｍ×１４．１ｍ＝２００ｍ２ 

・ 高さ：４ｍ 

・ 体積：８００ｍ３ 

・ 初期室温：-5℃、-10℃の２種類 

・ 火源：燃料の軽油漏洩火災 

・ 火災モデル：成長火源を想定しない 0.8 ㎡ （0.9m×0.9m）の軽油定常燃焼モデル 

・ 換気量：２４００ｍ３／ｈ（３回換気）、図１による。 

・ 吸込口（排気）：高さ１ｍ、排気口４個（流量は１個当たり 600ｍ3/ｈ） 

・ 吹出口（給気）：高さ３ｍ、吸気口４個（流量は１個当たり 600ｍ3/ｈ） 

・ 感知器：定温式スポット型感知器、（７５℃） 

・ 感知器取付位置：天井上部、図２による。 

・ 感知器の受熱部の高さ：45mm 

・ 感知特性 

定温式スポット型感知器１種７５℃ 

 ＲＴＩ＝８４．５sec 

 Ｃ＝０．５ 

 Ｔth＝７５℃（作動閾値） 

資料１０



－ 142 －

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ シミュレーションモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 感知器の位置 
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３．定温式感知器作動時間 

３．１ ＦＤＳによる定温式感知器作動予測結果 

火災発生から感知器作動までのＦＤＳによるシミュレーションを行った。シミュレーションにおける点火

時間は計算開始 60 秒後とした。火源直上の感知器の作動時間は、初期温度が-5℃の時が点火 14 秒

後、-10℃の時が 16 秒後である。なお、感知器作動時間は感知器近傍温度が作動閾値を上回ったとき

の時間とした。シミュレーション結果を図３～図７に示す。 

 

火源直上感知器の作動時間 

初期温度 
火源直上感知器の 

作動時間 

-5℃ 14s 

-10℃ 16s 

 

 

（点火から 3.6s 後） 

 

（点火から 120s 後） 

図３ 初期温度－５℃のシミュレーション結果 

 

 

（点火から 2.4s 後） 

 

（点火から 120s 後） 

図４ 初期温度－１０℃のシミュレーション結果 
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３．２ アルパート式及びＲＴＩ－Ｃモデルによる定温式感知器作動時間予測結果 

アルパート式による火源直上温度計算と、RTI-C モデルによる定温式感知器の作動時間計算を行っ

た。 

定温式スポット型感知器の作動について、規格省令上「一局所の周囲温度が一定以上の温度になっ

たとき」に作動するよう規定しているが、天井流の温度変化と感知器の温度変化には時間的遅れが生じ

ることから「感知器センサー部の温度が一定以上の温度になったとき」定温式感知器は作動する。この

関係を（3‐1）式に示す。 

閾感 TTT ≥∆+0      （3‐1） 

0T ：室内の初期温度（℃） 

感T ：感知器センサー部の温度（℃） 

閾T ：感知器の作動に係る閾値（℃） 

この場合において、 感T については、（3‐2）式の RTI‐C モデルにより算定することができる。 

( )

( ) 













 ×+−×=∆ 感流感 T

u
CT

RTI
uT /

/

21

21
1   （3‐2） 

 RTI ：応答指数 

u ：熱気流速度（m/s） 

τ：感知器の時定数（s） 

流T ：感知器付近の熱気流温度（℃） 

C ：伝熱係数 

 

3.2.1 計算条件 

以下の条件で計算を行う。 

室内の初期温度 0T  ‐5℃及び‐10℃ 

熱源（0.8m2オイルパン） 

の発熱速度 

Q  2,000kW 

天井高さ H  4.0m 

応答指数 RTI 84.5s 

作動閾値 
閾T  

75℃ 

伝熱係数 C  0.5 

※定温式スポット型感知器 1 種 75℃を使用、火源直上に設置 

 

感知器付近の熱気流温度 流T 及び熱気流速度 u は Alpert の式によって求めた値を使用することが適

当であり、Alpert の式を（3‐3）、（3‐4）式に示す。 
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350
916T /H
Q.T =−流     （3‐3） 

31
960

/

H
Q.u 





=      （3‐4） 

Alpert の式により求めた値 

熱気流温度 
流T  

261.2℃ 

熱気流速度 u  7.6m/s 

 

3.2.2 計算結果 

計算結果を図 2 に示す。 
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図５ 点火からの時間と感知器センサー部の温度の関係 

 

FDS と RTI‐C モデルの比較 

室内の初期温度 ‐5℃ ‐10℃ 

FDS による感知器作動時間 約 14s 約 16s 

RTI‐C モデルによる感知器作動時間 約 10s 約 11s 

※1 FDS において消火ガス放出開始時の時間を感知器作動時間とした。 

※2 図 2 より求めた時間 

 

以上のことから、FDS による感知器作動時間より、RTI-C モデルによる感知器作動時間のほうが約 5

秒早いことが分かる。 
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４．点火後の室内温度について 

４．１ ＦＤＳによる消火放出後の室内温度シミュレーション結果 

3.1項は消火剤を放出しない状態でのシミュレーション結果であったが、FDSには二酸化炭素を放出消

火するシミュレーションモデルが有ることから、消火剤放出後の室内温度分布を可視化することを試みた。 

ただし、放出する消火剤が二酸化炭素ではなく FK5-1-12 で有ることから、下記の相違が推察されるが、

放出後の温度低下を除けば、拡散性に関しては大きな相違はないと考えられる。 

消火放出後の室内温度は、初期温度が－１０℃の場合でも＋１０℃以上であった。 

項目 二酸化炭素（FDS） FK5-1-12 

放出後の冷却効果 液化高圧ガスであるため、比熱と気化

潜熱に加え、断熱膨張による冷却効果

が非常に大きい。 

常温で液体の消火剤であるため、比熱

および気化潜熱が中心で、断熱膨張に

よる冷却効果は少ない。 

拡散性 計算モデルは真下にジェット状に放出

する。 

実際のノズルは、天井面から 360 度全

周方向に吹き出す。 

 
 

 

（点火から 2.4s 後） 
 

（点火から 7.2s 後） 

 
（点火から 18s 後）  

 
（点火から 96s 後） 

 ※消火剤放出により空気と消火剤は拡散し温度分布が

平均化していることが分かる。平均温度は 15～20℃。 

 

図６ 初期温度－５℃のケース 
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（点火から 2.4s 後）  

 

（点火から 10.8s 後） 

 
（点火から 9.2s 後）   

（点火から 94.8s 後） 

 ※消火剤放出により空気と消火剤は拡散し温度分布が

平均化していることが分かる。平均温度は 10～20℃。 

 

図７ 初期温度－１０℃のケース 
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４．２ 火源と空気の熱収支計算による室内温度シミュレーション結果 

常時換気している環境下で、火源から発生する全熱量を室内空気の加温に使われ場合の室内空気

の平均温度を求め、感知器作動時間から消火剤放出までの遅延時間5秒間を加えたときの室内平均温

度を求める。 

 

４．２．１ 計算条件 

室内体積 V  800m3 W14.1m×D14.1m×H4m 

初期室内温度 0T  ‐5℃及び‐10℃  

熱源（0.8m2オイルパン） 

の発熱速度 

Q  2,000kW 

（2,000,000J/s） 

火源から発生した熱量は 

100%が室内空気の加熱に使用される。 

熱交換時間は瞬時とする。 

換気量  2,400 m3 /hr 

（0.67J/s） 

初期室内温度と同一温度が 

燃焼中も流入する。 

室内気圧  1atm 一定であると仮定する。 

空気の定圧比熱 
pC  

1.006 J/g℃ 一定であると仮定する。 

空気密度 ρ  1,317g/ m3（‐5℃） 一定であると仮定する。 

1,342 g/ m3（10℃） 

 

４．２．２ 計算方法 

下記の手順で計算を行う。 

①熱源による加熱で室内の空気が一様に温められた場合の平均室内温度を計算する。 

②換気により、①で求めた平均室内温度の空気が流出し、初期室内温度と同一温度の外気が流入し

た場合の平均室内温度を計算する。 

①と②を繰り返し、点火から 60s までの平均室内温度を計算する。 

 

４．２．３ 熱源による温度変化 

熱源による加熱で空気が一様に温められる場合、（4-1）の式が成り立つ。 

mC
tQTT

p ×
∆×

+= 01     （4-1） 

0T ：室内の初期温度（℃） 

1T ：加熱後の平均室内温度（℃） 

Q ：熱源の発熱量（J/s） 

t∆ ：加熱時間（s） 

pC ：空気の定圧比熱（J/g℃） 

m ：室内の初期空気質量（g） 
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空気質量m は（4-2）式で表される。 

Vm ×ρ=      （4-2） 

ρ ：空気密度（g/ m3） 

V ：室内空気体積（m3）  

 

４．２．４ 換気による温度変化 

熱源により加熱した空気が流出するし、初期室内温度と同一の空気が流入すると仮定する。 

換気により、室内の空気が流出し、室外の空気が流入して混合した場合、 pC が一定ならば（4-3）の

式が成り立つ。 

 

( ) ( )
21

0211
mm

TmTmT
+

×+×
=     （4-3） 

T ：混合後の平均室内温度（℃） 

1m ：換気により流出した後の室内空気質量（g） 

2m ：換気により流入する空気質量（g） 

 

４．２．５ 計算結果 

計算結果を図 3 に表す。 
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図８ 点火からの時間と平均室内温度の関係 
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初期温度－５℃ 初期温度－１０℃ 

時間 室内平均温度 時間 室内平均温度 

FDS 
感知器作動時=

消火剤放出時 
14s 21℃ 16s 19℃ 

RTI-C モデル 

感知器作動時 10s 14℃ 11s 10℃ 

消火剤放出時 15s 23℃ 16s 19℃ 

※室内平均温度は、火源と空気の熱収支計算による室内温度シミュレーションから求めた値。 
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１ 検討の概要 

１.１ 目的 
防火対象物の大規模･複雑化等の高度利用が進み､これらの建築物等に対応した消

防用設備等として、通常用いられる消防用設備に替わり､新技術を用いた消防用設備等

の導入も図られているのが現状である。 
防火対象物の屋内駐車場には、一般的に固定式泡消火設備が設置されている。この

泡消火設備は、駐車場内を５０～１００m２で区画し、区画内に設置されている全てのフォ

ームヘッドから泡を一斉放射し、火災を消火するもので、駐車場で火災となった自動車を

含む広い範囲に泡を放射する消火設備等である。 
近頃はエコロジーに関心が向けられ、環境に優しく経済的な機器やシステムが求めら

れている。このような背景の中、火災となった自動車等の限られた範囲に泡水溶液をスポ

ット的に放射して火災を消火する設備が登場した。 
これらの消防用設備等は、性能鑑定評価を受け消防法施行令（以下、「令」という。）

第３２条の適用等により、既に４００件以上設置され、また、総務大臣認定取得により６件

（平成２１年１２月現在）の設置が行われている。さらに、環境意識の高まりとともに、経済

的な面からも今後ますます設置件数は増えていくと予測される。 
このように、これらの消防用設備等は、多くの設置実績により知見が深まったことから、

今後設置するものに対して消防承認を円滑に進める必要があると考えられる。また、総

務大臣の認定によらず、市町村の消防機関において審査できるよう、これらの消防用設

備等を新たに基準化することが必要である。 
この基準化に当たっては、現在設置されているものの機器仕様（ヘッドの放射圧力や

流量、有効放射半径等）が開発者により様々であることから、令第２９条の４に規定される

「必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等」として、新たに性能規定

化することが適当であると考えられる。 
 

本報告書では、この技術基準案等の検討を行うことを目的とする。 
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１.２ 検討体制 
 

検討体制として、総務省消防庁予防課、消防研究センター、（社）日本消火装置工業会関

係者及び日本消防検定協会から構成される準備会、検討会及び作業部会を平成２０年度

より行った。 
準備会、検討会及び作業部会の委員は次のとおりである。 

 
○ 閉鎖型泡消火設備評価基準策定検討準備会 

平成２０年 ８月～１２月 
氏  名 所  属  

渡辺 剛英 総務省消防庁予防課  

鳥枝 浩彰 総務省消防庁予防課  

塩谷 壮史 総務省消防庁予防課  

藤井 清隆 能美防災株式会社  

内山 裕三 能美防災株式会社  

村井 知則 ヤマトプロテック株式会社  

吉川 昭光 ヤマトプロテック株式会社  

宮下 元明 ニッタン株式会社  

福田 孝行 ニッタン株式会社  

事務局 日本消防検定協会：力久、米田、畠山、阿世賀 
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○ 閉鎖型泡消火設備（仮称）評価基準策定検討会 

平成２０年１２月～平成２１月３月 
委  員 所  属 

渡辺 剛英 総務省消防庁予防課 

内藤 浩由 消防研究センター 

藤井 清隆 （社）日本消火装置工業会  
能美防災株式会社 

村井 知則 （社）日本消火装置工業会  
ヤマトプロテック株式会社 

福田 孝行 （社）日本消火装置工業会  
ニッタン株式会社 

長谷川 利雄 （社）日本消火装置工業会  
深田工業株式会社 

宮崎 謙介 （社）日本消火装置工業会  
ホーチキ株式会社 

吉川 昭光 （社）日本消火装置工業会  
ヤマトプロテック株式会社 

内山 裕三 （社）日本消火装置工業会  
能美防災株式会社 

大庭 康雄 日本消防検定協会  
試験部試験技術課 

外野 祐一 日本消防検定協会  
試験部消火・避難試験課 

オブザーバー 

鳥枝 浩彰 総務省消防庁予防課 

塩谷 壮史 総務省消防庁予防課 

事務局 日本消防検定協会：力久、米田、中西、阿世賀 
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○ 閉鎖型泡消火設備評価基準策定検討会作業部会  

平成２０年１２月～平成２１年３月 
氏  名 所  属 

渡辺 剛英 総務省消防庁予防課  

鳥枝 浩彰 総務省消防庁予防課  

塩谷 壮史 総務省消防庁予防課  

内山 裕三 能美防災株式会社  

吉川 昭光 ヤマトプロテック株式会社  

福田 孝行 ニッタン株式会社  

事務局 日本消防検定協会：力久、米田、中西、阿世賀 
 

○ 閉鎖型泡消火設備評価基準策定検討会作業部会 
平成２１年４月～平成２１年１１月 

氏  名 所  属 

渡辺 剛英 総務省消防庁予防課  

塩谷 壮史 総務省消防庁予防課  

種村 和孝 総務省消防庁予防課  

内山 裕三 能美防災株式会社  

吉川 昭光 ヤマトプロテック株式会社  

福田 孝行 ニッタン株式会社  

力久 修一 日本消防検定協会 

大庭 康雄 日本消防検定協会 

事務局 日本消防検定協会：高橋、遠藤、中西、阿世賀 
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１.３ 検討経緯 
準備会、検討会及び作業部会の開催状況は、次のとおりである。 

 
○ 閉鎖型泡消火設備評価基準策定検討準備会  

検討会を進めるに当たり問題点の抽出、検討方針の検討 
第１回 平成２０年 ８月 ６日 

第２回 平成２０年 ９月 ３日 

第３回 平成２０年１０月 ３日 

第４回 平成２０年１１月１７日 

第５回 平成２０年１２月１６日 

 
○ 閉鎖型泡消火設備（仮称）評価基準策定検討会 

基準策定の対象、評価基準の策定方針、設置基準、技術基準及び維持基準の検討 
第１回 平成２０年１２月１６日 

第２回 平成２１年 ３月１９日 

 
○ 閉鎖型泡消火設備評価基準策定検討会作業部会 

火災モデル、設備の有効性、設置方法、技術基準及び試験・点検基準の検討 
第１回 平成２０年１２月１６日 

第２回 平成２１年 １月２１日 

第３回 平成２１年 ２月 ２日 

第４回 平成２１年 ２月２３日 

第５回 平成２１年 ５月１２日 

第６回 平成２１年 ６月 ３日 

第７回 平成２１年 ６月２５日 

第８回 平成２１年 ７月２８日 

第９回 平成２１年 ９月 ３日 

第１０回 平成２１年１０月 ９日 

第１１回 平成２１年１１月 ２日 

第１２回 平成２１年１１月１６日 
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１.４ 用語名及び用語の定義 
一 設備名 

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 
二 ヘッド 

閉鎖型泡水溶液ヘッド 
開放型泡水溶液ヘッド 

三 消火薬剤 
特定駐車場用泡消火薬剤 

四 特定駐車場  
令第１３条第１項に規定する駐車場の用に供される部分のうち、火災を有効に感知で

きる構造として消防庁長官が別途定める駐車場をいう。 
五 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備  

特定駐車場において用いる消火設備であって、閉鎖型泡水溶液ヘッド、流水検知装

置、混合装置、制御盤（制御盤を用いるものに限る。）、加圧送水装置、水源等で構成

するものをいい、散水障害が生ずる部分に感知部、泡水溶液用制御弁及び開放型泡

水溶液ヘッドで構成する機器を用いるものをいう。 
六 閉鎖型泡水溶液ヘッド  

特定駐車場に用いる閉鎖型スプリンクラーヘッドであって、火災の熱により動作し、加

圧された泡水溶液をヘッドの軸心を中心として均一又は指定範囲に分散するヘッドを

いう。 
七 開放型泡水溶液ヘッド  

閉鎖型泡水溶液ヘッドと同等の散水分布を有し、感熱体を有さない開放型のヘッドを

いう。 
八 感知部 

火災を有効に感知する機能を有するものであって、火災感知用ヘッド、感熱開放継手

（火災感知と同時に内蔵する弁体を開放し、開放型泡水溶液ヘッドに泡水溶液を供給

する機構を有するものをいう。）等をいう。 
九 泡水溶液用制御弁  

開放型泡水溶液ヘッドと組み合わせて用いる制御弁であって感知部の動作により弁

体を開放するものをいい、一斉開放弁、感熱開放継手を含むものをいう。 
十 流水検知装置  

令第３７条第１０号に規定する流水検知装置をいう。 
十一 混合装置  

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備に用いるものであって、特定駐車場用泡消火薬剤

と加圧水を一定の濃度に混合する混合器、消火薬剤貯蔵槽で構成するものをいう。 
十二 一斉開放弁  

令第３７条第１１号に規定する一斉開放弁をいう。 
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十三 特定駐車場用泡消火薬剤  
特定駐車場において閉鎖型泡水溶液ヘッド若しくは開放型泡水溶液ヘッドに供され

る泡消火薬剤であって、泡消火薬剤にあっては必要な性能要件を満たす泡消火薬剤を

いう。 
十四 泡水溶液  

泡消火薬剤の技術上の規格を定める省令（昭和５０年自治省令第２６号）第２条第６

号に規定するものをいい、設計された容量パーセントの濃度にした水溶液をいう。 
十五 制御盤  

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備に用いるものであって、流水検知装置、その他の制

御弁を制御するものをいい、遠隔装置を含むものをいう。  
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２ 泡消火設備と特定駐車場用閉鎖型泡消火設備との概要比較 

２.１ 泡消火設備と特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の消火原理 
泡消火設備（水成膜泡消火薬剤を用いるもの）と特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、

共にフッ素系合成界面活性剤を主成分とした泡消火薬剤を水に希釈混合して、ヘッドか

ら泡水溶液を放射する設備である。泡消火設備（特定駐車場用閉鎖型泡消火設備のうち

泡を放射するものを含む）は、ヘッドから放射される泡水溶液はヘッドの起泡装置により

発泡倍率５倍以上の泡となって放射される。一方、特定駐車場用閉鎖型泡消火設備のう

ちヘッドに起泡装置を持たないものは、発泡倍率５倍未満（実際は２～３倍程度）の泡と

噴霧状の泡水溶液がヘッドから放射され、大気との摩擦や可燃物・油面等に衝突するこ

とでさらに起泡し（これを二次発泡という）、燃焼している可燃物や油面等を覆う。 
このため、泡消火設備と特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の消火原理には変わりがなく、

次による。 
 

 
一 窒息作用 

B 火災の消火原理の一つで、燃焼している油面を泡が覆うことで、燃焼に必要な酸素の

供給を制限し、火災を消火・抑制する作用である。 
 
二 燃料遮断作用 

B 火災の消火原理の一つで、燃焼している油面を泡が覆うこと、泡と油面の間をフッ素

系合成界面活性剤の薄い膜（これを水成膜（Aqueous Film）という。）が覆うことで、燃焼に

必要な可燃性の燃料蒸気の供給を制限し、火災を消火・抑制する作用である。 
 
三 冷却作用 

B 火災の消火原理の一つと、A 火災の消火原理の全てであり、泡水溶液のもつ比熱

や、蒸発時の潜熱により、燃焼物の周囲を冷却し、火災を消火・抑制する作用である。 
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２.２ 泡消火設備と特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の概要の比較 
項 目 泡 消 火 設 備  特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 
放射する消火剤の性状 発泡倍率５倍以上の泡 発泡倍率５倍以上の泡を放射する

ものと、発泡倍率５倍未満（実際は

２～３倍程度）の泡と噴霧状の泡水

溶液を放射するものがある。 
放 射 範 囲  
 

５０～１００㎡の面積に一斉

放射 
火源を中心に放射。 
このため、必要以上の泡水溶液を

放射しない環境に優しいシステム。

感知と放射 感知は火災感知用ヘッドに

よりおこない、泡放射はフォ

ームヘッドから行う。感知部

と放射部が分かれている。 

閉鎖型泡水溶液ヘッドは感知と放

射を一体化したもので、閉鎖型スプ

リンクラーヘッドの１種感度相当の

感度を有していることと、泡消火設

備に比べ高い感知密度で設置する

ため、早期に火災を感知し、泡水溶

液を放射し、消火・抑制できる。 
感知と放射に必要な構

成機器 
火災感知用ヘッド（火災感

知）、一斉開放弁（泡水溶

液の送液）、フォームヘッド

（泡の放射）の３種類の機

器が必要。 

閉鎖型泡水溶液ヘッドのみ。 
これにより天井に設置する機器の

大幅な簡素化と重量軽減が実現。 

試 験 区画全体での泡放射試験

を行うので、泡の放射量が

多い 

閉鎖ヘッドであるため、放水圧力が

最も低くなると予測される配管の部

分で試験装置による試験を行う。そ

のため、泡の放出を少なくでき、環

境負荷を低減できる。 
点 検 一斉開放弁の作動点検や

区画全体での泡放射点検

を行うので、泡の放射量が

多い 

閉鎖ヘッドであるため、試験装置に

よる点検を行う。そのため、泡の放

出を少なくでき、環境負荷を低減で

きる。 
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２.３ 泡消火設備、特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の感知・放射に関する違い

について 
泡消火設備は、火災感知用ヘッドで火災を

感知し、フォームヘッドから泡を放射する。放

射は図の点線で囲まれた放射区域内の全フ

ォームヘッドから放射する。 

 

閉鎖型スプリンクラーヘッドは、感知と放水

を１つのヘッドに合体しているため、火災に近

いヘッドが作動すると、直ちに放水を行う。 
 

 

閉鎖型スプリンクラー設備と同様に、閉鎖

型泡水溶液ヘッドは感知と放射を１つのヘッ

ドに合体しているため、火災に近いヘッドが

作動すると、直ちに泡水溶液放射を行う。 
 

 

感知は、火災からの距離が遠いほど、感度

が低いほど感知が遅れ、泡放射等（泡、水、

泡水溶液）開始時の火災が大きくなる。これを

放射（放水）開始時の発熱速度と点火からの

時間で表したのが、図 4 である。 
閉鎖型スプリンクラー設備と特定駐車場用

閉鎖型泡消火設備は、泡消火設備に比べ、

比較的早期に火災を感知し放射を開始する。

 

図 1 泡消火設備 図 2 閉鎖型スプリンクラー設備 

図 3 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 図 4 泡放射時等の発熱速度について 
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図 7 泡消火設備と特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の関係 

２.４ 泡消火設備と特定駐車場用閉鎖型泡消火設備との比較 
■泡水溶液の放射量軽減 

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は火災自動車を中心とした限られた範囲に泡水溶液を

放射するため、必要以上の広い範囲に泡水溶液を放射しない環境に優しいシステムであ

る。 

■構成機器の簡素化 
特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、従来の火災感知用ヘッド・一斉開放弁・フォームヘ

ッドの機能を１個の閉鎖型泡水溶液ヘッドで実現しているため、機器の大幅な簡素化、軽量

化が実現する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 泡消火設備 

閉鎖型泡水溶液ヘッド 

図 6 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 
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泡消火設備は、フォームヘッド、一斉開放弁、火災感知用ヘッド、手動起動装置、流水検知装

置、混合装置、加圧送水装置（ポンプ）から構成される。 
泡消火設備の主要な機器の概要は図 9 のとおり。 

 

  
フォームヘッド 
ポンプと混合装置により加

圧送水された泡水溶液をネッ

トを通過することで空気と混

合し泡として放射する。 

一斉開放弁 
火災感知用ヘッドが作動

すると開き、一斉開放弁一次

側の泡水溶液をフォームヘッ

ドへ流すバルブ。 

混合器 
混合器を流れる水の圧力

（動圧）を利用して、消火薬剤

貯蔵加圧タンク内の泡消火

薬剤を水に３%濃度で比例混

合する機器。 
 
 

図 8 泡消火設備概要（例） 

図 9 泡消火設備の主要な機器の概要 
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特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、閉鎖型泡水溶液ヘッド、流水検知装置、試験装置、混

合装置、加圧送水装置（ポンプ）から構成される。また、必要に応じ感熱開放継手と開放型ヘッド

を用いる。 

  
例 Ａ 
グラスバルブ型 
感熱部にグラスバルブを

用い、ノズルから放射され

た水流をデフレクタで分散さ

せ、発泡倍率５倍未満（実

際は２～３倍程度）の泡と噴

霧状の泡水溶液として放射

する構造。 

例 Ｂ 
グラスバルブ型 
感熱部にグラスバルブを

用い、ノズルから放射された

水流を起泡手段により発泡さ

せ、デフレクタで分散させるこ

とで、泡を放射する構造。 

例 Ｃ 
ヒュージブルリンク型 
感熱部にヒュージブルリンク

を用い、ノズルから放射された

水流をデフレクタで分散させ、

発泡倍率５倍未満（実際は２～

３倍程度）の泡と噴霧状の泡水

溶液として放射する構造。 

 

図 10 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備概要（例）

図 11 閉鎖型泡水溶液ヘッドの例示 
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 火災が発生すると、火源近傍の火災感知用ヘッドが作動する。 
 一斉開放弁が開放し、区画内に設置されたフォームヘッドから泡放射を開始する。 
 流水検知装置が作動し、火災受信機に「流水検知装置流水」信号を移信。 
 流水検知装置一次側配管圧力が減圧し、ポンプ近くに設置されているポンプ起動用水圧

開閉装置が作動し、ポンプが起動し、加圧水を送水する。 
 流水により混合装置が泡消火薬剤の比例混合を開始する。 
 フォームヘッドから泡を放射し続け、火災を抑制・消火する。 

図 12 泡消火設備の動作フロー（例）
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 火災が発生すると、火源近傍の閉鎖型泡水溶液ヘッドが作動し、泡水溶液の放射を開始

する。 
 流水検知装置が作動し、火災受信機に「流水検知装置流水」信号を移信。 
 流水検知装置一次側配管圧力が減圧し、ポンプ近くに設置されているポンプ起動用水圧

開閉装置が作動し、ポンプが起動し、加圧水を送水する。 
 流水により混合装置が泡消火薬剤の比例混合を開始する。 
 作動した閉鎖型泡水溶液ヘッドから泡水溶液を放射し、火災を抑制・消火する。 
 

図 13 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備のうち湿式の動作フロー（例） 
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 火災が発生すると火源近傍の感知器が作動し、湿式予作動式流水検知装置を開制御す

る。 
 火災の熱により火源近傍の閉鎖型泡水溶液ヘッドが作動し、泡水溶液の放射を開始す

る。 
 湿式予作動式流水検知装置が流水し、火災受信機に「流水検知装置流水」信号を移信。 
 流水検知装置一次側配管圧力が減圧し、ポンプ近くに設置されているポンプ起動用水圧

開閉装置が作動し、ポンプが起動し、加圧水を送水する。 
 流水により混合装置が泡消火薬剤の比例混合を開始する。 

作動した閉鎖型泡水溶液ヘッドから泡水溶液を放射し、火災を抑制・消火する。 

図 14 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備のうち湿式予作動の動作フロー（例）
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３ 検討の内容 

３.１ 法的位置付けについて 

 
 

今回、性能規定化が検討されている、特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、これまで、複

数の申請者がそれぞれの設備方式で日本消防検定協会の特定消防機器等性能鑑定を取

得し、総務大臣認定や令第３２条により設置実績を重ねている。 

いずれの設備も、泡消火設備の代替設備として駐車の用に供する部分に設置するもので

あるが、設備の実現方法は必ずしも一義的に決められるものでなく、実際に設置される設備

も申請者毎に多様なものとなっている。例えば、放射ヘッドからの消火剤の放射性状につい

ては、発泡倍率５倍未満の泡と噴霧状の泡水溶液とするものや、所定の発泡倍率を確保し

た泡を放射するものがあることや、発泡倍率５倍未満の泡と噴霧状の泡水溶液を放射する

放射ヘッドでも、放射圧力、放射範囲、設計同時開栓数などが異なるなど、申請者が設備

内容に応じた適切な設計を実施していることが伺える。 

今後も技術開発が進み、新たな設備が開発されることが予想されるため、それらに柔軟

に対応するためにも、特定駐車場用閉鎖型泡消火設備については、必要とされる防火安全

性能を有する消防の用に供する設備等（令第２９条の４）として、消防長等が判断する基準

（客観的検証法）を総務省令で示すことが妥当だと考えられる。 

当該設備はすべての防火対象物に設置できるものではなく、現在、実績を重ねている設

備も一定範囲を設置対象としている。また、その設置基準、試験・点検基準、構成機器の構

造等については、スプリンクラー設備や泡消火設備の基準を準用している部分も多く見られ

ることのほか、実際の運用も考慮し、当該設備の適用範囲、設置基準、試験・点検基準、構

成機器の構造等については、あらかじめ総務省令により仕様規定的に基準を設けることが

妥当だと考えられる。ただし、当該設備の感知及び消火性能に関する部分については、先

に述べたとおり、その実現方法を一義的に決められるものでないため、総務省令において

性能規定的に示すことが妥当だと考える。 

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、以下の法的位置付けが妥当と考える。 

・ 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等（令第２９条の４）と

して、消防長等が判断する基準（客観的検証法）を総務省令で示す。 

・ 総務省令は、仕様規定による部分と性能規定による部分に分けられる。 

・ 感知、消火性能に関する部分は性能規定的に基準を設け、それ以外の部分（設

備の適用範囲、設置基準、試験・点検基準、構成機器の構造等）は仕様規定的

に基準を設ける。 

・ 当該設備の基準適合については、消防長等自らの判断として、登録認定機関に

よる評価制度の活用なども考えられる。 
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なお、当該設備が総務省令で示された基準による、必要とされる防火安全性能を有する

消防の用に供する設備等であることを、消防長等が判断する必要があるが、実際の運用に

際しては、消防長等が当該設備の申請者に必要なデータ等を提出させ自らの判断として、

登録認定機関による評価制度の活用なども考えられる。 
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３.２ 設置対象について 
 
 
 
 
 
 
 
 

３.２.１ 泡消火設備について 
泡消火設備を設置すべき防火対象物又はその部分は、令第１３条により、次のように示

されている。 
なお、車路、傾斜路、ランプ、駐車場内の洗車場など、駐車部分以外の部分が駐車の用

に供される部分に含まれるか否かは明確にされていない。 
表 1 防火対象物における泡消火設備が設置対象となる部分  

令
別
表
第
一
の
防
火
対
象
物
の
部
分 

屋上部分で回転翼航空機、垂直離着陸航空機の発着場 

道路の用に供される部分 
屋上部分        ６００m２以上 

その他の部分        ４００m２以上 

自動車の修理、又は整備に 
供される部分 

地階又は二階以上  ２００m２以上 

一階              ５００m２以上 

駐車の用に供される部分 
（駐車するすべての車両が同時

に屋外に出ることができる構造

の階を除く） 

地階又は二階以上  ２００m２以上 

一階              ５００m２以上 

屋上部分        ３００m２以上 
機械装置による 
駐車場収容台数         １０台以上 

指定数量の１,０００倍以上の 
指定可燃物を貯蔵し取扱う部分

綿花類、木毛及びかんなくず、ぼろ及び紙くず、糸

類、わら類、再生資源燃料、合成樹脂類 
ぼろ及び紙くず、石炭・木炭類 

可燃性固体類、可燃性液体類、合成樹脂類 

木材加工品及び木くず 
 
 

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の設置対象は、令第１３条第１項に規定する、駐車の

用に供される部分とする。 

＜令第１３条第１項＞ 

次の表の上欄に掲げる防火対象物又はその部分には、水噴霧消火設備、泡消
火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備のう

ち、それぞれ当該下欄に掲げるもののいずれかを設置するものとする。（表省略） 
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３.２.２ 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備について 
特定駐車場とは、令第１３条第１項に規定する駐車の用に供される部分のうち、火災を有

効に感知できる構造の駐車場で消防庁長官が定める駐車場をいい、特定駐車場用閉鎖型

泡消火設備とは、特定駐車場において、令第１３条第１項に規定する泡消火設備に代えて

用いることができる設備であって、閉鎖型泡水溶液ヘッド、流水検知装置、混合装置、加圧

送水装置、水源等で構成するものをいう。 
今回、性能規定化が検討されている、特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、これまで、日

本消防検定協会の特定消防機器等性能鑑定を取得し、総務大臣認定や令第３２条により

設置実績を重ねたものであり、その設置対象は、現行法令における泡消火設備の設置対

象のうち、駐車の用に供される部分に限られたものであった。 
このことから、今回の性能規定化においても、その設置対象は、令第１３条第１項に規定

する部分のうち、駐車の用に供する部分とすることが妥当だと考える。 
なお、車路、傾斜路、ランプ、駐車場内の洗車場など、駐車の用に供される部分に含まれ

るか否か、現行法令では明確にされていない部分もあるが、これらの部分については、現行

法令との整合性を保つために、現行法令と同様の取り扱いとすることが望ましいと考えられ

る。 
ただし、機械式駐車場の種類及び構造等については、特定駐車場用閉鎖型泡消火設備

の性能に影響を与えるものであるため、当該消火設備の申請者が、設備の性能及び適合

要件を明らかにする必要があると考える。 
また、当該設備は通常用いられる消防用設備等の防火安全性能と同等以上であり、必

要とする防火安全性能を有する消防の用に供する設備等として設置されるものであること

から、当該設備が設置される部分の隣接部分（隣接する同一階又は上下階で、階段、廊下、

通路、エレベーターホール、附室、トラックヤード、荷捌き室、駐輪場、管理室、守衛室、運転

手控え室、作業室、給湯室、風除室、ごみ置き場、待合室、倉庫、保管庫、トランクルーム、

等の部分）については、令第１２条第３項の規定を準用し、スプリンクラー設備等を設置しな

いことができるものと考える。 
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３.２.３ 特定駐車場の構造 

３.２.３.１ 平面式駐車場 
特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の設置対象となる特定駐車場のうち平面式駐車場の

構造は、現行法令における固定式泡消火設備が設置可能となる対象と同等として差し支

えないと考える。 

平面式駐車場 
車路および車両駐車部等により構成されるもので、機械等を用いず、駐車車両自らが自

走して車両駐車部に直接駐車するものをいう。 

 

図 15 平面式駐車場 



－ 176 －

 

 
 

３.２.３.２ 機械式駐車場 
機械式駐車場には、垂直循環式、多層循環式、水平循環式、エレベーター式、平面往

復式、多段式等の種類（６ 別添 １ 機械式駐車場の種類とその概要参照）がある。 
特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の設置対象となる特定駐車場のうち機械式駐車場の

構造は、現行法令における固定式泡消火設備が設置可能となる対象のうち、特定駐車場

用閉鎖型泡消火設備を設置した場合に火災を有効に感知、抑制できることが確認された

ものに限定する。 
これまでの機械式駐車場への設置実績では、ほとんどの場合が多段式のものに設

置されている。図 16に多段式の例を示す。 

 
 

機械式駐車場（多段式） 
自動車を収納する台車（パレット）を上下２段から４段に積み重ねる方式。２段式の簡易的

なものやエレベータスライド方式の３層４段まであり、機械式駐車場の設置数の８０％を占め

ます。 

図 16 機械式駐車場（多段式） 
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３.３ 駐車場で要求される泡消火設備の火災感知・消火抑制性能の推定 

３.３.１  現行法令基準における泡消火設備の要求仕様・想定火災規模 

 

（１） 現行法令基準から泡消火設備の要求仕様 
駐車場に設置する泡消火設備に対し、現行法令の要求仕様は、火災感知のため天井

面に火災感知用ヘッドを２０㎡毎に配置（地区消防の指導等による。）、消火のため認定

基準で規定された５倍以上で発泡する泡ヘッドを床面９㎡毎に配置、水成膜泡消火薬剤

を用いる場合は、泡消火薬剤を３％に希釈し床面積１㎡当り３.７L/min・㎡の放水レート

で床面積５０～１００㎡の放水区画に同時放水するよう規定している。また、実設備にお

いては、区画の隣接部分での火災を想定し２区画同時放水する（地区消防の指導等に

よる。）設備能力を要求している。この要求仕様から一般の平面駐車場で発生した車両

火災の感知・消火抑制する火災規模を検討した。 
 

（２） 泡消火設備の想定火災規模 
平面駐車場に設置された泡消火設備は、火災時に区画５０～１００㎡で一斉放水する。

この条件から現実の駐車場内で消火対象とする区画面積と車両数の関係を検討した。

ここでは、一般車両（２０００cc クラス普通乗用車のサイズ：約１.７ｍ×４.７ｍ）を横列２列

に配置したと仮定し、東京都及び大阪市の条例で決められた１台当りの駐車スペース 

幅２.５ｍ×長さ６ｍ＝面積１５㎡（普通自動車）を適用すると、最小に放水する区画５０㎡

に収まる車両数は３台分で面積４５㎡となる。ここでガソリン漏洩による車前面の車路部

の流出火災を想定しても放水区画１００㎡に十分収まる。 
このことから、駐車場に設置された現行の泡消火設備は横列駐車で車３台分までの

火災を最大として消火抑制することを想定している。図 17 に実際の建物に泡消火設備

を設置した状況を示す。区画の放水面積で車路部も前提に考慮した場合、車路幅が５.４
ｍとすれば片側部分を考慮し車３台分の車路面積は、駐車スペース幅２.５ｍ×３台×

（車路幅５.４ｍ÷２）＝２０.３㎡、車３台分の駐車面積と合算すれば、４５㎡＋２０.３㎡＝６

５.３㎡で区画最大１００㎡に十分に収まる範囲に入る（図 17ｂ参照）。この消火条件から

火災感知に関する要求性能は、出火車両から隣接車両へ延焼したとしても左右の車両

が盛期火災になる前に火災感知する条件が必要である。 
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３.３.２  平面駐車場における車両火災シナリオ・火災感知・消火抑制性能 

（１） 平面駐車場での車両火災シナリオ 
車両火災に関し、一般的に火源モデルとして確定された定説は無いが、文献*等から

一般的に車１台当りの燃焼性状は、盛期火災の発熱速度が概ね２～３MW、自由燃焼試

験から着火～燃え尽きまでの燃焼時間は概ね５０～６０分となることが知られている。ま

た、複数車両を同時に燃焼させた試験報告の文献*から、火元の車両から隣接車両への

延焼は概ね１０～１５分、前後の車両への延焼が約２５分との結果が報告されている。 

平面駐車場で車両火災を想定した場合、火災の拡大は、出火した火元車両から左右

車両に着火、前後の車両に延焼し、車自体燃え尽きを考慮すると図 18 に示すような延

焼拡大プロセスを取る。着火延焼し同時に燃焼している車両は、図上では記載していな

いが最大で８台となる。車両燃焼時間の推移から駐車場内での盛期火災車両台数は５

台と推定できる。（図 18 で盛期火災が重なるのは車両②②③④④の５台） 

前記の条件から、この火災状況で消火設備による消火・抑制対応を行なわない場合、

駐車場区画内に開放される発熱量は、最大で２～３MW/台×５台＝１０～１５MW 程度と

予想される。 

 

＊【文献】 「自動車燃焼実験（その２）」 ２００３年９月建築学会 新谷 他、「自動車火災を

受ける構造部材の耐火設計手法」 ２００４年建築研究所 増田 他。 

車幅２.５ｍ 

６ｍ 

５.４ｍ 

車

車

天井 

床 

感知ヘッド
ｂ．平面駐車場 泡消火設備の設置 ａ．平面駐車場 車両配置 

車ｻｲｽﾞ１.７×４.７ｍ

床 

駐車面積 
２.５×６ｍ＝

１５㎡ 

図 17 平面駐車場における泡消火設備の区画放水範囲 

泡消火設備

車３台＋車路 放水面積 
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感知ヘッド

泡ヘッド
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天井 

車３台 放水面積 

２.５×６ｍ×３台＝４５㎡ 
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車一台の燃焼イメージ    

盛
期  

成
長
期 

１５   ４０   ６０   min    

車発熱速度

１５  min      

２５  min    
時間[ｍｉｎ]    

発熱 

速度 

[MW]   

４０  min     

①

①

②

② 

③

②

②

①

④

④

③ 

②

②

①

時間[ｍｉｎ]     

時間[ｍｉｎ]    

発熱 

速度 

[MW]   

発熱 

速度 

[MW]   

発熱 
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ａ．車一台目①で出火     

ｂ．車一台目①が盛期火災、隣接車両②に延焼拡大    

ｃ．車３台①②が盛期火災、前後車両③に延焼拡大    

ｄ．車①は衰退、車②③が盛期火災、前後隣接車両④に延焼拡大    

図 18 平面駐車場での車両火災シナリオ 
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（２） 平面駐車場における泡消火設備の火災感知・消火抑制性能 
平面駐車場での火災は、火災シナリオから最大で車両５台の燃焼状況と推定できる

が、現行法令に従い泡消火設備を設置した場合、消火抑制する最大火災規模は、出火

車両から左右の隣接車両に着火延焼し盛期火災となる車両３台の火災規模を最大とし

ている。現実には火災感知用ヘッドの配置条件から感知から消火開始する火災規模は、

左右の隣接車両に火災が延焼拡大したとしても盛期火災になる前段階（図 18 ｂ）で、

概ね車両２台以下の火災規模の条件で消火抑制している。図 18 の火災シナリオａ～ｄ

の進行状況を重ね合わせると、火災成長曲線は、図 19 のように集約でき、現行法令か

ら泡消火設備の性能をまとめると下記の内容になる。 
(ア)  消火する火災規模の条件 

泡消火設備は放水範囲が車両３台を防護する条件で設置されている。３台以上の

車両に延焼拡大しない条件は、図 19 ｂ に示すように、出火車両から左右の車両

に延焼したとしも車両の反対に火災拡大しない成長過程で消火する必要がある。出

火車両の左右に隣接した車両の火災が盛期火災になる前の成長火災の段階で消火

するのが最大条件となる。 
(イ)  火災感知の条件 

火災感知は、出火車両から左右の隣接車両に延焼拡大したとしても盛期火災にな

る前に火災感知できる条件で、要求される火災感知性能を持った火災感知用ヘッド

を火災を有効に感知できるよう設置する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

時間 [ｍｉｎ]     

図 19  平面駐車場における火災成長曲線 

↑隣接車両着火  

車両４台 

８ ～ １ ２ Ｍ

車両５台 

１ ０ ～ １ ５ Ｍ

車両１台 

２～３ＭＷ  

② 車両３台 

感知範囲 

車両３台 

６～９ＭＷ  

発熱速度 

[ｋＷ]  

４０  min      

車両６台 

１２～１８ＭＷ  

ｂ．消火性能   →  

①車両１台 

② 車両２台 

③車両４台 

④車両５台 

④車両６台 
駐車場内最大発熱速度 

車両２台 

４～６ＭＷ  

車１台当り発熱速度 ２～３ＭＷ とした火災成長曲線 

＊放水区画５０㎡  → 

（泡消火設備の消火範囲） 

泡消火設備の性能  

ａ．感知性能 
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放射区画 （放射面積 81 ㎡＝9 ㎡/個×9 個） 

（３） 平面駐車場での泡消火設備の消火状況 
平面駐車場に設置した泡消火設備は、天井部に火災感知用ヘッドとフォームヘッドを

配置、車両火災が発生すると火災感知用ヘッドが作動し一斉開放弁が開き区画に泡の

一斉放射を行い消火する。（図 20、図 21） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 20 平面駐車場での泡消火設備の消火状況（泡放射の側面図） 

図 21 平面駐車場での泡消火設備の消火状況(泡放射の平面図) 

天井スラブ 
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３.３.３  機械式駐車場(多段式)における車両火災シナリオ・火災感知・消火抑制性能 

（１） 機械式駐車場（多段式）における火災シナリオ 
機械式駐車場の火災シナリオについては、市場の 8 割を占める多段式について上中

下の３段式を例に用い検討した。 
多段式の機械式駐車場は、図 22 で示すように、上下、左右に移動する車両パレット

に車を格納し車両を駐車する。この状況で中段中央の車両で火災が発生した場合、初

期の段階で火災拡大が抑制されなければ左右・上下に延焼拡大する立体火災となる。 
出火車両からの火災拡大延焼は、上下は鋼板で囲まれているため、初期の火災の段

階は車両パレット間の隙間に熱気流が抜ける影響は考慮する必要はあるが鋼板の遮熱

効果が期待でき、火災は平面駐車場と同様に左右の車両に延焼拡大（図 22 ①）する。

上段方向へは、中段の火災が盛期となり上段の車両パレットの鋼板の遮熱効果が破れ

るのと車両パレット間の隙間から流出する熱気流及び噴出し火炎の影響で上段車両に

火災が拡大（図 22 ②）、下段方向へは、ガソリン漏洩が発生したとしても車両パレット

に隙間が無ければ直接的に延焼はせず、上部方向と同様に鋼板の遮熱効果が破れる

ことで下段車両の上部塗料に着火し火災が拡大（図 22 ③）する。 

 
図 22 機械式駐車場（多段式）の火災想定 

車両パレット 

上段 

中段 

下段 

① 

②

①

② 

③

車両パレット間 隙間 
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（２） 機械式駐車場（多段式）における泡消火設備の消火状況 
機械式駐車場（多段式）に泡消火設備を設置する場合、図 23 に示すように機械式駐

車場が置かれる屋内の天井部に火災感知用ヘッドを配置、フォームヘッドは装置全体を

泡で包含するよう配置、火災時は機械式駐車場全体に一斉に放射し消火する。 
 
 

 
図 23 機械式駐車場（多段式）における泡消火設備の消火状況 

 
 

平面式駐車場の火災感知・消火抑制と同程度の性能で初期火災の拡大抑制を行うに

は、隣接も含め車両２台以下の火災規模で消火できるよう火災感知の条件を設定する

必要がある。 

天井 
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３.４ 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備に求められる防火安全性能 
 
特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、現行法令の消火設備と同等以上の性能を有し、令

第２９条の４に規定された防火安全性能の「火災の拡大を初期に抑制する性能」が要求され

る。 
必要とする基本的な防火安全性能は、出火車両の火災を初期の段階で有効に感知、消

火剤の泡水溶液を出火車両の上方から火災箇所を十分包含する条件で放水、泡消火設備

と同等以上の性能で車両火災の拡大を防止し、有効に火災を消火・抑制する。 
防火対象物に対する防火安全性能は、下記の火災に対し有効で効果的な性能を持つ必

要がある。 

（１） 燃料漏洩火災 
駐車場内で火災成長が最も急激で危険な火災は、車両燃料となるガソリン等の液

体可燃物が床面に漏洩し発生する燃料漏洩火災です。この火災は、主に窒息作用で

消火できるが、防火安全上は、燃料の蒸発で発生した可燃性蒸気の拡散を防止する

燃料遮断効果が必要です。また、燃料漏洩火災は、火災拡大が急激なため初期の段

階で火災を抑制する必要があり、比較的短時間に火災を完全に消火する性能が要求

される。 

（２） 車両火災 
駐車場における主な可燃物は、自動車車両自体の火災で、消火するには冷却作用の

消火性能が要求される。車両本体は立体構造でその表面火災に対しては、表面を低い表

面張力の泡水溶液で効果的に濡らし可燃物の燃焼温度を低下させ消火する。一方、車体

下部や車室内、エンジンルーム内等で直に泡水溶液がかからない散水障害部分は、車両

表面の冷却や内部に流入した泡水溶液による冷却効果で火災を閉じ込め縮小させる。泡

消火設備の消火と同様に小さな残火は残るが、消防隊が容易に残火処理できる火災規

模に抑制できる性能が要求される。 
 

（３） 延焼拡大防止 
放水時には、駐車場の周辺、及び、出火車両の隣接車両にも泡や泡水溶液が放射さ

れ、隣接車両表面や床面を泡水溶液で冷却することで、出火車両からの輻射熱による延

焼の拡大を防止する効果が要求される。 
 
泡消火設備は、消防法施行規則（以下、「規則」という。）第１８条第２項により「最大放

射区画を１０分間放射できる量」の水源水量を持つが、特定駐車場用閉鎖型泡消火設備

は、同等の消火性能を満足する放射区画の放水量、放水時間を有する必要がある。 
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３.５ 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備に対する感知および消火性能の骨子 
特定駐車場用閉鎖型泡消火設備に対し「感知および消火性能」の性能規定的な考え方

は、下記の流れで検討した。現行法令の設置基準から法令が要求する泡消火設備の感知・

消火性能を見積り、現行法令と同等以上となる性能目標を設定、その性能を評価するため

必要な客観的な検証項目及び判断の考え方を検討し整理した。ここでは防火対象物として

平面駐車場で検討したが、同様な考え方で機械式駐車場へも拡張した。 
 

３.５.１ 性能目標を設定するための検討の流れ 

（１） 平面駐車場の火災シナリオから泡消火設備が対象とする火災規模を推定。 
＜現行法令での着目点＞ 

 駐車面積 条例（東京都、大阪市）では普通車両 ２．５ｍ×６ｍ＝１５㎡以上 
 放水区画面積 ５０～１００㎡。 
 泡ヘッドは９㎡毎に１個設置。 
 駐車場に設置する泡ヘッドの消火性能は出火車両も含め左右の隣接車両に延焼拡大

した火災規模（車両２台相当）を消火できる。 

 

（２） 現行法令が想定した火災規模から感知・消火抑制すべき性能目標の設定。 
＜感知・消火抑制性能の着目点＞ 

 最大車両火災規模は、燃焼車両３台までの延焼規模。 
 感知・消火の火災規模は、出火車両から延焼した隣接車両が盛期火災になるまで。 

 

（３） 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備を性能規定化するため、客観的検証方法の検証

項目と判断基準の考え方を示した。 
＜性能検証項目の着目点＞ 

 隣接車両への延焼拡大防止 
 感知から消火開始までの検証項目と基準 
 消火判断の考え方 
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３.５.２ 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備に対する感知および消火性能 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
＊図式化した概要は 別紙＜概要＞ 「特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の防火安全性能の

基本的な考え方」を参照。 

 

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、「特定駐車場で必要とされる防火安全性能を有する

消防の用に供する設備等（令第２９条の４）」として、火災の拡大を初期に抑制する感知及

び消火の防火安全性能を、客観的検証法で検証された性能を有する。駐車の用に供され

る部分で想定される火災の拡大を初期に抑制する感知及び消火に関し性能の検証項目を

以下に示す。 

 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備を設置する「駐車の用に供される部分」におい

て火災の種類と想定火災、設置条件を設定。 
 初期の火災とは、火災箇所を消火可能な範囲で特定できる火災規模を言う。そ

の火災規模は、車両１台の火災で、かつ、隣接して駐車された車両が延焼拡大

しない段階を言う。 
 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、車両本体と車両の液体燃料の両方の火災を

消火できる性能を持つこと。 
 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備は、消火限界として最低限車両２台相当の火災

を十分消火できる能力を担保する。 
 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備が作動する火災感知条件は、火災感知時とその

後の放水中も含め設備が持つ消火限界を超えない条件で感知し、かつ、隣接車

両が延焼拡大しない条件とする。 
 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の放水条件は、火災を有効に消火及び抑制する

のに十分な時間、放水できる設備性能を有する。 
 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の放水が終了した時点では、隣接車両に延焼の

恐れが無い条件で火災箇所が十分に消火及び抑制された状況であること。 
 感知の火災検出手段が妨げられる障害条件や熱気流が到達しないことによる

感知障害、及び、放水時に散水障害が起こる場合は、障害を避けるための有効

な手段を講じること。 
 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備に用いる閉鎖型泡水溶液ヘッドは、火災感知機

能を有し必要な性能要件を満たすこと。 
 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備に用いる泡消火薬剤は、必要な性能要件を満た

すこと。 
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３.５.２.１ 要求性能 
消火設備は、火災の発生及び拡大を、現実の火災から想定火災を設定し、感知機能を

持つ閉鎖型泡水溶液ヘッドを用い、火災を初期の段階で消火・抑制する性能を有する。消

火対象とする可燃物は、設置を想定する駐車の用に供する場所に配置される、車両の液

体燃料火災と車両本体、及び、隣接部分に適用する場合は一般火災（A 火災）とする。 

 

３.５.２.２ 想定火災 
車両火災の出火想定は、車両の各部分、荷台積載物からの出火、燃料の流出による

床面火災、隣接部分での出火等の過去の事故事例から設定する。 

初期の最大火災規模は、火災箇所を消火可能な範囲で特定できる火災規模で、車両１

台の火災を想定、かつ、隣接して駐車された車両に延焼拡大しない（３.５.２.１０ 性能要件 

参照）規模であること。車両でない火災も前述条件以下とする。 

 

３.５.２.３ 感知性能 
消火設備が作動すべき感知条件は、消火中も含め設備が持つ消火能力を超えない条

件で感知する能力を有し、かつ、火災感知後消火中も含め隣接車両が延焼拡大しない条

件の火災規模以下で規定する。感知すべき火災規模は、隣接車両が延焼拡大しない条

件を含むが、基本的な考え方は設備の消火の限界性能と設備規模を考慮し設備設計者

が最適に設定する。火災感知の応答性能は、火災の拡大範囲を十分包含する放水範囲

が得られる条件で、かつ、ヘッドの設置条件（取付高さ、ヘッド間隔）を考慮し設定する。 

 

３.５.２.４ 放水性能 
火災発生により感知・放水する閉鎖型泡水溶液ヘッドの同時開栓個数は、火災箇所を

有効に感知し放水する放水範囲を包含できる条件であること。 

閉鎖型泡水溶液ヘッドで感知障害及び散水障害が起こる場合は、障害を避けるための

有効な手段を講じること。障害とは、火災の熱気流を有効に感知できない場合か、放水時

の散水障害により有効に消火できない場合をいう。この場合、障害を避けるため、閉鎖型

泡水溶液ヘッドの感知部と放水部を分離し有効に設置する。 

 

３.５.２.５ 消火性能 
消火設備の消火性能は、車両本体と車両の液体燃料の火災、及び、隣接部分に適用

する場合は一般火災（A 火災）の両方の火災を消火でき、消火限界は、最低限車両 2 台相

当の発熱速度の火災規模を消火できる性能を有する。 

 



－ 188 －

 

 
 

３.５.２.６ 放水時間 
閉鎖型泡水溶液ヘッドの火災感知後が放水条件となるが、実際に放水するまでの遅れ

時間は、火災の発熱速度が消火限界を超えないタイミングとする。 

前述で記載しているが、放水時間中は消火限界を超えない発熱速度で火災を制御する

こと。 

放水は、放水時間中途切れること無く、また放水時間は、火災を消火及び抑制するのに

十分な時間（＊現行法令：泡消火設備は１０分間放水）を確保する。 

 

３.５.２.７ 消火及び抑制 
消火設備の動作が終了した時に、火災箇所において、隣接車両に延焼の恐れが無い

条件で十分に消火及び抑制された状況（３.５.２.１０ 性能要件 参照）であること。 

 

３.５.２.８ 消火設備の規模 
放水に要する水源水量は、放水時間と閉鎖型泡水溶液ヘッドの同時開放個数の積を

考慮した水量を保有する。放水範囲は、火災出火箇所を十分包含できる性能を持つこと。 

 

３.５.２.９ 消火設備の付帯性能 
特定駐車場用閉鎖型泡水溶液ヘッドは、火災感知機能を有し駐車の用に供する必要

な性能要件を満たすヘッドを用いること。 
特定駐車場用泡消火薬剤は、駐車の用に供する必要な性能要件を満たす泡消火薬剤

を用いること。 
使用する機器は、該当する基準に適合した性能を有すること。 

 

３.５.２.１０ 性能要件 
隣接に延焼拡大しない条件とは、隣接の車両に延焼したとしても盛期火災に拡大しな

い成長期の火災規模を言う。（出火車両に隣接した側に延焼した段階） 
消火及び抑制された判定は、隣接車両を含め出火車両の表面火災は消火し、車両構

造によるが泡水溶液が入らない車両内部火災に一部残火が残る段階を言う。残火の判断

は、消防機関による残火処理が容易に行へ、放水を停止しても著しく火災拡大しない規模

とする。 
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放水範囲

３.５.２.１１ 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の消火状況 

（１） 平面式駐車場の消火 
平面式駐車場における火災消火の状況を図 24、図 25 に示す。出火車両の熱気流

により直上の閉鎖型泡水溶液ヘッドが火災感知し開栓し放水、火災規模がヘッド包括範

囲内であれば閉鎖型泡水溶液ヘッド一個の開栓で消火する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 24 平面式駐車場の消火状況（閉鎖型泡水溶液ヘッドの放水状況（側面図））

図 25 平面式駐車場の消火状況（閉鎖型泡水溶液ヘッドの放水状況（上面図））

天井スラブ 
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（２） 機械式駐車場（多段式）の消火状況 
機械式駐車場（多段式）に特定駐車場用閉鎖型泡消火設備を設置した場合での消火

状況を図 26 に示す。出火車両上部の車両パレット間に設置した閉鎖型泡水溶液ヘッド

が開栓し放水。車両一台の火災規模で消火。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【別紙 ＜概要＞参照】 
 

天井スラブ

図 26 機械式駐車場（多段式）における特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の消火状況 
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 別紙＜概要＞  特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の防火安全性能の基本的な考え方 
１．特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の防火安全性能 

特定駐車場用閉鎖型泡消火設備における防火安全性能は、「特定駐車場で必要とされる防火安全性能を有する消防の

用に供する設備等（令第２９条の４）」として、火災の拡大を初期に抑制する初期火災拡大抑制性能を有する。基本性能とな

る感知及び消火性能の考え方を以下示す。 

２．初期火災拡大抑制性能の骨子 

（１）感知・消火条件の考え方 ： 図．ａに感知・消火の関係図を示す。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

⑵ 要求する検証項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

初期火災 成長曲線 

時間 t → 

Ｑm→ 

Ｑm＝消火限界発熱速度（消火限界）： 火災規模の最大は車両２台相当 

Ｑs＝火災感知発熱速度（感知） 

Ｑs → 

発
熱
速
度 

Ｑ 

火災感知時間 Ｔs 
Ｔm 消火限界時間  

Ｑp＝消火時最大発熱速度（消火最大）→ 

図．ａ 初期拡大抑制の火災感知・消火の関係図 

放水時間Ｔab 
Ｔa 放水開始時間  Ｔb 放水終了時間  

To 着火  

Ｑb＝消火時発熱速度（消火） 

Ｑa＝消火開始発熱速度 → 

□感知・消火の検証項目 

１．消火限界 Qｍは、車両２台相当の消火を検証。 

２．火災感知 Qs の最大は、隣接車両に延焼拡大しない放射熱流束を

検証。 

３．閉鎖型泡水溶液ヘッド設置条件（ピッチ、高さ）における同時開放

個数は、火災感知 Qｓ条件で検証。 

４．放水時間 Tab で延焼拡大しない条件は放射熱流束で検証。 

５．放水終了時間 Tb の消火及び抑制の条件を放射熱流束で検証。 

６．駐車場に隣接する附室に適用する場合は、一般可燃物に対する

消火性能を検証。 

□その他検証項目 

１．「駐車の用に供される部分」とそれに「隣接した部分」で想定する火災に

対し感知・消火の条件を満足することを検証。 

  （駐車場の壁面開口条件・車路・スロープ等・・） 

２．放水時間 Tab は法令泡消火設備（規則１８条２項二）以上の条件。 

３．散水障害は、想定した障害箇所条件で感知・消火することを検証。 

４．同時開放個数は法令泡消火設備の１区画相当の面積を有する条件。 

５．閉鎖型泡水溶液ヘッドの感知性能は、該当する必要な性能要件を満た

すこと。 

６．使用する特定駐車場用泡消火薬剤は、該当する必要な性能要件を満

たすこと。 

７．使用する機器は、該当する規格を満足すること。 

□感知・消火の要求性能 

１．火災感知発熱速度 Qs は消火限界発熱速度 Qｍを超えない事。 

２．消火時最大発熱速度Ｑp は消火限界発熱速度 Qｍを超えない事。 

３．放水時間Ｔab 内で隣接した車両及び可燃物に延焼しない事。 

４．放水終了時間Ｔｂ以後は火災が消火及び抑制されている事。 

□感知・消火の基本的な関係 

１．発熱速度 ： 消火限界以下で感知を行う。 

   感知    消火開始   消火最大   消火限界 

   Ｑs   ＜  Ｑa    ＜ Ｑp    ＜ Ｑm 

２．時間 ： 消火限界時間以内で放水開始を行う。 

   感知      放水開始       消火限界 

   Ｔs     ＜    Ｔa       ＜   Ｔm 

用語 

【発熱速度】 

Ｑm：消火限界発熱速度（消火限界）[ｋＷ] 

Ｑs：火災感知発熱速度（感知）[ｋＷ] 

Ｑa：消火開始発熱速度 [ｋＷ] 

Ｑp：消火時最大発熱速度 [ｋＷ] 

Ｑb：消火時発熱速度（消火）[ｋＷ] 

【時間】 

Ｔs：火災感知時間 [秒] 

Ｔa：放水開始時間 [秒] 

Ｔm：消火限界時間 [秒] 

Ｔb：放水終了時間 [秒] 

Ｔab：放水時間 [秒] 
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４ 設置および維持 

４.１ 設置及び維持基準 
特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の設置及び維持に関する技術基準の例を表 2 示す。 

仕様規定的に定める部分。 

仕様規定的でかつ準拠法令の一部を変更する部分。 

性能規定的に定める部分。 

表 2 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備の設置・技術基準について 例 

    項目 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 備考 

１. 法令 

１.１設置基準 

① 令第１３条で定められた防火対象物のうち、下記の部

分。 

令第１３条第１項に規定する駐車の用に供される部分のう

ち、火災を有効に感知できる構造の駐車場で消防庁長官が

定める特定駐車場の部分。 

② 本設備の設置部分に設置義務となる屋内消火栓設備

の扱いは令第１１条第４項に、連結散水設備の扱いは令第

２８条の２第３項にそれぞれ準ずる。 

③ 駐車の用に供される部分に隣接する部分に設置される

スプリンクラー設備等の扱いは、令第１２条第３項に準ず

る。 

 

１.２技術基準 

１.２.１ヘッドの配置 

イ．天井スラブ下面

へのヘッドの取付 

規則第１３条および第１４条に準じて設けること。詳細は下

記。 

 

① 設置対象となる部分の天井または小屋根の部分から一

の閉鎖型泡水溶液ヘッドでの水平距離は閉鎖型泡水溶液

ヘッドの有効散水半径（散水範囲が矩形型の閉鎖型泡水溶

液ヘッドにあっては有効放水範囲）以下なるように設けるこ

と。 

 

② 閉鎖型泡水溶液ヘッドの設置場所の最高周囲温度とヘ

ッド標示温度の関係は規則第１４条第１項７号に準ずるこ

と。 

 

③ 梁等に区画された部分の閉鎖型泡水溶液ヘッドの配

置、閉鎖型泡水溶液ヘッドのデフレクタと取付け面の距離、

閉鎖型泡水溶液ヘッドの軸心と取付け面の角度、閉鎖型泡

水溶液ヘッドの散水障害部等の設置については規則第１３

条の２第４項１号イ、ロ、ハ、ニ、トに準じて設けること。 

規 則 第 １ ３

条 の ２ 第 ４

項 １ 号 ホ 、

へは該当し

ない。 
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④ 開放型泡水溶液ヘッドは、泡水溶液用制御弁と組み合

わせて用いるのものとし、火災を有効に感知し消火・抑制で

きるように設けること。 

 

ロ．多段式機械式

駐車装置パレット

部へのヘッドの取

付 

多段式機械式駐車装置で発生する火災を有効に感知し消

火・抑制できるように閉鎖型泡水溶液ヘッドを取り付けるこ

と。 

 

１.２.２性能 閉鎖型泡水溶液ヘッドおよび開放型泡水溶液ヘッドの性能

（放水圧力、放水量およびは有効放水半径（散水範囲が矩

形型の閉鎖型泡水溶液ヘッドにあっては有効放水範囲）、

設計同時開放個数、設置上限高さ等）は、特定駐車場で発

生する火災を有効に感知し消火・抑制できるものであるこ

と。 

 

性能は固定

できない。 

１.２.３水源の水量 特定駐車場で発生する火災を有効に感知し消火・抑制でき

る量とすること。 

泡消火設備

は １ ０ 分 放

射できる水

量 

１.２.５特定駐車場

用泡消火薬剤の

貯蔵場所及び貯

蔵量 

貯蔵場所は、令第１５条第１項第５号に準じて設けること。 

貯蔵量は、規則第１８条第３項に準じて設けること。 

 

１.２.６配管 規則第１２条第１項第６号に準じて設けること。  

１.２.７操作回路及

び表示回路の配

線 

規則第１２条第１項第５号の規定の例により設けること。  

１.２.８呼水装置 規則第１２条第１項第３号の２の規定の例により設けること。  
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１.２.９加圧送水装

置 

規則第１４条第１項第１１号に準じて設けることの他、下記に

よること。 

イ 高架水槽を用いる場合は次の式によること。 

Ｈ＝h１＋ｈ２ （h２はヘッドの放水圧力水頭） 

ロ ポンプを用いる場合は次の式によること。 

Ｈ＝h１＋ｈ２＋h３（h３はヘッドの放水圧力水頭） 

ニ 加圧送水装置にはヘッドにおける放水圧力がヘッドの最

高使用圧力を超えないための措置を講じること。 

ニは、実際

には加圧送

水装置では

な く 、 調 圧

装 置 （ １ 次

圧減圧弁、

２次圧減圧

弁、流水検

知装置の調

圧装置）等

による。 

１.２.１０試験装置 規則第１４条第１項５の２号の例により設けること。 

※ 試験時には、放水圧力が最も低くなる予測される配管の

部分に試験装置を取り付け実施する。 
※ 点検時には、流水検知装置二次側配管に設けた試験装

置により実施する 

 

１.２.１１自動警報装

置 

規則第１４条第１項４号の規定の例により設けること。  

１.２.１２非常電源 規則第１２条第１項４号の規定の例により設けること。  

１.２.１８総合操作盤 規則第１２条第１項８号の規定は、準用する。  

１.２.１９耐震措置 規則第１２条第１項９号に準ずる。  
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４.２ 試験基準 
試験基準は、「消防設備等の試験基準の全部改正について」（平成 14 年 9 月 30 日消防予第

282 号）に準じ、その概要は次のとおりとする。 
 

表 3 外観試験 

項目 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 備考 
１.水源 屋内消火栓設備の試験基準に準ずる。  
２.加圧送水装置 スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  
３.配管・バルブ類 スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  
４.電源 屋内消火栓設備の試験基準に準ずる。  
５.泡水溶液ヘッド スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。 閉鎖型、開放型 
６ .泡水溶液用制御

弁 
特定駐車場用閉鎖型泡消火設備として専用に

整備する。 
 

７.制御弁 屋内消火栓設備の試験基準に準ずる。  
８.流水検知装置・圧

力検知装置 
スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  

９.一斉開放弁 スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  
１０.試験装置 スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。 試験時には、放水

圧力が最も低くなる

と予測される配管の

部分に試験装置を

取り付け実施する。 
１１.自動警報装置 スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  
１２.混合装置 泡消火設備の試験基準に準ずる。  
１３.制御盤 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備として専用に

整備する。 
 

１４.減圧措置 スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  
 

表 4 機能試験 

項目 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 備考 
１.加圧送水装置 スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  
２.配管耐圧試験 スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  
３.流水検知装置・表

示灯 
スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  
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表 5 機能試験 

項目 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 備考 
１.放水試験 スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  
２ .希釈容量濃度測

定 
混合装置試験弁から水溶液を採取し、希釈容量

濃度を測定する。 
 

３ .非常電源切替試

験 
スプリンクラー設備の試験基準に準ずる。  
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４.３ 点検基準および点検要領 
試験基準は、「消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付す

る点検票の様式を定める件」（昭和 50 年 10 月 16 日消防庁告示 14 号）、「消防法施行規則

の規定に基づき、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類及び点検内容に応じて行う

点検の期間、点検の方法並びに点検の結果についての報告書の様式を定める件（平成１６

年消防庁告示第９号）。」に、準ずる。また、点検要領は、「消防用設備等の点検要領の全

部改正について」（平成 14 年 6 月 11 日消防予第 172 号）に準じ、その概要は次による。 

 
表 6 外観点検 

項目 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 備考 
１.水源 屋内消火栓設備の点検要領に準ずる。  
２.加圧送水装置 スプリンクラー設備の点検要領に準ずる。  
３ .減圧のための措

置 
スプリンクラー設備の点検要領に準ずる。  

４.配管等 スプリンクラー設備の点検要領に準ずる。  
５.泡水溶液ヘッド スプリンクラー設備の点検要領に準ずる。 閉鎖型、開放型 
６.流水検知装置・圧

力検知装置 
スプリンクラー設備の点検要領に準ずる。  

７.一斉開放弁 スプリンクラー設備の点検要領に準ずる。  
８.混合装置 泡消火設備の点検要領に準ずる。  
９.制御盤 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備として専用に

整備する。 
 

 

表 7 総合点検 

項目 特定駐車場用閉鎖型泡消火設備 備考 
１.ポンプ方式 スプリンクラー設備の点検要領に準ずる。 点検時には、流水

検知装置二次側配

管に設けた試験装置

により実施する 
２ .高架水槽方式及

び圧力水槽方式 
スプリンクラー設備の点検要領に準ずる。  

３.釈容量濃度測定 混合装置試験弁から水溶液を採取し、希釈容量

濃度を測定する。 
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５ 機器の性能要件 

機器の性能要件を次に示す。 
表 8 機器の性能要件 

機器名 性能要件 備考 
閉鎖型泡水溶液ヘッド

 
① 強度性能（耐圧、感熱部（ヒュージブルリン

ク、グラスバルブ、分解部分、振動、水撃） 
② 腐食性能 
③ 作動性能 
④ 感度性能 
⑤ 放水量性能 
⑥ 散水分布性能 
⑦ 【５倍以上の泡を放射するものにあっては】

発泡倍率及び 25%還元時間 

泡を放射するもの

と、泡水溶液を放水

する２種類がある。

泡水溶液を放水す

るタイプは⑦は不要

となる。 
 

開放型泡水溶液ヘッド

 
① 腐食性能 
② 放水量性能 
③ 散水分布性能 
④ 【５倍以上の泡を放射するものにあっては】

発泡倍率及び 25%還元時間 

閉鎖型泡水溶液ヘ

ッドから感熱部を取

り除いた以外同一

のヘッドは試験は不

要と考える。 

泡
水
溶
液
制
御
弁 

感熱部を有する

もの（感熱開放

継手等） 

① 強度性能（耐圧、感熱部（ヒュージブルリン

ク、グラスバルブ、分解部分、振動、水撃） 
② 腐食性能 
③ 作動性能 
④ 感度性能 

 

感熱部を有さな

いもの 
① 強度性能（耐圧） 
② 作動性能 

 

特定駐車場用泡消火

薬剤 
① 物理的性能（比重、粘度、流動点、水素イオ

ン濃度、引火点、拡散性能） 
② 品質（沈殿量、鋼等の腐食による質量損失 
③ 消火性能 

 

混合装置 ① 耐圧力 
② 貯蔵量 
③ 混合率 

 

制御盤 ① 絶縁強度、絶縁耐力 
② 機能（感知器による自動起動、手動起動、そ

の他） 
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６ 別添 

１ 機械式駐車場の種類とその概要 

多段式 
自動車を収納する台車（パレット）を上下２段から４段に積み重ねる方式。２段式の簡易的

なものやエレベータスライド方式の３層４段まであり、機械式駐車場の設置数の８０％を占め

ます。 

 

垂直循環式 
メリーゴーランド方式とも呼ばれ、自動車を台車（パレット）に乗せて垂直循環移動する形

式。自動車の乗入口（進入経路）により最下部乗入式・中間部乗入式・最上部乗入式といいま

す。一般には独立した建物内に組込む場合と、ビルなどの建築物の一部に組込むものがあ

り、後記のエレベータ式に比べ車１台当たりのコストが安く、必要面積も少なくて済みます。機

械式駐車場全収容台数の半分あまりを占めています。 

 



－ 200 －

 

 

多層循環式 
自動車を台車（パレット）に乗せて横行移動させる装置を多層に配置し、その両端に台車

（パレット）を昇降移動する装置を設けたもの。普及数は多くない。 

 

水平循環式 
自動車を台車（パレット）に乗せて水平移動させる装置を配置し、縦送り横送りを交互に繰り

返し平面移動させて自動車を入出庫する方式。多層の場合は昇降装置を設けて垂直に自動

車を搬送する装置を設ける場合もある。普及数は多くない。 
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エレベータ式 
自動車をエレベータ装置を使って駐車格納する階まで運び、駐車室に収納する形式。 
収容速度が速く、電気料金などのランニングコストが少なくて済みます。 

 

平面往復式 
平面的に自動車を移動して格納する方式。一般には運搬式と格納式があり、ビルに組込

れる場合が多く比較的規模の大きい駐車場に導入されます。 

 

機械式駐車場の種類（出典：NPO 法人  駐輪・駐車場情報センターホームページ 
http://www.ccpi-net.com） 


